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(要旨)
本研究は、地域通貨の中心的存在であるエコマネーが、脆弱化している地域コミュニティの再構築、
地域再生の手段として果たし得る可能性と限界について論じた。以下、章立てにしたがって述べる。
I.はじめに
わが国では、高度経済成長期以降、大都市圏、地方圏ともに住民間の結び付きが弱まり、地域コミ
ュニティの課題解決能力が弱体化した。近年では、「無縁社会Jがクローズアップされ、相互扶助活動
の再構築による地域コミュニティの活性化、地域再生が求められている。
その手段として地域通貨が注目されている。地域通貨は、「人々が自分たちの手で作る、一定の地域
でしか流通しない、利子のつかないお金jである。導入すれば、会員間で種々の取引を行うなかで様々
な結び付きが形成され、人々の聞に相互扶助と自発的な協力関係が生まれやすいことが評価された。
地域通貨の多くは、「労力点カードJを晴矢とする「時間預託J(ふれあい切符)として行われた。
これに対し、加藤敏春は、時間預託(ふれあい切符)に対し、任激十年後においてもそのサービス
を提供できるのかという、いわゆる「保証jの問題がある、②ある種の「請求権Jが(長年にわたっ
て)存在する、と指摘し、「真の意味で『共』を創造するJ通貨とはいえないと批判した。これに代わ
る地域通貨として「エコマネーJを提唱した。一言すると、エコマネーは「環境、福祉、コミュニテ
イ、教育、文化等今の通貨で表しにくい価値を、コミュニティのメンバー相互の交換により多様な形
で伝えるツールJである。有効期限を設けることで、ある種の請求権が(長年にわたって)残ること
を防止した。エコマネーは、ボランティア活動や相互扶助活動等非市場経済における互酬的な取引に
より地域コミュニティの再生を促すとして評価され、わが国地域通貨の中心的存在となった。しかし、
各地で、エコマネーが導入されるなかで、円滑に流通しない、流通総量が伸びない、参加者も一定規模
以上に増えないとし、う課題が生じた。西部忠の「ダブル・トライアングル論jは、エコマネーを批判・
修正する理論として生まれた。それは、「地域住民間の非市場的取引を媒介する地域通貨の小循環を、
商工業者による市場的取引等を媒介する大循環が包み込むjことによってエコマネーの流通を活性化
させることができる、という考え方である。
本研究では、わが国の地域通貨理論を代表するエコマネー論と、その批判・修正理論であるダブル・
トライアング〉レ論という 2つの理論を取り上げ、兵庫県丹波市と大阪府寝屋川市におけるエコマネー
の実証的研究を通して、エコマネーが地域コミュニティの活性化、地域再生の手段として果たし得る
可能性と限界を明らかにする。
1.地域の再生と地域通貨の役割
地域コミュニティ再生の手段として、地域通貨の中心的存在であるエコマネーへの期待が高まって
いる。しかし、エコマネーに対しては賛否両論がある。
賛同意見として、福田順子や岡田真美子の見解がある。前者は、 r(エコマネーには)コミュニティ
を基盤とした『ソーシャル・インクルージョン』の可能性が期待できるj とし、後者は、エコマネー
は、通貨により取引関係を清算する貨幣経済とは異なり、与えあうことで互恵関係を拡大、蓄積する
「贈与経済」の通貨であり、かつてわが国において構築されていた「講jや「結いJと同様に地域ネ
ットワークの再生に寄与できると評価する。一方、批判的見解としては、湖中真哉の研究がある。清
水市(現静岡市)の清水駅前銀座商庖街において実施されていたエコマネー rEGGJを取り上げ、
rEGGJ導入以前に存在していた諸慣行や諸制度により暗黙のうちに形成されていた「ローカルな
認知規制の櫨過作用J(ヲ開者注:遠慮意識とほぼ同義)を通じて、 fEGGJが否定的に認識され、
普及するのを妨げられたと、エコマネー fEGGJが普及しなかった理由を分析している。(エコマネ
ーに対する最大の修正論者である)西部忠は、エコマネーの成功例が少ないのは、「ボランティア活動
や相互扶助活動を積極句に行う会員にエコマネーが貯まり過ぎて流通が滞る、結果的に流通総量が伸
び悩み、活動参加者も一定規模以上に増えなしリためであると、エコマネーの流通構造を読み解き、
エコマネーが成功するためには、非市場経済に加えて市場経済で、の取引機能を併せ持つべきである、
と主張する。
m.わが国の地域通貨の歩みとエコマネーの普及
徳留佳之のWebサイト『地域通貨全リスト』によると、 2008年6月2日現在で629件(全国展開
の17件を除く)の地域通貨が掲載されていた。このうち、筆者らが行った調査で、は、所在地やメール
アドレスが確認できたのは235件(確認率37.4%)にとどまった。 235件の地域通貨の実施目的をみ
ると、「地域コミュニティ志向型jの地域通貨、すなわちエコマネー型地域通貨が 51.5%と半数を超
えた。「プロジェクト志向型」は20.4%、「地域商業活性化志向型Jは8.1%にとどまった。地域コミ
ュニティの活性化に加えて、商庖街等地域商業の活性化をも志向する「併用型Jが20.0%あり、地域
コミュニティの再生に寄与(一部は併せて地域商業の活性化にも寄与)しようとしての取り組みが全
体の70%以上を占めた。
地域通貨発行団体へのアンケート調査(有効回収数77件、有効回収率32.8%)によると、地域通
貨に関して、地域住民からなる参加者に加えて、地域に所在する自治会やNPO等の団体参加が増加
し、ネットワークの広がりがみられた。これにより、会員間で相互信頼と自発的な協力関係が生まれ、
「ソーシャル・キャピタノレJの広がりが期待できる。
W.地域力の酒養とエコマネー(基本型):兵庫県丹波市の『来社J
エコマネー(基本型)は、地方都市の地域コミュニティで継承されてきた伝統的な相互扶助関係を
代替することは期待できない。しかし、婦郷者であるUターン組や転入者である Iターン/1ター ン・
K (結婚)組といった人々の間で、地方都市の地域コミュニティへの貴重なゲートウェイとなってい
る。したがって、「地域力を養育する」新たな媒体となる可能性がある(兵庫県丹波市での実証的研究)。
V.地域力の酒養とエコマネー(発展型):大阪府寝屋川市の「げんき」
エコマネー発行団体が、商店街や自治会、 NPO等の参加を誘い、重層的なネットワークともいえ
る緊密な地域団体間の関係が構築されることが、大阪府寝屋川市の実証的研究により示された。しか
し、エコマネー(発展型)の流通を分析すると、 2回転目には大半のエコマネーが商庖街で、の買物代
金に利用され、新たにボランティア活動の謝礼として支払われるのは少ないことが明らかiこなった。
すなわち、ボランティア活動のみの非市場経済に加えて、商届街等の市場経済も参加する「ダブル・
ボトム・ライン型j地域通貨、発展型のヱコマネーの場合には、ボランティア活動の謝礼として受け
取ったエコマネーは、その後もボランティア活動を介して個人間に広がることは少なく(互恵を基盤
としたソーシャル・キャヒ。タルの広がりを欠き)、市場経済である商庖街での買物に直行することがわ
かった。
羽.結論
本研究において、地域コミュニティの活性化による地域力向上で地域再生を目指す際に、手段とし
て期待されるエコマネーの可能性と限界について考察した。
エコマネーの実施により、地域住民を始め、地域の各団体聞において、自発的な協力関係、が生まれ、
ソーシャル・キャピタルの形成を通して、地域コミュニティの再構築、地域再生が期待できる。 2地域
での実証的研究を通して、①エコマネ}は、地方都市の地域コミュニティにおける伝統的な相互扶助
関係を代替することは期待できないが、帰郷者や転入者が地域コミュニティに入るきっかけになる可
能性があり、脆弱化した地域コミュニティの再生に寄与できる領域が存在することを示した。②ボラ
ンティア活動といった非市場経済に加えて商庖街等の市場経済を介在させることでエコマネーの流通
拡大は実現するが、エコマネーに期待される本義を失い、「商品券化」することを明らかにした。
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1 .はじめに
1 .研究の目的
( 1 )いま、なぜ地域通貨なのか
わが国では、 1955年に始まった高度経済成長期以降、大都市圏 1)、地方圏ともに住民間
の結びつきが弱まり、地域の課題解決能力が弱体化した。近年では、「無縁社会 2)Jがク
ローズアップされ、相互扶助活動の再構築による地域コミュニティの活性化、地域再生が
求められている。
こうした社会的背景、地域コミュニティ 3)の変容を踏まえて、国/地方自治体は、地域
社会における相互扶助活動の再構築や「地域力j の育成・強化を政策課題として掲げるよ
うになった。
厚生労働省は、 2008年 3月 31日に発表した『これからの地域福祉のあり方に関する研
究会報告書 4)~ において、「地域における『新たな支え合い~ (共助 5))Jの必要性、重要
性を強調した。総務省は、 2010年8月6日に発表した『地域力創造に関する有識者会議最
終取りまとめ 6)~ において、「地域力7) J の向上が必要であると述べた。
地方自治体でも、地域力再生を目指して種々の取り組みがみられるようになった。京都
府は、「地域の課題解決や魅力アップを図る力 =w地域力~J の再生を目指し、「地域力再生
プロジェクトJに取り組んだ 8)。
北海道知事政策部は、地域コミュニティ内で助け合いを促進して「地域力」一一地域の
課題解決力、地域の価値創出力一ーを高める手段として「地域通貨Jの導入を提案した(北
海道知事政策部[2006]p.12)。
地域通貨は、「人々が自分たちの手で作る、一定の地域でしか流通しない、利子のつかな
いお金 9)Jであることから、地域通貨を使用する人々の聞に、「同じ『地域』の中で相互
に支え合う信頼と協同の関係を築き、そうした関係に基づいた友好的で対等なコミュニケ
ーションを可能にするJ手段となることができる(西部[2002]pp.17-18)。
地域通貨を導入すれば、会員間で種々の取引を行うなかで様々な結び付きが形成され、
人々の聞に相互信頼と自発的な協力関係が生まれやすいという「ソーシヤル・キャピタルJ
(Social Capi tal)の形成が期待されることになる。「ソーシャル・キャピタノレを高めるこ
とが、良い地域コミュニティを作る鍵となるJ(今村他[2010]pp.205-206)ことから、厳し
い状況下にある地域コミュニティのソーシャル・キャピタルを高めること、良い地域コミュ
ニティを形成することで地域再生が期待できるとして、地域通貨が注目されるようになっ
たのである。
( 2 )エコマネーの位置付け(普及と課題)
わが国において現存する地域通貨で最も古くから行われたのは、 1973年 9月に水島照子
が中心となって結成した「ボランティア労力銀行j が行う時間を単位とした労力交換「労
力点カードJ(Lカード)である。ボランティアとして活動した時間を貯金しておき(f時
間預託J)、将来必要となったときに引き出して使うことができるところに特徴があった。
加藤敏春は、「時間預託jに対し、①数十年後にもそのサービスを提供できるのかという、
いわゆる「保証Jの問題がある(加藤[2001a]p.110)、②「時間預託」には、ある種の「請
求権」が(長年にわたって)存在する、と指摘し、「真の意味で『共』を創造するJ通貨と
はいえないと批判した(加藤[2001a]p.80)。福祉分野への民間企業の参入が相次いでいる
ことに対しても、このままでは市場経済の浸透で福祉分野におけるボランティア経済が大
きな影響を被ることになると危倶し、福祉分野においてボランティア経済の自立化を図る
には、交換手段となりうる独自の通貨が必要であると訴えた(加藤[2001a]p.70)。
そこで提唱したのが「エコマネーJで、あった。「環境、福祉、コミュニティ、教育、文化
等の分野における様々なボランティアサービスやコミュニティサービスを対象に、ボラン
ティア経済における新しい通貨を生活者の視点から構築Jすることを目指した(加藤
[2001a]p.10)。その際、エコマネーの利用に、有効期限を設け、ある種の「請求権Jが(長
年にわたって)残ることを防止した。エコマネーは、多様な価値の相互交換を通して希薄
化した人間関係を回復し、地域コミュニティの活性化を目指すというものである。エコマ
ネーは各方面から注目され、わが国の地域通貨において中心的な存在となった。
学会でも高い評価を得た。たとえば、福田順子は、 r(エコマネーを導入することによっ
て)誰もが持てる能力を発揮することができ、それらの仕事の中のアンベイド・ワーク 10)
(Unpaid Work)やシャドウ・ワーク 11) (Shadow Work) を正式労働として認定し、その担
い手を表舞台に立たせる(ことができる)J (福田[2005]p.39) と論じた。岡田真美子は、
地域において「与えあう Jという関係性を蓄積できる「贈与経済J(Gift Economy)のため
の通貨として、エコマネーの可能性を高く評価した(岡田[2008a]p. 25)。
一方、エコマネーの批判者には、後藤和子などがいる。加藤敏春がr(エコマネーには)
地域経済の活性化、物質循環の形成による持続可能な社会の構築、過度の信用創造の抑制、
あらゆる資源を対象とした資源の最適配分、地域における『信用』の醸成などの効果が期
待できるJ(加藤[1998a]p.iv) と考えていたのに対し、後藤和子は、所得の域外流出が止
まらない地域経済に、物質循環や経済循環を呼び戻すほどのパワーがエコマネーに潜在し
ているか疑わしい、と論じている(後藤[2001]p.9)。
エコマネーは、その第 1号である「クリンJ(北海道栗山町)の第 1次流通実験 (2000
年 2月1日""3月 31日)以降、兵庫県宝塚市の rZUKAJ、静岡県清水市(現静岡市)
の rEGGJ等各地で実施されるようになった。 2001年6月での導入数は 100を超え(加
藤[2001b]p.32)、2003年9月には 200以上にまで急成長した(加藤[2003]p.5)。
半面、誕生後間もなく活動を停止するなど継続性を欠く、会員数が伸び悩んでいるーー
などの問題が指摘されている。しかし、「なぜ、エコマネーが普及しないのか、会員を増や
せないのかJに関する実証的研究は少ない。
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湖中真哉の研究はその数少ない 1つである。清水市の中心商庖街である清水駅前銀座商
唐街振興組合において実施されているエコマネー rEGGJを取り上げ、流通量が伸びな
い(=使われなし、)実態を分析している。それによると、当該地域には rEGGJの導入
以前から緊密な相互扶助関係があったために、新たな相互扶助関係を構築(=既存の相互
扶助関係を代替)することを提唱した rEGGJの意義を、エコマネー会員の商庖主たち
は十分に理解することがでず、普及を妨げた(湖中[2005Jp.43)。
( 3 )西部理論 (rダブル・トライアングル論J)
エコマネーに対時する地域通貨理論の構築を試みる西部忠は、エコマネーに対し、「相互
扶助やボランティアを媒介するための地域通貨の一種であり、貨幣的側面による市場形成
をできるだけ除去し、市場領域と一線を画した非市場領域で流通することJを目的として
行うものであるが、円滑な流通を確保することは容易ではなかったと評している(西部
[2006bJp.46)。エコマネー型地域通貨の成功例が少ないのは、「ボランティア活動や相互扶
助活動を積極的に行う会員にエコマネーが貯まり過ぎて流通が滞る、結果的に流通総量が
伸び悩み、活動参加者も一定規模以上に増えない」ためであると(西部[2006aJp.41)、エ
コマネーの流通構造を読み解いている。
西部忠は、エコマネー型地域通貨が成功するためには、コミュニティの活性化を目的と
する f社会・文化メディアJとしての側面に加えて、地域通貨が有するもう一つの側面で
ある地域経済を活性化するための「経済メディアJとしての側面を併せ持つ「ダブル・ボ
トム・ライン型j の地域通貨であるべきだ、と考える。r(地域通貨は)商庖による物品販
売等の商業取引にも利用できる方が流通量は大きくなり、受領性が高まるので参加者も増
えるJ(西部[2006aJp. 41)が、逆にそれがなければ、エコマネー型地域通貨が成功するの
は難しいと主張する。すなわち、西部忠は、「地域住民間の非市場的取引を媒介する地域通
貨の小循環を、商工業者による市場的取引等を媒介する大循環が包み込む『ダブ、ル・トラ
イアングル型』地域通貨J(西部[2006a]p. 45) とすることで、初めてエコマネー型地域通
貨を円滑に流通させることができるとしている。
( 4 )研究の目的
わが国では、相互扶助活動の再構築による地域コミュニティの活性化、地域再生が求め
られている。
その手段として地域通貨、その中心的存在であるエコマネーが注目されている。
エコマネーは、ボランティア活動や相互扶助活動等非市場経済における互酬的な取引に
より地域コミュニティの再生を促すとして評価され、わが国地域通貨の中心的存在となっ
た。しかし、各地でエコマネーが導入されるなかで、円滑に流通しない、流通総量が伸び
ない、参加者も一定規模以上に増えないという課題が生じた。西部忠の「ダブル・トライ
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アングル論」は、エコマネーを批判・修正する理論として生まれた。
本研究では、わが国の地域通貨理論を代表するエコマネー論と、その批判・修正理論で
あるダ、ブ、ル・トライアングル論という 2つの理論を取り上げ、兵庫県丹波市と大阪府寝屋
川市におけるエコマネーの実証的研究を通して、エコマネーが地域コミュニティの活性化、
地域再生の手段として果たし得る可能性と限界を明らかにすることを目的としている。
2. 研究の方法
わが国において、地域通貨の普及に大きな役割を果たしてきたエコマネーの可能性と限
界を明示することに本研究の目的がある。研究に際し、文献調査、アンケート調査、現場
での仔細な調査の結果を全体として考察し、エコマネーの可能性と限界を明らかにする方
法をとった。
1 )わが国における地域通貨に関する文献を読み解き、地域通貨理論におけるエコマネー
理論の位置付けを明らかにすることを試みた。特に、エコマネーに対する賛否両論に関
する文献を丁寧に読み解いた。
2)エコマネーの提唱者、加藤敏春には多くの著述がある。その大半の文献を精読し、彼
の地域通貨論に対する理解を深める一方、エコマネーに修正を加えることを論じた西部
忠の議論(エコマネーのダブル・トライアングル論)をフォローアップする作業を行つ
た。
3 )関連文献の収集、整理、読解と並行し、わが国における地域通貨の普及実態を明らか
にするために、地域通貨発行団体を対象に、 2度のアンケート調査を実施した。
①第 1回目 (2003年 9"""10月調査):全国の地域通貨発行団体のうち実施中で、所在地
が明らかな 160団体について、地域通貨発行団体の現状や地域通貨に関する意識、取
り組み状況等の把握
②第2回目 (2008年 7"""10月調査):全国の地域通貨発行団体のうち実施中で、所在地
やメールアドレスが明らかな 235団体を対象に、地域通貨発行団体の運営状況、住民
や各団体聞の緊密な関係構築等の把握
4)加藤敏晴が提唱するエコマネーの原型に近いタイプ、及び西部忠が提案する修正型エ
コマネーーーのそれぞれの流通実態を検証するために、兵庫県丹波市のエコマネー「未
杜J(N P 0法人丹波まちづくりプロジェクト)と大阪府寝屋川市のエコマネー「げんきJ
(NPO法人地域通貨ねやがわ)の実態調査を実施した。会員向けアンケート調査や地
域通貨裏面の追跡調査などの定量的調査と、理事長、スタッフ等に対する聴き取りなど
の定性的調査を並行して行った。
5) その他の地域通貨発行団体に対しても、活動状況等に関する聴き取り調査を行うこと
で、活動内容の詳細な把握に努めた。聴き取り調査を行った地域通貨発行団体は表 1-
1のとおりである。ここでは、地域通貨の実施主体に着目して、 NPO法人(草の根市
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民団体を含む)が実施するもの、商工会議所・商工会が実施するもの、地方自治体が実
施するものに区分した。
表 1-1 聴き取り観査実施団体一覧表
実施主体 地域通貨名 発行団体名 所在地 ヒアリング日 備考
ZUKA NPO法人宝塚NPOセンター 兵庫県宝塚市 2001年8月31日
クリン NPO法人くりやまコミュニティネットワーク 北海道栗山町 2003年12月3日 2011年10月31日で終了
ピーナッツ NPO法人千葉まちづくりサポートセンター 千葉県千葉市 2003年12月12日 株式会社みんなのまち
時間預託制度 NPO法人ニッポン・アクティブ・クラブ 大阪府大阪市 2004年1月28日
労力点カード NPO法人ボランアィア労力ネットワーク 大阪府大阪市 2004勾三lJ129日
いっぽ NPO法人友、友 大阪府吹田市 2005年6月27日 2006年6月17日等
NPO法人
きしゅう券 NPO法人和歌山県健康アシスト協会 和歌山県田辺市 2006年9月14日 2008年4月15日
オリオン NPO法人地域通貨オリオン委員会 福岡県北九州市 2006年12月7日 2007年12月8日
ノ^号 NPO法人新聞環境システム研究所 福岡県福岡市 2006年12月7日
ガウ NPO法人NPO北町大家族 東京都練馬区 2007年1月22日
慈 NPO法人あいまち門真スァーション 大阪府門真市 2009年10月21日 2010年3月10日等
フレ NPO法人八尾市活き活き会議 大阪府八尾市 2009年10月21日 2010年3月10日等
ひらり NPO法人ひらかた地域通貨ひらりの会 大阪府枚方市 2010年11月16日 NPO法人あざみ
かもン おの地域通貨研究グループ 兵庫県小野市 2012年3月30日 おの地域通貨「泊もンj
商工会議所・
もー りー 守山商工会議所 滋賀県守山市 2006年8月8日 2008年9月で発行終了
ひなもも 吉井町商工会 福岡県うきは市 2006年12月6日 うきは市商工会商工会
ウォーター 島本町商工会 大阪府島本町 2012年3月27日
いー よネット 愛媛県 愛媛県松山市 2004年1月22日
地方自治体 フプ 大和市 神奈川県大和市 2007年1月23日
てこな 市川市 千葉県市川市 2007年1月23日 エコボ
(注)おの地域通貨研究グループ(おの地域通貨「由もンJ) は草の根市民団体で、法人格を有していな~\
[注記]
1 )総務省「地域力創造に関する有識者会議(第 1回)Jの議論(下記HP参照)に基づき、
三大都市圏(東京圏:東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、大阪圏:大阪府、京都府、
兵庫県、奈良県、名古屋圏:愛知県、岐阜県、三重県)を大都市圏とし、それ以外を
地方圏として区別した。
(http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/chiho/c-sinko/081104_I.html) アクセス
日:2010年4月 9日。
2)無縁社会とは、「無縁死Jr孤独死jに代表されるように、「他人との接点がなく生活し
ている人が急増しているj社会をいう。 NHKテレビの報道 (2010年 1月 31日)に
よれば、「誰にも看取られずに死亡する人は年間 3万 2000人近くに達しているJとさ
れる(橘木[201l]pp.14-15)。なお、無縁社会は、 NHKr無縁社会プロジェクトj
取材班による造語である (NHKr無縁社会プロジェクトj取材班編[2010]pp.I-4)。
3)倉沢進は、「コミュニティ J(Communi ty) という言葉には、「生活上の諸関連の累積体
一一いいかえると住民の日常的な生活欲求が、このなかでほぼ満たされる範囲一ーす
なわち、地域社会という意味と、この生活上の諸関連の上に形成される人びとの合意
にもとづいた共同社会という意味とが含まれている。この二つの側面が相互に関連し
つつ存在することが、コミュニティという概念を実体として支えてきた理由であっ
た」としている(倉沢[1976]p.40)。
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江上渉も、ヒラリー (Hil1eryG. A. Jr)のコミュニティに関する定義の研究(詳細は、
ヒラリー(山口弘光訳) [1978]参照)を踏まえて、コミュニティという概念は、「そ
こに暮らす人々の社会的相互作用という意味での共同性」と社会的相互作用が展開さ
れる「空間的範域という意味での地域性Jを重要な要素として成立してきたものであ
るとしている(江上[2002]p. 144)。コミュニティは「一定の地理的な範域の中で共同
生活を営む人々の集合J(江上[1995]p.116) ということである。
4)厚生労働省HP参照、 (http://www.mhlw.go.jp/shingi/2008/03/s0331-7a.html)アク
セス日:2010年 2月 15日。
5)広井良典は、共助に関して、 rw私(市場H(引用者注:自助)、『公(政府H(引用者
注:公助)とも異なる、いわば『新しいコミュニティ』とも呼びうるような、新たな
『共』の領域が、『新たな公共性の担い手』として、それまで政府が担っていた役割
の一部を代替していく Jことになると指摘している(広井[2009]p.158)。
6)総務省HP参照、 (http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02gyosei09_02000004.
html)アクセス日:2011年 7月 29日。
7)地域力の内容については、本論ll. 1. (1)参照。
8)京都府HP参照、 (http://www.pref.kyoto.jp/chiikiryoku)アクセス日:2010年 2
月 15日。
9 )岩井克人は、r(貨幣は)貨幣として社会的に認められてさえすれば貨幣としての機能
を果たすことになるJ(岩井[1998]p.71)として、価値形態から貨幣の本質を論じてい
る。また、「貨幣が今まで貨幣として使われてきたという事実によって、貨幣が今か
ら無限の未来まで貨幣として使われていくことが期待され、貨幣が今から無限の未来
まで貨幣として使われていくという期待によって、貨幣が実際に今ここで貨幣として
使われる。過去をとりあえずの根拠にして無限の未来へ向けての期待が作られ、その
無限の未来へ向けての期待によって現在なるものが現実として可能になる。すなわち、
無限の未来まで貨幣は貨幣であるという人々の期待を媒介として、今まで貨幣であっ
た貨幣が日々新たに貨幣となるJと断定している(岩井[1998]pp.200-201)。
加藤敏春によれば、貨幣の機能として、①交換手段としての機能、②計算単位として
の機能、③価値保蔵手段としての機能、の 3つをあげることができる。しかし、地域
通貨は、①と②の機能は有しているが、③の機能は有していない(加藤[2001a]pp.73
-75)。また、「国家通貨の場合は(銀行に預けると)利子がつくのに対して、地域通
貨の場合は利子がつかないという大きな差異があるJとしている(加藤[2001a]p.135)。
10)斎藤悦子らによると、アンペイド・ワークとは賃金が支払われない仕事のことであり、
「先進国では、家事労働、育児・介護労働、ボランティア活動、自営の家内労働等J
をいう。貨幣経済ではベイド・ワーク (PaidWork)を重視する価値観が浸透しており、
賃金が支払われるべイド・ワークは男性が、アンベイド・ワークは女性が担うことが多
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いことから、「ジェンダー問題と切り離して考えることができないJとしている(斎
藤他[2004]pp.12卜122)。
11)丸山真人によると、シャドウ・ワークとは、「商品を生産するために必要な賃労働の対
概念としてイヴァン・イリイチ(IvanII ich) により命名された」もので、家事労
働や家庭内の介護が典型例である(丸山[2001]p.201)。
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D.地域の再生と地域通貨の役割
1 .地域の再生
( 1 )地域コミュニティの状況
わが国において、コミュニティの原型とされる村落社会(=村)の主要産業は農業であ
る。人々は、「代々同じ村に住み、『家』を単位として家産を基礎にした農業を営み、生活
のほとんどが村の中で完結」するという「職住一致jの生活が営まれた。「農作業は村人同
士の協力関係なしには成立しないし、万が一因ったことが生じたときはもちろんのこと、
日常的にも互いに助け合うのが当たり前Jであった(江上[1995]p.118)。村落社会では、
住民が生産/生活上の諸問題を解決するために知恵、時間、労力、資材等を出し合い、共
同で処理していた(倉沢[1976]p.42)。
しかし、高度経済成長期 (1955'"'-'1973年)に入って工業化の波が全国に押し寄せた。工
業化の推進には多くの労働力を必要とする。これに呼応して地方園から大都市圏への激し
い人口移動が発生するとともに、産業構造も第 1次産業から第2次産業、第3次産業への
転換が進んだ。産業構造の転換に伴い、職場が居住空聞から分離(=職住分離)した(磯
村[1976]p.33)0r人口の大移動Jは、人口の受け入れ先である大都市圏において、急激な
人口流入による過密化で様々な都市問題を引き起こし、人口が流出した地方圏では人口の
大幅減少による過疎化、高齢化が進行した(江上[1995]pp.120-121)。また、大都市圏では、
新住民の急増で新旧住民が混在する「混住地化J(江上[1995]p.121)が進行し、地域住民
間の結び付きが弱体化した。地方圏では、高齢化の進行で、これまで人々の暮らしや生産
活動を支えていた住民間の相互扶助活動が変容し、表退した。「農村だけでなく、地方都市、
大都市圏の下町地区等には、伝統的な日常的接触の多い近隣集団が、社会的連帯の基盤と
して存在してきた。しかし、都市化の波はこれらの地域に及び、新しい来住者はこうした
社会的連帯の輪からは、全く無縁の立場に置かれる場合が極めて多くなったJ(倉沢[1976]
p.48) という指摘もある。大都市圏、地方圏ともに、これまで地域コミュニティが維持し
てきた「地域の課題・問題への対処能力j が減退する事態に陥ったのである(江上[2002]
p. 148)。
国はこのような状況に鑑み、国民生活審議会調査部会において「コミュニティ問題小委
員会」を立ち上げた。「かつての農村社会に普遍的に存在していた生産構造及び生活構造を
軸とする村落共同体や都市の内部に存続してきた伝統的隣保組織は、新しい生活の場に対
して適合性を欠くことが漸次明らかとなってきたJ(国民生活審議会調査部会[l969]p.l)
との問題意識の基に、コミュニティに関する審議を行った。そして、コミュニティは「生
活の場において、市民としての自主性と責任を自覚した個人及び家庭を構成主体として、
地域性と各種の共通目標を持った、開放的でしかも構成員相互に信頼感のある集団Jをい
うと定義された(国民生活審議会調査部会[1969]p.2)。
この定義に関して、コミュニティを「場所J的概念よりも、「集団J的概念で捉えている
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点に特徴があるとする見解がある(内閣府経済社会総合研究所[2005]p.8)。対して、江上
渉は、国民生活審議会調査部会の定義には、次のような合意があるとする。 f高度経済成長
下の地域社会は、旧来の伝統的社会が衰退・解体した上に成り立っている。それは、個人
が自由になり伝統的社会の煩わしさから解放されたということでもある。しかし、反面と
して個人は砂粒のようにばらばらになり連帯感を失って孤立した。したがって、これから
求められる地域社会は、個人と家庭の自立を前提とした上で、開放的で自立的な個人が相
互に信頼しあえるようなものにしておく必要がある。この目標とすべき地域社会をコミュ
ニティと呼ぼうJということなのであった。このコミュニティ概念は、「実体を示すもので
はなく、あるべき姿を示すものであって、その意味で期待概念、社会目標としてのコミュ
ニテイJであり、「ここから新たにコミュニティをつくるというコミュニティ形成が課題と
されるようになった」と評している(江上[2002]pp.148-149)。
国民生活審議会調査部会の報告書発行後、自治省(現総務省)が「コミュニティ(近隣
社会)に関する対策要綱J(事務次官通達、 1971年)に基づいて「モデル・コミュニティ
事業l)Jを開始し、 3年間で全国 83ヵ所が指定された(江上[2002]p.149)。
わが国では、高度経済成長が始まった 1955年から第 1次石油ショックの 1973年までの
高度経済成長期に発生した「人口の大移動jに伴う社会不安の増大により、「コミュニティ・
ブームJともいうべき現象が現れた(江上[2002]p.145)。しかし、高度経済成長期が終鷲
を迎えるとともに、コミュニティ・ブームは沈静化した。その後、 1985年9月の「プラザ
合意jから始まった、資産価格の急激な上昇による非常な好景気uバブル経済Jと称され
た)が 1991年に崩壊し、社会不安が高じるに伴い、再びコミュニティが注目されるように
なり、現在までその傾向は続いている 2)。
パプ、ル経済の崩壊後、国/地方自治体の税収は大きく落ち込み、財政は厳しい状況に追
い込まれている。地方自治体の窮状に対し、総務省は、「地方自治体財政の強化J等を目指
して 1999年4月から 2010年 3月にかけて「平成の合併」を推進したが、その成果として
財政が改善したという報告は少ない。景気の後退が長期化し、税収が落ち込む時代に、従
前と同一レベルの行政サーピス(公助)を提供・維持することは難しい((財)日本地域開
発センター[2009])。
高齢化率(総人口に占める老年人口の割合)は、地方圏、大都市圏を問わず年を追うご
とに増加する傾向にある。国立社会保障・人口問題研究所の『日本の将来推計人口(平成
18年 12月推計uの「中位推計Jによると 2013年には 25.2%になると予測されている。
国民の4人に 1人が 65歳以上という状況に陥る 3)。
近年になって「孤独死Jr無縁死」が相当数に上るようになり、「無縁社会Jがクローズ
アップされている。この状況に対し、「従来のインフォーマルなセーフテイネットワークの
役割を果たしていた多種多様なつながりや紳が失われ、高齢者の放置・遺棄が広範囲に見
られるようになった。その原因として、家族の崩壊とともに地域社会の解体があるj との
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指摘が多くの論者からみられる(吉原[2011]p.2)。
このような社会的背景、地域コミュニティの変容を踏まえて、国/地方自治体は、地域
社会における相互扶助活動の再構築や地域力の育成・強化を政策課題として掲げるように
なった。
厚生労働省は、「地域社会で支援を求めている者に住民が気づき、住民相互で支援活動を
行う等の地域住民のつながりを再構築し、支え合う体制を実現するための方策Jを検討す
るために 2007年 10月に研究会を設けた。 2008年3月 31日に、『これからの地域福祉のあ
り方に関する研究会報告書』を発表した。同報告書は、「地域における全ての生活課題に対
し、公的な福祉サービス(公助)だけで対応することができなくなってきているj という
現状認識を踏まえて、「基本的な福祉ニーズは公的な福祉サービスで対応する、という原則
を踏まえつつ、地域における多様な生活ニーズへの的確な対応を図る上で、成熟した社会
における自立した個人が主体的に関わり、支え合う、地域における『新たな支え合い~ (共
助)の領域を拡大、強化することが求められている』として、共助の必要性、重要性を強
調している(厚生労働省[2008]p.8)。
総務省は、「地域を取り巻く環境の変化を踏まえ、地方自治体・住民・企業等の協働によ
り、地域力を高めていく」ための施策を検討するために、「地域力創造に関する有識者会議J
を2008年 11月4日に設置した。 2010年8月6日に、『地域力創造に関する有識者会議最
終取りまとめ』を発表した。「地域力Jは、①地域資源、②人的要素(リーダー力、住民力、
公務員力等)、③社会的要素(つながり力、教育力、伝統力等)、④経済的要素(一次産業、
二次産業、三次産業等)、⑤自然的要素(自然・環境・景観等)からなり、地域力を高める
には、(個々の人材力のほか、相互交流やネットワークを含めた)人材力の強化と「地域資
源の活用J(発掘、再生、保全、充実)が必要であるとしている(総務省[2010]pp.3-10)。
地方自治体でも、地域力再生を目指して種々の取り組みがみられるようになった。
京都府は、「人と人との信頼や紳を強め、地域づくりを担う府民、 NPO、企業、大学等
多様な主体が協働し、地域の課題解決や魅力アップを図る力=w地域力』を再生し、住民
自治の新しいモデルを創るJことを目指して、「地域力再生プロジェクトJを2007年度か
ら実施している。
北海道知事政策部は、学識経験者を交えて実施した r2005年度アカデミー政策研究Jに
おいて、地域コミュニティ内で助け合いを促進して地域力を高める手段として地域通貨の
導入を提案した。ここで「地域力」とは、「地域における信頼関係や互酬性の規範を持つ多
様な住民や組織のネットワークが、地域の公共性、社会的課題に気づき、各主体が自律的
に、若しくは協働しながら地域課題を解決したり、地域の価値を創出したりする力Jと述
べている(北海道知事政策部[2006]p.12)。地域力は、ロパート・ D ・パットナム (Robert
D. Putnam)により一躍有名となった「コミュニティの共有資源」ともいうべき「ソーシ
ヤル・キャピタル」とほぼ同義で使われている。ソーシヤノレ・キャピタルは、「コミュニテ
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ィのメンバー聞の日常的な活動によってさまざまな結び付きが形成され、相互信頼と自発
的な協力関係が生まれやすくなる」もので、「社会ネットワーク活動Jr相互信頼Jr互酬性
の規範Jの3つをその特徴としている(今村他[2010Jpp.116-119)。
( 2 )地域コミュニティの再生
地域コミュニティの再生を語る概念として、「コミュニティ・ソリューションJと「ソー
シャル・キャピタルj について整理する。
1 )コミュニティ・ソリューション
アメリカの経済学者であるケネス・ J・アロー (kenneth J. Arrow)は、資本主義的な
民主国家が集団的な社会的選択を行う方法に、 3つあると述べている。一つは「政治的決
定jをするために用いられる「投票」、もう一つは「経済的決定」をするために用いられる
「市場機構Jである。比較的小さな社会単位では、(近代世界ではますます稀になりつつあ
るが)r伝統的規則jや「慣習」により行われることもあるとしている(アロー[1977Jpp. 3-4)。
金子郁容は、アローの 3つの方法について、第 1の方法を「権限と強制力を持つ第三者
が統制するJことに着目して「ヒエラルキー・ソリューションJと名付け、第2の方法を
「問題を経済的に解決しようとするJことから「マーケット・ソリューション」としてい
る(金子[2002Jp.148)。第3の方法は、「イマジナリーな情報の共有と共同利用によって形
作られてきたボランタリー・コモンズ(共有地)を基盤とする問題解決方法」と捉え、「コ
ミュニティ・ソリューションJ(Community Solution) と呼んでいる(金子[2002Jp. 24)。
ボランタリー・コモンズ(共有地)とは、「自発性、相互性、関係性、相互編集性」を基
本として、下記に示す a"""dが繰り返される「場Jをいう(金子[2002Jp.37)。
a .人々が自発的に集まって、情報、技術等を持ち寄る。
b.共有された情報が編集されてコミュニティに変化をもたらし、新しい関係や意味が
現れる。
c .持ち寄った情報や変化の経験が蓄積される(共有資源となる)。
d. 具体的な成果があがり、構成員各員がその成果を持ち帰る。
しかし、ボランタリー・コモンズ(共有地)については、「共有地の悲劇Jとして取り上
げられることが多い。共有地の悲劇は「フリーライダー問題」としても知られている。フ
リ}ライダーとは、「皆が協力するのをいいことに、自分だけ協力せずに、共有地の恩恵を
受けようとする」者をいい、共有地の悲劇とは、このようなフリーライダーの出現を防ぐ
ことができないコミュニティにおいて、「皆が協力しでもぱかをみると感じて、誰もが協力
的行動をとれなくなる」社会状況を指す。フリーライダーを出さないようにすることは、
「権限や市場メカニズムによらずに、利害調整し違反者を出さないためのメカニズム」を
コミュニティがどう持てばよいかという「コミュニティ・ガパナンスJの問題でもある。
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その際、「権限と強制力にではなく、相互性と関係性に依存したコミュニティ・ガパナンス
を信奉するJのが、「コミュニティ・ソリューションJである(金子[2002]pp.152-153)。
政治学や社会学によると、フリーライダーが出にくい共有地には、メンバー聞の相互信
頼が高い、コミュニティとしてのサンクション(社会規範)が機能している、という特徴
がみられる(金子[2002]p.153)。コミュニティでの「喜び、感動、盛り上がり」等の経験
が、コミュニティにおいてフリーライダーを現れにくくし、協力関係が一層緊密になると
いった機能を働かせる。「関係性の成功パターンについての共通体験が、コミュニティの豊
かな関係という共同資産Jをもたらすことになるのである(金子[2002]p.155)。
コミュニティ・ソリューションが形成されている一例として、 1972年に指揮者のいない
楽団として創設されたアメリカの「オルフェウス室内管弦楽団J(Orpheus Chamber Orch-
estra) をあげることができる。オルフェウスでは、「メンバー聞の密接な情報共有とアク
ティブなインタラクション(相互作用)により『情報と関係性の共有地~ (コモンズ)を作
り、お互いをアーティスティックに相互編集することで解決」しようとしており、ボラン
タリー・コモンズ(共有地)がうまく機能している(金子[2002]p.15)。
コミュニティ・ソリューションは、医療、保育、教育、相談等「人の傷つきやすい部分
に直接かかわるもので、対面での提供が中心となるサービス分野Jである「ヒューマンサ
ービス」において強みを発揮する。ヒューマンサ}ピスが効果的に提供されるためには、
「提供者と利用者の聞に自発的なやり取りがあり、相互的な信頼関係が成立している」こ
とが重要である。ややもすれば一方通行的になりがちな「行政や企業によるサーピス提供J
よりも、「サービス提供者と利用者がコミュニティを形成する形でJサービスが提供される
ことが必要と考えられる。ただし、ヒューマンサービスは、「情報の非対称性」が強く、「不
可逆性も強いJ分野であるので、政府の関与や規制は一定必要である(金子[2002]pp.246-
248)。
2) ソーシヤノレ・キャピタノレ
地域コミュニティにおいては、共有地の悲劇により住民の協力を得ることが難しいとい
う状況が多く見受けられる。構成員による自発的協力が得られるかどうかは、地域コミュ
ニティにおいて「ソーシャル・キャピタル」の存在の豊かさに関係してくる。「相互協力を
もたらすサンクションが存在し、様々な社会的活動に関する市民ネットワークが盛んであ
ると、社会の成員が『ただ乗り』をすることの動機を低め、不確実性を減少させ、将来の
協力のためのモデルを提供することになるので、社会的信頼感や協力的態度が促進されるJ
ことになる。信頼は、「人々の個人的態度によるものであるとともに、社会システムによっ
て創出されるJことから、各人は「社会的規範や社会的ネットワークj の存在によって、
他の構成員を信頼するようになる(金子[2002]pp.156-157)。
ソーシャル・キャピタルという概念を初めて使用したのは、アメリカの教育学者である
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L • J・ハニファン (L. J. Hanifan) とされている。ハニファンは、 1916年に「学校
を成功に導くためにコミュニティの関与が重要であるJことを強調する際に、「善意、仲間
意識、相互の共感、社会的交流等Jを要素とするソーシャル・キャピタルの概念を用いた。
その後、アメリカの社会学者ジェームズ・ S・コールマン(JamesS. Coleman)が、ソー
シャル・キャピタルを「個人に協調行動を起こさせる社会の構造や制度Jとし、合理的と
考えられる個人が他人との協調行動をとるメカニズムを「信頼・互酬性の規範、社会的ネ
ットワークJと考えた。コールマンの研究は、ロパート・ D ・パットナムの研究に大きな
影響を与えた(内閣府国民生活局[2003]pp.4-6)。
パットナムは、 1970年の地方制度改革で誕生したイタリアの 20の州政府(うち 5つの
「特別」州は 1970年以前に自治制導入)について、「民主的な政府がうまくいったり、ま
た逆に失敗するのはなぜかJとの問題意識の基に、 20年間にわたって州政府の「制度パフ
ォーマンスj を比較研究した(パットナム[2001]pp.3-19)。その結果、イタリア南部の州
では制度パフォーマンスが低く、イタリア北部の州では制度パフォーマンスが高いことが
明らかにされた。南部では、「垂直的なネットワークに支配され、社会的信頼が低く、規則
や無力感、疎外感に覆われており、制度の効率が悪く、腐敗も横行しているJのに対し、
北部では、「水平的ネットワークが広がり、社会的信頼が高く、連帯・参加・統合の価値観
が根付き、結社への参加も高いJ。パットナムは、イタリア南北の州政府の制度パフォーマ
ンスの違いをソーシャル・キャピタル概念により説明したのである。ソーシヤノレ・キャピ
タルを「人々の協調行動を活発にすることによって社会の効率性を改善できる、信頼、規
範、ネットワークといった社会組織の特徴Jと定義している(内閣府国民生活局[2003]p.7)。
これに対して、ソーシヤル・キャピタルの研究に際し、日本と西欧の国民性の違いに着
目する必要があるとする論者が現れた。
今村晴彦らは、これまでのソーシャル・キャピタノレ研究は、個々人の「強い自発性や明
らかな能動性を前提とするj 西欧的な考え方が基礎になっているが、隣近所の「おつきあ
いJや「お互いさまJrお世話になったから」といった気持ちを重視する「日本の地域コミ
ュニティには必ずしもしっくりいかないものだJと批判している。日本社会の伝統ともい
える「強い主張をしないJr引っ込み思案のJr遠慮がちな」地域活動にも評価すべきこと
がたくさんあると主張したのである。そして、日本におけるソーシャル・キャピタルの現
れ方を「遠慮がちなソーシヤル・キャピタルJと名付け、ソーシャル・キャピタルは、「良
いコミュニテイJを作るのに重要な役割を担うことができると評価した(今村他[2010]pp.
8-9)。また、日本各地に存在する「良い地域コミュニティでは社会ネットワーク活動が盛
んJであり、その結果として、構成員聞に「相互信頼Jが生まれ、互いに支え合おうとす
る行動パターンである「規範意識Jが見られると分析している(今村他[2010]p.150)。
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( 3 )地域コミュニティの再生に寄与する地域通貨
厳しい状況下にある地域コミュニティにおいて、ソーシャル・キャピタルを高めること
が良い地域コミュニティの形成につながり、地域コミュニティの再生や地域力の強化が期
待できる。その手段として、地域通貨に対する期待が高まっている。地域通貨は、「人々が
自分たちの手で作る、一定の地域でしか流通しない、利子のつかないお金Jをいい、地域
通貨を使用する人々の聞に、「閉じ『地域』の中で相互に支え合う信頼と協同の関係を築き、
そうした関係に基づいた友好的で対等なコミュニケーションを可能にするJことができる。
市場で取引されていないボランティアサービスや相互扶助活動も媒介することができるの
で、介護や福祉等のボランティア活動に活用でき、その促進に役立てることができる(西
部[2002]pp.17-18)。
また、地域通貨は、個々人が有している潜在的能力を顕在化し、相互利用することで、
「地域やコミュニティを経済、社会、文化等いろいろな面で活性化させ、新たな地域コミ
ュニティを築くための『メディア~ (媒体)となりうるJ(西部[2002]pp.21-22)or人と人
をつなぎ、信頼と感謝をメッセージとして伝え、価値や関心を分かち合うためのコミュニ
ティ形成ツール」である(西部[2002]p.18)。地域通貨を導入すれば、会員間で種々の取引
を行うなかで様々な結び付きが形成され、相互信頼と自発的な協力関係が生まれ、ソーシ
ヤル・キャピタルの形成が期待される。
2. わが国における地域通貨研究
( 1 )水島照子の「労力交換」
わが国で行われている地域通貨は、 1983年にカナダで始まったLETSやタイムダラー
(1985年)等世界の主要な地域通貨 4)を参考に始まったものが多い。わが国で、 LETS
の導入以前に独自の地域通貨として実施され、現在も継続実施しているものがある。 1973
年9月に、水島照子が 80人の仲間とともに結成した「ボランティア労力銀行J(現NPO
法人ボランティア労力ネットワーク)が行う時間を単位とした会員聞の助け合い活動「労
力交換Jを媒介する「労力点カードJ(Lカード)である 5)。
労力交換は、主宰者の水島照子が第2次大戦後に近所の人たちと協力してやってきたこ
とを基に、 1950年 3月に行われた大阪市教育委員会等共催「婦人の考えた新生活創造展J
において発表した「労力銀行Jの構想により、「お互いに持ち合っている『時間』を上手に
使い、助け合いましょうJ(水島[1984]p.24)として、各人の余裕時間を融通しあうという
ものである。水島照子は、「女性のライフサイクルは、忙しいときと暇なときの差が激しいj
ことから、 r(ライフサイクルの)差を世代の違う者が協力し助け合って、育児の最中でも、
寝たきり老人の介護のときでも、 1週間に 1日は休めるように、自分の手で計画を立てる
ことは、真の自立につながり、精神衛生の面からも安定した心境になり、健康に大いに役
立つJとの思いから労力交換を企図した(水島[1983]p.181)。具体的には、「家事労働から、
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育児、老人の介護、病人の看病等の仕事を中心に、留守中のベットの預かりや、植木の水
やり等、商業ベースに乗らない仕事も組み入れるとともに、着付け、ペーパーフラワー、
洋裁、和裁等の教え合い等も含まれるJ(水島[1992]pp.250-251)。労力交換は、労力を受
けた者が、基本的に r1時間につき 1点」として「労力点カードJ(Lカード)を労力の提
供者に手渡すことにより取引が成立する 6)。有効期限はなく、長期保有も可能である。大
阪府内を中心としながらも、ほぽ全国的な取り組みとなっている。
ボランティア労力銀行は、会員聞の労力交換にとどまらず、ボランティア精神を養うた
めに、老人ホームや児童施設、障がい者施設等での月 2時間以上の(無償)ボランティア
活動を行うことを求めている(水島[1983Jp.191)。この(無償)ボランティア活動は、手
弁当で、交通費も自分持ちである。水島照子は、「月に 2時間、他人のために尽くすという
ことは、人と人との交流を深め、思いやりの心を育てると同時に、自分自身の精神状態を
正常に保つのに役立つJ(水島[1992Jp.261)と(無償)ボランティア活動を重視している。
ボランティア労力銀行による労力交換の取り組みがマスコミ等を通して各方面で認知さ
れるにしたがい、労力交換を模倣する動きがみられるようになった。しかし、ボランティ
ア労力銀行とは異なり、「有償サービス」での取り組みであった。有償サービスは、サービ
スを利用する人が家族や親戚でもない人から無償でサービスを受けることには心理的抵抗
が大きい、感謝の気持ちを謝礼という形で表したいとして行われるようになった 1)0 1981 
年に「暮らしのお手伝い協会 8)J (1996年3月解散)が東京都において有償サービスを始
めた。 1982年には、 f神戸ライフ・ケアー協会J(現NPO法人神戸ライフ・ケアー協会)
が有償サーピスを実施した。「香川県老人福祉問題研究会J(現NPO法人日本ケアシステ
ム協会)も、 1982年からボランティア労力銀行と同様の無償の助け合い活動を展開してい
たが、 1985年以降、有償性の「タイムストックJ(時間貯蓄)制度(1時間=1点)を採
用するようになった(奈良[2000Jp. 117)。
東京都世田谷区では、 1983年に社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会を実施母体として
有償性の「在宅老人ふれあいサービス事業」が行われた。その後、世田谷区の外郭団体で
ある「世田谷ふれあい公社Jに事業が移管され 9)、1988年から「ふれあい切符」として実
施された(田中[1996Jpp.l03-104)。
いずれもボランティア活動した時間を貯金し、将来必要となったときに引き出して使え
るようにしたものである。「ボランティアとしての『働き』を『通貨』として機能させよう
という試みであるJ(金子[1992Jp.159)。
有償性の「ふれあい切符」は、各市区町村の社会福祉協議会やNPO法人等を中心に広
がってきた。 1989年 11月の 63団体から、 1998年 11月には 314団体に急増した(奈良
[2000Jp.117)。その後、 400団体まで増加したが、 2000年4月 1日に介護保険制度が開始
されて時間預託に対するインセンティプが減退すると、時間預託を実施する団体数に頭打
ち傾向がみられるようになった(堀田 [2006Jp.63)。
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( 2 )玉野井芳郎の「地域主義」
わが国では、明治以後、先進国にキャッチ・アップするために、世界に例をみないほど
中央政府主導のもとに近代的工業化が推し進められた。第二次大戦後も、焦土化した国土
からの立ち直りを目指し、中央が主体的に活動し、地方はそれに従属するという傾向が続
いた(清成[1978]p.52)。
1955年から始まった高度経済成長期でも、先進国に「追いつき追い越せ」と世界第2の
経済大国への道を歩むなかで、 1960年代以降、「市場経済の中で容易に解決できない問題J
が表出してきた。最たる例は環境問題である。市場で完結すると思われた近代社会という
概念を、もっと相対的にとらえ直す必要が出てきた。これに対応して、国家という概念も
相対的にとらえ直す必要が生じてきた(玉野井 [1977Jp. 55)。
地域というとらえ方も、「国の中央とか、社会の中の文明が進んだ場所といわれている都
会から見える地域ではなく、地方的地域をそれ自体としてとらえていく新たな地域の概念j
が出てくる。「さまざまな地域や地方のそれ自体としての意味を考えていく Jことを意味す
る(玉野井[1977]pp.58-59)。
地域をこのようにとらえると、「一定の国の枠を越えた共通の地域空間というものの存
在」に気づく。現に、ヨーロッパには、国を越えて、「言語や食べ物が伝統的に共通な地域
空間」の存在が認められる(玉野井[1977]p.59)。
玉野井芳郎が 1973年から主張している「地域主義J(regionalism)での地域 (region)
とは、その地域に「アイデンティティ (identity) を認めるj というものである。その地
域が「一体化できるほどの自然と環境と文化jを保有し、「地域がそれ自身として自立的に
なっていくこと」を意味する(玉野井[1977]p.59)。換言すれば、地域主義とは、「一定地
域の住民が、その地域の風土的個性を背景に、その地域の共同体に対して一体感を持ち、
地域の行政的・経済的自立性と文化的独立性とを追求すること」をいう 10) (玉野井[1977]
p.7)。したがって地域主義では、「何よりもまず地域の自主性を高め、ひいてはその自立性
を高めることを目ざすJ(玉野井[1978]p.5)。地域経済論的には、「内発的発展 11)J指向で
ある。
地域主義は、地域の所得が低いという貧しさのために、企業や産業の誘致、道路・交通
網の充実を志向する「外来型開発」とは相容れない。豪雪地帯の過疎地域において、国道
や県道が整備され、コミュニティ・センターが設置されるなど、地域の基盤整備が一定の
成果を収めることができても、冬期の出稼ぎや日雇いといった不安定兼業が増加し、地域
住民間では「地域共同体としての連帯感Jが薄れ、農耕に対する意欲も減退する例が多く
みられた(玉野井[1978]pp.8-9)。
玉野井芳郎は、「ヨーロッパの文献をみると、経済学を始めとする社会科学の分野で『地
域主義』という言葉がかなり早くから自明の用語Jとして用いられ、「学術用語であるより
も前に、日常の実感的表現として、中世以来の長い生活の伝統の中で民衆によって十分に
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親しまれてきた言葉Jであったと述べている。わが国では、地域主義が住民の生活に根付
いておらず、明治以降の近代化の過程において、ヨーロッパと違って地域を切り捨て、地
域から分離することによって近代化が成り立ってきたことを示しているのではないかと指
摘している(玉野井[1977]p.i )。玉野井芳郎や増田四郎らは、地域主義による地域自立の
可能性を学際的な規模で多角的に自由に討論する場である「地域主義研究集談会Jを設立
し、 1976年 10月 25日に第 1回目の会合を開催した。その後も、各地で定期的に会合を行
った。地域主義という言葉は、新聞等において多く掲載され、学問的な用語としての地歩
も築くことになった(玉野井[1977]pp.i-益)。
( 3 )丸山真人の地域通貨論
地域主義を主張した玉野井芳郎の弟子である丸山真人も、地域主義研究集談会に参加し
ていた一人である。地域主義研究集談会設立の発起人であり、中心メンバーでもあった玉
野井芳郎や増田四郎らの間で議論されていたテーマの一つが「地域内通貨の創造Jであっ
た。丸山真人にとって、地域通貨との最初の出会いの場となった。
玉野井芳郎らは、「多様な地域社会が互いに共存を図りながら経済的に自立していくため
には、圏内市場や世界市場に全てを任せてしまうのではなく、地域の資源を有効に活用し
て、そこから生み出される地域の富を、最初に地域社会の中で適切に分配する仕組みが必
要であるJと考えた。地域共同体が機能している社会では、「地域内部の市場と、地域の聞
を結ぶ外部市場とが制度的に分離しているjからである。内部市場は、「地域の資源を地域
社会で分配するための制度」で、外部市場は、「地域の富の剰余と引き換えに、地域の中で
は生産することのできないものを調達するための制度Jである(丸山[2001b]pp.8-9)。
このような状況では、通貨も内部市場用と外部市場用に区分されるべきである。内部市
場において地域通貨を利用すれば、「既存の市場では、価格が高くなりすぎて流通させるこ
とができない地域資源や、市場で供給されることのないモノ・サービスを、地域社会の中
で流通させることが可能になるのではないか。地域の人々が必要とするものに、自分たち
で納得のいく価値をつけることが可能になるのではないか。地域資源だけで自給自足する
ことはおよそ不可能だが、地域資源を活かすことで、既存の市場から相対的に自立してい
くことは十分に考えられるのではないか」と考え、地域通貨に対する期待を高揚させた(丸
山[2001b]pp.9-10)。
その後、丸山真人は、カナダに留学した 1986年にLETSと出会った。 LETSは、 1983
年にマイケル・リントン (MichaelLinton)がカナダのパンクーパー島、コモックス峡谷
地方において始めた地域通貨である 12)。丸山真人は、『経済セミナー~ (1986年 11月号)
において、 LETSを「既存の国民経済の枠組みに変更を加えることなしに、これと並ぶ
もうひとつの地域経済システムを内発的に作っていこうとする試みJ(丸山[1986]p.78)で
あると高く評価した。海外で実施されていた地域通貨をわが国に初めて紹介した論文とな
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った 13)。
丸山真人は、 LETSについて引き続き次のように論述した。一般に、地域経済の活性
化を志向する際に課題となるのが、生産の 3要素、土地、労働(労働力)、資本(資金)で
ある。「土地と労働力については、その地域レベルでの利用に際し、どの開発プロジェクト
でもたいてい何らかの青写真を持っている。しかし、資金の場合はそう簡単にはいかないj
ことが多い。 LETSは、「自分たちの住む土地で自分たちが働けば、モノができ、サーピ
スを提供できる。そうだとすれば、まず自分たちがこの思恵を受ければよい。失業者は働
く能力があるのに機会がない、生活を維持しなければならないのに資金がない、というけ
れど、それなら他人から機会が与えられるのを待つかわりに自分たちで作り出せばよい。
ついでに自前の通貨も作ればよいJという考えを実行に移したものであり、内発的発展を
志向したものであると評価したのである(丸山[1986]p.78)。
世界において、地域通貨の導入数は 5000ヵ所を超えた(西部[2006a]p.41)。それらの地
域通貨に最も大きな影響を与えたのがLETSである。 LETSが基本的特性としている
のは、 fLE T S利用の心理的効果によってもたらされる人間同士の信頼の回復とコミュニ
ティの再生Jである。イギリスに始まり、アメリカ、オーストラリア等で反響を呼び、相
次いで導入されるようになった(泉・あべ[2000b]pp.70ー71)。
丸山真人は、 1990年にも明治学院大学の紀要『明治学院論叢.国際学研究』においてL
ETSを紹介したが、この論文に触発された「生活クラブ生協・神奈川」が、 1991年2月
から 5月にかけて、組合員のうち 175人の参加を得て「神奈川パーターネット」の名称で
導入実験を行った 14)。神奈川パーターネットは、「生協組合員をメンバーとして、班活動
のように生協活動に伴う様々な仕事を『パーターチケット 15)~を媒介にして肩代わりする
ことから始めて、車の送迎や子守等の相互扶助的な活動や、個人的技能の交換にまでLE
TSを広げていくことを意図していたJ。同生協は、 1991年 10月に、生活クラブ生協の班
活動とパーターネットの関係を『神奈川パーターネット準備会最終報告』としてまとめて
いる。 175人の参加者のうち、実際に取引を行ったのは 74人。一人当たりの取引数は3件、
1件当たりの実労働時間は 40分弱であった。参加者への意識調査では、「働いていても班
内労働に参加できる手段になった」という好意的な評価がある一方、「これまでお互いさま
でやっていたのに水臭いJfお金みたいでいや」といった評価も多かった(丸山[1995]pp.
245-248)。
丸山真人は、地域通貨は「地域に生活する人びとの聞の経済循環を活発にし、それによ
って地域経済の相対的自立を促進するための手段を提供するJもので、「地域と地域の問、
地域社会と地域社会を結ぶ新しいネットワークの形成にも強みを発揮する」機能を持って
いると論じている。「現在ある貨幣制度を否定するものではなく、それと並行した地域の共
有財産としての地域通貨の創造によって、地域内資金循環の基礎が築かれ、地域経済に相
対的な自立の方向が与えられることを示すものであり、このような地域活性化の道の選択
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は、究極的には非循環型で開発依存型の市場経済を内側からめくり返し、循環型経済を再
生しつつ内発的発展を可能にすると思われるJと高く評価している(丸山[1995]pp.248-
250)。
( 4 )加藤敏春の「エコマネー論」
1 )エコマネー
加藤敏春は、福祉分野への民間事業者の参入が相次ぎ、このままでは市場経済の浸透で
福祉分野における rw共~=ボランティア経済Jが大きな影響を被ることになると危倶した。
福祉分野においてボランティア経済の自立化を図るには、交換手段となりうる独自の通貨
が必要であると考えた(加藤[2001a]p.70)。わが国では、「高齢者介護サービス 16)Jを中
心としたボランティア経済で利用されている地域通貨に「時間預託J(ふれあい切符)があ
る。しかし、この取り組みは、数十年後においてもそのサービスを提供できるのかという、
いわゆる「保証jの問題がある(加藤[2001a]p.110)。また、ある時点でボランティアサー
ビスを提供すれば、後で同等のサービスが本人(両親その他一定の者を含む)に戻ってく
るという、ある種の「請求権Jが(長年にわたって)存在するという考え方に基づいてお
り、「真の意味で『共』を創造するJ通貨とはいえないと批判した(加藤[2001a]p. 80)。
加藤敏春は、 fボランティア経済の固有の関係は、メンバー相互間の『互酬~ (他者が困
ったときに助け、自分が困ったら助けられるという関係)による『信頼』関係であるJ(加
藤[2001a]p.155)とし、「環境、福祉、コミュニティ、教育、文化等の分野における様々な
ボランティアサービスやコミュニティサービスを対象に、ボランティア経済における新し
い通貨を生活者の視点から構築」しようと、 1997年 2月に「エコマネーJを提唱した(加
藤[2001a]p.l0)。一言すると、エコマネーとは「環境、福祉、コミュニティ、教育、文化
等、今の通貨で表しにくい価値を、コミュニティのメンバー相互の交換により多様な形で
伝える手段」であり、次のような特徴を有している(加藤 [2001b]p.29)。
a. 住民主体で組織される NPO (民間非営利組織)が運営する。
b. NPOのメンバー自身が発行する。
c.メンバーのサービスメニュー表(rできるサーピスJrしてほしいサービスJ)を参考
にして、メンバ一間でサービスを交換する。
d. エコマネーはボ、ランティア活動のみに限定されず、コミュニティ活動に関係する全
てが対象になる。
e .エコマネーは貯めても利子がつかない。
f.エコマネーを使って、商1苫でそノ・サービスを購入できない。
g. エコマネーは、国家通貨と交換(換金)できない。
h. エコマネーは一定期間(3ヶ月、 6ヶ月、 1年)経過すると振り出しに戻る(有効
期間がある)。
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加藤敏春は、有効期限を設けることで、ボランティアサーピスやコミュニティサービス
の提供に対し、ある種の「請求権Jが(長年にわたって)残ることを防止した。
エコマネーの仕組み(基本図)は図11-1に示すとおりである。エコマネー運営団体 (N
P 0)は、地域住民を中心に構成された団体で、町内会や自治会、地方自治体等の支援を
受けて設立される。運営団体は、参加希望者からサーピスの提供(できるサービス)と受
領(してほしいサービス)を聴取して集計し、会報やHP上でサービスメニュー表を表示
する。個々のメンバーは、このサービスメニュー表を基に連絡を取り合い(相対で)、取引
を開始する。その際の取引価格は、当事者により決定される。サービスを提供したメンバ
ーにプラスの残高が、サービスを受けたメンバーにはマイナスの残高が、口座形式の場合
には取引の都度口座に記録される。通帳形式の場合は、その都度通帳に記入される。一定
期間ごとに個々のメンバーの残高が集計される。プラスの残高は、どれほど増加しても当
該コミュニティ内でしか使用できず、一方、残高がマイナスの場合も、返済する義務はな
い。エコマネー取引を続けることで残高のバランスを保てばよいとされる。エコマネーの
残高は、一定期間終了ごとに振り出しに戻る。その際に、プラス残高の多いメンバーへの
表彰が行われる 17)。エコマネーの取引促進は、メンバー聞の信頼関係が前提になることは
言うまでもない。互いの信頼関係を高めるために、交流会等の積極的な実施が求められる
(加藤[2001a]pp.23-26)。
運営団体
サービス提供者
図n-1 エコマネーの仕組み(基本国)
(出所)加藤[2001a、p.24]
メンバー加入・
サーピス登録
(受領、提供)
サービス依頼者
エコマネーは、加藤敏春の提唱後も認知されるまでにしばらく時間を要した。 1999年 5
月にNHK-BS放送での「エンデの遺言一根源からお金を問う J放映、 2000年2月の『エ
ンデの遺言「根源からお金を問うこと J~ 出版により、地域通貨に対する人々の関心が大き
く高まった。この状況下で、 2000年2月 1日""'3月 31日に北海道栗山町で「クリンJの
第 1次流通実験がエコマネー第 1号として行われ、その状況がNHK、日本テレピ等で放
映され、読売新聞、朝日新聞、日本経済新聞等でも大きく報道された。その結果、エコマ
ネーの認知度が飛躍的に向上することとなった。兵庫県宝塚市の rZ U K A J (2000年8
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月 10日""10月 10日、第 1次流通実験)、静岡県清水市(現静岡市)の rE G G J(2001 
年2月開始)等エコマネーが各地で実施されるようになり、エコマネーがわが国の地域通
貨において中心的な位置を占めるようになった。
エコマネーを導入する究極の目的は、「社会の構成員聞に『信頼』を構築すること」であ
る。信頼の醸成には fコミュニティ感覚が醸成されるある種の『場』が必要であるJ(加藤
[1998b]p.42)。エコマネーは使われる範囲が地域ごとに設定される。すなわち、エコマネ
ーは地域コミュニティで使用されるのを基本としている。
エコマネーと商庖街等地域商業者との関係では、「クリンJが第2次流通実験で小売庖で
の買物の際に、「レジ袋不要Jr包装不要Jとした顧客に対し「エコポイントj を1ポイン
ト与え、 10ポイント貯まると 1000クリンと交換できる取り組みを行った事例がある。鳥
山駅前通り商庖街振興組合(東京都世田谷区)も、商応街を舞台にした地域貢献活動をポ
イント換算し、商庖衝での買物の際に代金割引を受けることができる事業に取り組んだ 18)。
烏山駅前通り商店街は、商庖街の清掃活動への参加のほか、商品の包装や袋を辞退するた
びにポイントを付与する「コミュニティ・ポイントj制度を「えるもーる LUCK CAR 
DJ として実施し、現在に至っている 19)。
加藤敏春が 1999年 5月に設立した「エコマネー・ネットワークJは、多くの地域でエコ
マネーを導入する際に積極的な役割を果たしたが、 2006年秋に「エコマネーを全国的に推
進する」役割を終えたとして解散した(岡田[2008b]p.254)。
2)エコマネーに対する賛同的見解
① 福田順子
厚生省(現厚生労働省)が 2000年 12月8日に発表した報告書 20)は、「都市化、核家族
化の進展、産業化、国際化の中で人々の『つながり』が弱くなってきたことも否定できな
い」という問題意識を基に、「今日的な『つながり』の再構築を図り、全ての人々を孤独や
孤立、排除や摩擦から援護し、健康で文化的な生活の実現につなげるよう、社会の構成員
として包み支えあう(ソーシヤル・インクルージョン:Social Inclusion)ための社会福
祉を模索する必要があり、地域社会での自発的支援の再構築が求められるJと述べている。
福田順子は、ソーシャル・インクルージョンを「誰もが排除されない、誰もが参加でき
る、誰もが歓迎される、誰もが幸せになるJ社会のことで、「自立共生 (Con-vivial)J と
もいえるという。この社会は、「コミュニティを基盤として成立するJものである。地域通
貨は、「福祉社会の基礎となるコミュニティ活性化の手段Jとしての機能が期待できると評
価している(福田 [2005]p.32)。特に、エコマネーは、「従来の市場経済の尺度では計れな
い価値を、その多様性を評価したうえで流通させるもので、取引においては、サービス提
供者の『思いやり』やサーピス受領者の『感謝の気持ち』を反映できるように個別の取引
ごとに相対で価格を決める」通貨である(加藤編[2001]p.29) 0 r誰もが持てる能力を使う
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ことができ、それらの仕事の中のアンベイド・ワークやシャドウ・ワ}クを正式労働とし
て認定し、その担い手を表舞台に立たせることになるJ(福田 [2005Jp.39)。コミュニティ
を基盤としたソーシャル・インクルージョンの実現性が期待できる、とエコマネーを高く
評価している。
「エコマネーはもとより地域通貨も、経済的な意味合いよりも、人が生かされる、人が
元気になる、人と人の輸ができる、という意味の方が大きい。しかし、結果として、まち
を活性化していることも事実である。まさに、『まちづくりは人づくり』である。だからこ
そ、地域通貨もエコマネーも生きがい創造の場を作り、福祉のまちづくりの起爆剤となり
うるJ(福田 [2005Jp.39) とも述べている。
② 岡田真美子
岡田真美子は、地域において「与えあうJという関係性が生じ、その関係性がネットワ
ークとして機能し始めたときに、初めて「地域がコミュニティになるJと考えている。通
貨により関係を清算する貨幣経済とは異なり、与えあうことで関係を蓄積する「贈与経済J
(Gift Economy) があり、これが「コミュニティ創造の源J(岡田 [2008aJp.25) になると
いう。コミュニティにおける贈与経済のための通貨として、加藤敏春によって提唱された
エコマネーをあげている。エコマネーは「コミュニティの成員が自ら振り出し、コミュニ
ティ内のサービス交換に用いるコミュニティ通貨」である。かつて村落社会を中心に構築
され、機能していた、「講 21)Jや「結い 22)Jと同様に地域ネットワークの再生に寄与する
のではないか、と問題提起している(岡田 [2008aJpp. 25-26)。
岡田真美子自身、 2001年にわが国で初めての取り組みとなる 1T型のエコマネー「千姫」
を行った実績を持っている。 2001年 10月 9日'""12月 9日に第 1次流通実験、 2001年 12
月 10日'""2002年 2月 9日に第2次流通実験を行い、それぞれ 155人、 180人の参加があっ
た。取引の目安は、 30分のサーピスで 1000姫をインターネット上でやり取りするもので
あった。第 1次流通実験では 431件の取引で、 90万 7400姫(上記の目安でみると 453.7 
時間のサービス、 1件当たり1.05時間のサービス)が流通した。インターネットを利用し
たエコマネーであったため、 20'""40代の会員が多く、全体の 8割を占めた 23) (生活復興
県民ネット [2002Jp.114)。
2007年 8月に「第 1団地域SNS全国フォーラム in兵庫 24)Jが神戸市において開催さ
れ、総務省の「地域通貨実証実験事業j に認定された千葉県市川市「てこなjや、島根県
海士町「ハーンJ、大分県別府市「泉都」、沖縄県浦添市「察度」、兵庫県たつの市「とんぼJ
の各事例発表等が行われた。岡田真美子は、「地域通貨活動と地域SNSの聞に親和性があ
ることが確認されJ、両者の連携が期待できるとして、この会合を高く評価した(岡田
[2008bJpp.254-257)。
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3)エコマネーに対する批判的見解
① 後藤和子
エコマネーの積極的な評者に対し、後藤和子は批判的である。加藤敏春が、『エコマネー
ーピッグパンから人間に優しい社会へー』において、「エコマネーの活用により、資金循環
の実現による地域経済の活性化、物質循環の形成による持続可能な社会の構築、過度の信
用創造の抑制、あらゆる資源を対象とした資源の最適配分、地域における『信用』の醸成
などの効果が期待できるJ(加藤[1998a]p. iv) と、エコマネーの効果を高く喧伝したこと
に対し、次のように批判している。エコマネーに対するこのような位置づけや評価は、「あ
くまで加藤敏春の構想や理念であって、ボランティア経済内のみで通用するエコマネーに、
そこまでの大きな効果が期待できるかどうかは、導入そのものがまだ実験の域を出ず、明
らかではないJrエコマネーを使って地元の農作物を買うという自発的な消費行動の変化だ
けで、物質循環や経済循環が回復すると、直ちに言い切れないのではないかJ(後藤[2001]
pp.8-9) と疑問を呈している。
後藤和子は、エコマネーについて、「エコロジカルな経済循環を回復する実験であり、地
域通貨が通用する範囲をボランティア経済としているJ(後藤[2001]p.7) ことから、 LE
TSやタイムダラーに近い考え方を取っていると考えている。このため、「エコマネーの実
験を通じて、地域の潜在的なニーズが明らかになり、サービスの交換を通した住民同士の
交流が生まれるという効果は期待できそうである。エコマネーとは、このような顔の見え
る交流を促進し、地域の潜在的なニーズを掘り起こすものであることは間違いないだろう」
(後藤[2001]p.9)と述べ、エコマネーには、地域コミュニティ内に新たな交流を生み出し、
交流を促進する力があることは認めている。
地域の潜在的なニーズから、コミュニティ・ビジネス 25)が発展するかもしれないが、 fそ
の際の資金として、国家通貨との交換性がないクリンのようなエコマネーだけでは不十分
であろうJとして、エコマネーによるコミュニティ・ビジネスを実施する際の難しさを指
摘する(後藤[2001]p.9)。地域通貨全般に対しても、「地域通貨はコミュニティ・ビジネス
のシーズを育み、ダイナミズムの契機となることはできても、ビジネスとして立ち上げる
際には、国家通貨による資金を必要とする」と指摘し、「地域通貨をコミュニティ支援のツ
ールとして有用なものにしようとすれば、コミュニティ・ビジネスへの低利の融資を含む
国家通貨との連携が必要であろう J(後藤[2001]p.18)と述べ、国家通貨との連携の必要性
を強調している。
② 湖中真哉
エコマネーが地域コミュニティの活性化に寄与する可能性を持っているか否かをめぐる
議論に比して、「なぜ、エコマネーが普及しないのか、会員を増やせないのかJに関する研
究は少ない。湖中真哉の研究はその数少ない 1つである。
23 
湖中真哉は、清水市(現静岡市)の中心商庖街である清水駅前銀座商賠街 (2003年時点
の構成員は 112J古舗 26)) で実施されているエコマネー rEGGJ (エッグ)を取り上げ、
「地域通貨はなぜ使われなし、かJを実証的に分析している。
rEGGJは、商庖街構成員聞のボランティアサービス (30分のボランティアサービス
に対し、 EGGを1枚支払う)を通してコミュニケーションを良くし、商庖街の活性化に
つなげることを目的として 2001年 2月に 21人の参加者(参加組合員)により実施された
(第 1回目)02001年 9月には第2回目が実施された。参加者数(参加組合員数)は 29人
であった。商庄街(延長 450m)が立地する地区には、地縁組織として「真砂町自治会J
があり、その下部組織として「組Jが組織されている。 2001年 9月現在の組別の参加者数
は表11-1に示すとおりである。エコマネー事業を担当する「エコマネー導入検討委員会j
の委員長は 3組に属する(湖中[2005]pp.34-39)。
表n-1地域通貨EGG参加者数の組別割合
2 
主主L..2.主
(出所)湖中白005、p.39]。
(注)1. 2001年9月時点の参加者数(組合員数)である。
2.各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で表示して
いるため、各項目の割合の計と合計は一致しなv¥
第 1回目が行われた 2001年 2月において、「提供可能なサービスJとして 153件が登録
された。その内訳は次のとおりである(湖中[2005]p.39)。
a .商い全般(両替、のし紙の宛名書き等) 44件
b.生活全般(モーニングコール、ビデオの貸し出し等)39件
c .趣味全般(編み物指導、生け花等) 32件
d.その他(送迎、ワープロ文書代筆等) 38件
rE GGJはボランティアサービスの取引を記録しない方法を採用していたが、第2回
目の実施時に委員長が自身の取引を試験的に記録していた。その結果は表11-2に示すと
おりである。これによると、 2001年 9月から 2002年 2月までの 6カ月間において、「提供
したサービスJは 16件(月平均 2.7件)、「提供を受けたサービスJは 11件(同1.8件)、
合計 27件(同 4.5件)であった。取引相手をみると、委員長が属する 3組が 17件(全体
の 63.0%)、2組が 5件 (18.5%)、4組が 1件 (3.7%)0 3組と 2組に集中していた。こ
の2つの組は、地理的に隣接しているだけでなく、昔から結び付きの強い組として認識さ
れている。委員長の rEGGJの使用範囲は、自身と同じ組である 3組に加えて、実質的
なつきあいの強い2組にほぼ限られていた。近隣の相互扶助関係が反映した結果と思われ
る(湖中[2005]p.41)。
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表1I-2地域通貨EGG使用例
提供したサービス 提供を受けたサービス
日付 サービスの内容 相手 相手の組 EGG数 日付 サービスの内容 相手 相手の組 EGG数
9/17 のし紙書き A 2 1 不明 会合の席でのDM配布 C 3 1 
9/21 のし紙書き A 2 1 不明 菓子もらう C 3 1 
不明 のし紙書き A 2 1 不明 商事事 D 3 2 
9/30 底番 B 3 1 不明 商事事 D 3 1 
10/9 段ボール出し C 3 1 1119 スタンプ借用 C 3 1 
10/14 冷凍個に食品保管 B 3 1 不明 忘れた携帯電話の持参 F 不明 1 
10/21 唐番 B 3 不明 11/30 両替、府番 D 3 不明
10/25 FAX送信 D 3 不明 11/30 電動ドライパー借用 G 4 1 
11/4 ディスプレイ・アドバイス C 3 不明 12111 ピデオ借用 湖中 なし 2 
11/5 家具(たんす)運搬 E 2 不明 1/22 阿替 不明 不明 1 
11/9 工具貸し出し B 3 不明 不明 底頭カラー舗装掃除 不明 不明 2 
11/11 サンタ貸し出し C 3 不明
12/11 段ボール移動 D 3 不明
2/3 底番 B 3 不明
2/11 パソコン点検、プリンター貸し E 2 不明
2/17 香典袋と名前書き B 3 不明
(刷所)湖中位005、p.40l。
(注)2∞l年9月-2002年2月における、『エコマネー導入検討委員会J委員長(所属:3組)の使用例である。
湖中真哉らは、静岡県立大学の 2001年度授業の一環として清水駅前銀座商店街に対する
フィールドワークを行った。 rEGGJの活用実績が非常に少なく、調査事例として利用す
ることが難しい状況が浮き彫りになった。 rEGGJが「あまり活用されていない現状を把
握し、その背景を地域社会の脈絡の中で析出することが、より重要な課題であるJと判断
し、 rEGGJが活発に活用されない背景を探った。この結果、当該地域コミュニティには
rE GGJの導入以前から緊密な相互扶助関係が残っており、新たな相互扶助関係を構築
(=既存の相互扶助関係を代替)することを提唱した rEGGJの意義を、会員の商庖主
たちは十分に理解することができなかったと考えた。その互酬感覚は、日本的な遠慮意識
を基調としたものであり、互酬を通貨単位で表現し交換するエコマネーの考え方と抵触し、
共存し難かった。 rEGGJの導入以前に存在していた諸慣行や諸制度により暗黙のうちに
形成されている「ローカルな認知規制の櫨過作用J(引用者注:遠慮意識とほぼ同義)を通
じて、 rEGGJが否定的に認識されたために、 rEGGJが普及するのを妨げられたと考
え、エコマネー型地域通貨 rEGGJが普及しなかった理由を分析している(湖中[2005J
pp.43-46)。
( 5 )西部忠の「ダブル・トライアングル論J
西部忠は、あらゆる地域通貨は、貨幣的な側面、すなわち「経済メディアj としての側
面と、言語的な『社会・文化メディア」としての側面を必ず有している。どちらの側面が
強いかは地域通貨のミッションにより異なるが、全ての地域通貨はこの二面性を併せ持つ
ことから、地域通貨は「統合型コミュニケーション・メディア」であるとしている(ここ
で、メディアとは、「多様な情報をその上に載せて運ぶコミュニケーションの手段、媒体J
をいう)。この二面的特性は、表II-3のように分類される(西部 [2006b]pp.40-41)。
このうち、経済メディアとしての貨幣的側面は、「異質で多様なモノ・サービスをあるー
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つの尺度、例えば国家通貨である『円』へ還元し、それらを『円』の大きさで一元的に表
現・評価するJことを意味している。地域通貨も、「モノやサービスに値段をつける以上、
こうした一元的な表現・評価を伴う」が、「現行の資本主義的な市場経済とは異なる市場領
域」である「競争的J(competitive)で、「協力的J(cooperative)な市場、すなわち、「協
競的 (coopetitive)なローカル市場Jを形成する(西部[2006b]p.41)。
表n-3 地域通貨のこ面的特性
側面 貨幣的側面(経済メディア) 言語的側面(社会・文化メディア)
目的 地域経済の活性化(自律・循環) ンコ)ミのュ活ニ性テ化ィ (文化、 コミューケーショ
自主発行・運営管理 信頼・協同
機能 域無内(負限定)流利通子 l協言語同的的表生費現者・伝達
形態 補完・緊ン急プ通貨貨幣(スタ LETS) 
相(互タ扶イ助クーポン
ムダラーエコマネ-)
領域 市場 非市場(コミュニティ)
(出所)西部[2006b、p.41]。
(注)生費者 (prosu皿er)とは、アルピン・トフラー (AlvinToffler)の造語で、生産者
(producer)であるとともに消費者 (consumer)でもあるという意味である。
経済メディア的な側面に対応する地域通貨の目的は「地域経済の活性化」である。商庖
街は、「様々な形で地域社会と密接にかかわり、単に必要な商品を適正な価格で提供すると
いうだけではなく、地域のコミュニティを維持し、地域社会の安全に貢献してきたJ(石原
[2003]p.20)が、集客力の弱体化に伴い、地域社会におけるインフラストラクチャー u生
活インフラJ) として機能している商店街は少なくなっている。こうした状況下で、「人々
が地域外へ流通しない通貨を自分たちの手で作って、それを地域のなかで回すことができ
れば域内経済が賦活され、相対的な自立化を果たし、その結果として地産地消に基づく循
環型経済の形成が促進されるj ことになる。地域の「内発的発展Jにつながると期待でき
る。地域経済の活性化を志向する地域通貨の基本的な目的である(西部[2006b]p.42)。
社会・文化メディアとしての言語的側面は、「あらゆる人間同士の関わりは言葉や数を介
するものであるから、メディアは人間にとって不可欠であり、多様な物事や価値を質的に
表現・評価しうるJことを意味している。社会・文化メディア的な側面に対応する地域通
貨の目的は、「コミュニティの活性化Jや「交流・コミュニケーションの活性化Jである。
「市場主義、個人主義の流れの中で互助、互酬的な関係を再構築するため、あるいは人と
人のコミュニケーションを『顔の見える』ものにして活発にするための一手段J(西部
[2006b]pp.42-43) としての地域通貨の位置付けである。
わが国の地域通貨は、地域コミュニティの共同性と相互扶助を補強するための「社会・
文化メディアJの側面に重点をおいた地域通貨、すなわち、ボランティア活動や相互扶助
活動等非市場経済における互酬的な「やり取引が地域コミュニティの再生を促すと考え
る地域通貨が「エコマネーj として広く普及し(西部[2006a]p.41)、中心的な存在となっ
ていることは前述したとおりである。
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西部忠は、エコマネー型地域通貨について、「相互扶助活動やボランティア活動を媒介す
るための地域通貨の一種であり、貨幣的側面による市場形成をできるだけ除去し、市場領
域と一線を画した非市場領域で流通することを制度設計の基本としているJ(西部[2006b]
p.46)と評している。エコマネー型地域通貨に成功例が少ないのは、「ボランティア活動や
相互扶助活動を積極的に行う会員にエコマネーが貯まり過ぎて流通が滞る、結果的に流通
総量が伸び悩み、活動参加者も一定規模以上に増えないJ(西部[2006a]p.41)ためである
と、エコマネーの流通構造を読み解いている。「福祉・コミュニティ関連の非市場経済だけ
で利用されるエコマネーの場合、高齢者に対してボランティア活動を行った若者には、そ
れを使う機会が限られており、円滑な流通を確保するのは容易ではないJ(西部[2006a]p.
41)。したがって、その普及に限界が生ずることになると論じている。
西部忠は、エコマネー型地域通貨が成功するためには、地域通貨が有するもう一つの側
面である、地域経済を活性化するための「経済メディア」としての側面、すなわち、非市
場経済に加えて市場経済での取引機能を併せ持つべきである、と考えている。 r(地域通貨
は)商庖による物品販売等の商業取引にも利用できる方が流通量は大きくなり、受領性が
高まるので参加者も増えるJ(西部[2006a]p.41)。それがなければ、地域通貨が成功するの
は難しいとし、地域通貨のミッション(使命)として地域コミュニティの活性化と地域商
業の活性化の 2つを志向する「ダブル・ボトム・ライン型」地域通貨の必要性を強く主張
している。
北海道苫前町において行った地域通貨の流通実験 27)に際し、「地域住民間の非市場的取
引を媒介する地域通貨の小循環を、商工業者による市場的取引等を媒介する大循環が包み
込む『ダブ、ル・トライアングル型』地域通貨J(西部[2006a]p. 45) を設計することで、地
域通貨の円滑な流通を実践した。ダブ、ル・トライアング、ル型地域通貨の仕組みは、図11-
2に示すとおりである。
苫前町の地域通貨で採用したダプノレ・トライアングル型地域通貨は、地域通貨を商庖等
の事業者でも使えるようにすることで、地域通貨の流通速度を高めようとするものである。
「非商業(非市場)取引が地域通貨の循環形成に寄与することで、結果的に商業(市場)
取引を促進し、経済活性化効果も生まれている。ダブ、ル・トライアング、ノレ型では、商業(市
場)取引と非商業(非市場)取引が相互に補完しあうことにより、商業(市場)取引ない
し非商業(非市場)取引だけしか行われない場合に比べて取引が増大し、流通速度も増進
するJ(西部[2008]p.295) と述べている。
西部忠は、地域通貨の流通速度について、「域内経済での単位期間当たりの流通回転数に
相当するので、経済活性化の度合いを示す重要な指標である。特に、不況時において国家
通貨の流通速度よりも大きいので、域内経済の活性化に役立つJ(西部[2006a]p.50) と考
えた。「地域通貨の詳細な実態をデータ的に明らかにし、実証的に分析・評価した学問研究
は、圏内でも海外でも、無きに等しいJ状況にあった(北海道商工会連合会[2005]p.2)。
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このため、西部忠らは、苫前町の地域通貨券の裏面に記入されたデータ(使用月日、氏名、
住所、用途)を利用して、地域通貨券の流通速度を算出した(表1I-4)。これは、地域通
貨の流通速度を測定したわが国で初めての取り組みであった。
図n-2ダブル・トライアングル方式
(出所)西部[抑也、 p.461を一部修正。
地塚通貨の流通速度
2，192枚|総取引枚数
I，765枚|総取引額
312枚|実質流通期間
78枚|流通速度
37枚|流通速度(年換算)
? ? ? ? ? ? ? ? ?
??
これによると、地域通貨の年間の流通速度は 5.0708回であり、国家通貨の年間流通速度
(名目 GD P / (M 2 + C D))である 0.7575(2001年)を大きく上回った。西部忠は、
「地域通貨の経済活性化効果が存在することを実証するに十分な大きさを示したJ(北海道
商工会連合会[2005Jp. 49)と強調している。 「流通範囲が狭く、弱い通貨である地域通貨は、
国家通貨より早く使われる傾向にあるので、その流通速度が国家通貨の流通速度を大きく
上回れば、地域通貨が速く循環し、消費需要を促進するだろう J(西部[2008Jp.293) とダ
ブル・トライアングノレ型地域通貨の有用性を高く評価している。
3. 小括
地域コミュニティの変容を踏まえて、地域コミュニティにおける相互扶助活動の再構築
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や地域力の育成・強化が、国/地方自治体において政策課題となっている。
地域コミュニティの再構築、地域再生の手段として、地域通貨の中心的存在であるエコ
マネーへの期待が高まっている。しかし、エコマネーに対しては賛否両論がある。
賛同意見として、福田順子や岡田真美子の見解がある。前者は、 r(エコマネーには)コ
ミュニティを基盤とした『ソーシヤル・インクルージョン』の可能性が期待できるjとし、
後者は、エコマネーは、通貨により取引関係を清算する貨幣経済とは異なり、与えあうこ
とで互恵関係を拡大、蓄積する「贈与経済」の通貨であり、かつてわが国において構築さ
れていた「講Jや f結いJと同様に地域ネットワークの再生に寄与できると評価する。
一方、批判的見解として、湖中真哉の研究がある。清水市(現静岡市)の清水駅前銀座
商庖街において実施されていたエコマネー rEGGJを取り上げ、 rEGGJが活発に活用
されない背景を探った。 rEGGJ導入以前に存在していた諸慣行や諸制度により暗黙のう
ちに形成されていた「ローカルな認知規制の櫨過作用J(引用者注:遠慮意識とほぼ同義)
を通じて、 rEG GJが否定的に認識されたために、 rEGGJが普及するのを妨げられた
と考え、エコマネー rEGGJが普及しなかった理由を分析している。
(エコマネーに対する最大の修正論者である)西部忠は、エコマネ}の成功例が少ない
のは、fボランティア活動や相互扶助活動を積極的に行う会員にエコマネーが貯まり過ぎて
流通が滞る、結果的に流通総量が伸び悩み、活動参加者も一定規模以上に増えないJため
であると分析し、エコマネーの流通構造を読み解く。エコマネーが成功するためには、非
市場経済に加えて市場経済での取引機能を併せ持つべきである、と考える。地域通貨のミ
ッションとして、地域コミュニティの活性化と地域商業の活性化の 2つを志向する「ダブ
ル・ボトム・ライン型」地域通貨の必要性を強く主張している。
[注記]
1 )自治省(現総務省)の「モデル・コミュニティ事業Jに呼応して全国の地方自治体が
具体的な施策を展開したが、都市圏の地方自治体の多くが採用したのは、①ゾーニン
グ、②集会施設づくり、③地域住民の組織化、という 3施策(いわゆる r3点セット
方式J)であった(江上[2002]pp.149-150)。
2)江上渉は、社会不安が高じた際にコミュニティが注目されることについて、「コミュニ
ティの本質が社会の統合や共同性にあることと決して無縁ではあるまい。社会の統合
や共同性が揺らいできたときに、私たちはコミュニティに注目することになるJと論
じている(江上[2002]p. 145)。
3 )国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口(平成 18年 12月推計)J (出
生中位・死亡中位)の詳細はHP参照、 (http://www.ipss/go.jp/pp-newest/j/newe-
st03/newest03.pdf)アクセス日:2011年7月 27日。
同研究所の『日本の将来推計人口(平成 14年 1月推計)~ (中位推計)では (HP参照)、
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2014年に高齢化率が 25.3%になるとしており、高齢化の動きが早まりつつある、
(http://www.ipss.go.jp/pp-newest/j/newest02/newest02.pdf)アクセス日:2011 
年 7月 27日。
4)西部忠によれば、世界の主要な地域通貨は、 LET S (Local Exchange Trading Sy-
stem (地域交換・交易システム)の略称)、タイムダラー (TimeDollars)、イサカア
ワー (IthacaHours)、RG T (Red Global de Trueque (グローパル交換リング)の
略称)、トロントダラー (TorontoDollars)及びW 1 R (ヴィア)の 6つであり、そ
の概要は下表に示すとおりである。これらの地域通貨は、単位(価値基準)や発行方
式により下記のように分類できる(西部[2002]pp.36-42)。
単位(価値基準): 
①国家通貨にリンクするもの一一LETS、RGT、 トロントダラー、 WIR
②労働時間にリンクするもの一一タイムダラー
③国家通貨と労働時間の両方にリンクするもの一一イサカアワー
発行方式:
①紙幣方式一一イサカアワー、 RGT、トロントダラー
②口座(記帳)方式一一LETS、タイムダラー、 WIR
世界の主要な地域通貨
名称 設立場所・年、参加者・団体数 単位 箔行方式 利子、価絡、併用 特性
LETS カナダ・パンクパ 島コモッ 1グリ ンドルー1カ 口座方式(コ 無利子、価格決定 カナダ、イギリス、フランス、ドイツ、オー
クス・バレー 、 1983年設立、先 ナダドル ミュニティ信 は自由、国家通貨 ストラリア、ニュー ジー ランド等、特に先
進国を中心に2，000:地滅。SE 用) との併用可 進国で設も普及した地域通貨。簡便か
L(フランス)、交換リング(ドイ つ机凋的。ICカード型あり
ツ)と同じ
タイムダラー アメリカ、 1985年設立、アメリカ 労働時間を単位止す 口座方式(コ 無利子、通貨価値 福祉、ボランティア等のサービスに利
200団体5万人、カナダ、フランる ミュニティ信 を時間に画定、国 用。予めボランティアを行い、将来使う
ス、日本にあ320団体 用) 家通貨との併用不 ために預託可。ドルへの換金不可
可
イサカアワー ア刃Jカ・イサカ市、 1991年般 1イサカアワー=労 紙幣方式 無利子、紙幣供給 オ}ウェンの労働証券に頴似、低所得
立、参加者4，000入、アメリカ、 働1時間=10ドル 量の委員会による 届を中心に平等を実現。生協グリーン
カナダ等に60団体 2、1、1/2、114、118 管理、国家通貨と スターを中心に食料、雑貨関連470庖
アワーの5種類の紙 の併用可 鍛治効日盟、信用組合も参加。ドルへの
幣 換金不可
RGT アルゼンチン、 1995年設立、 1クレジット=1ベソ 紙幣方式 無利子、価絡は自 世界最大の地核通貨システム、第三世
全国500;11所以上のノー ド、参 (スタンダー ドなタレ 曲、国家通貨との 界型地域通貨であり、食料、衣料、雑
加者100万人、20万世帯 ジットのほか、各ノー 併用不可 貨等日常生活品をノードごとにパザー
ドが独自の通貨を猪 ル方式で毎週販売
，= 
トロントダラー カナダ・トロント市、 1998年設 1トロン1グラー=1カ 紙幣方式(カ カナダドJレ由もトロ セントロー レンス・マー ケット内荷1吉、レ
立 ナダドル ナダドルと岡 ントダラーへの交換 ストラン、医師、弁護士等120ヵ所。商業
20、10、5、1トロント じ印刷技術、 時に10%分をコミュ 銀行CIBCが交換業務を担う。事業者
ダラー制種類の紙 使用制限あり)ニティ事業へ寄付 のみ90%でカナダドルへの換金可
幣
WIR(グィア) スイス・チュ リッヒ、1934年設 1W1R=1スイスフラ 紙幣方式+口 低利子貸付あり、紙 先進国で最古・最大の地境通貨システ
立、参加者宮万人、年間20億 ン 座方式(コミュ 幣は相互信用決済 ム、スイス全企業の17%に当たる
アメリカドル分の取引額 ニティ信用) 時に使用、国家通 76，000社治時参加。クレジットカー ド決済
貨との併用を前提 に却えて、POS・電子決済あり
国家通貨 各国民国家ないし経済共同体 アメリカドノレ、ユ ロ、 中央鮒す(不 債権・預金は有利 市場経済の中枢を形成。投機、不況と
(EU)、変動相嶺僻l 円等(アメリカドルが 換紙幣)と民 子、信用創造可 失業、環境等の問題あり
国際基軸通貨) 開銀行(預金
通貨)
(出所)西部[2002、表紙裏]を一部修正。
5)水島照子によれば、労力交換(労力点カード)を始めたときに、ボランティアをして
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いる団体から「ボランティアという名前を掲げながら点数を集めるなんていやしいじ
ゃないか」と非難されたが、その際に、「あなたが愛している、あるいは世話になっ
ている人が病気になったとき、あなたも病気だったらどうしますか。私の団体だった
ら、今までやってきた自分の点数で自分の面倒を見てもらえ、その人にも手を差し延
べることができます。点数をただ貯め込んでいるのではない。それは自分のやってき
たことの記録です」と話し、納得させたとしている(水島[1983]pp.84-85)
6)看護婦(現看護師)や保母(現保育士)が、専門の仕事を担当した場合、看護婦なら
3時間で8点、保母なら 3時間で 5点と、その技能を評価する特例を設けている(水
島[1984]p.27)。
7)金子郁容は、「ボランティアの本質は、お金が絡むかどうかではない。経済性の持つ便
利な機能を一部利用することで、ボランティア本来の力が出やすくなるのであるなら、
そのようなアイデアを取り入れることを積極的に推進すべきであるJとして有償ボラ
ンティアの有用性を主張している(金子[1992]p.166)。
また、金子勇は、「有償ボランティア活動の発生と増加はある意味では必然的な現象
として理解することができる。しかも、『有償』であることは金銭的誘因があるとみ
なされるので、他の社会的要因、心理的要因、道徳的要因とともに、援助、介護、福
祉サービスの提供という目標達成のための『共同化』を促進させる」と評価している
(金子[1993]pp.17-18)。
このほか、堀田力は、「ボランティアか否かは、法的、社会的に考えて、そのサービ
スが労働に対する報酬を得て、労働として提供されるか否かによって区分される。労
働の場合は、労働基準法や職業安定法等、労働保険あるいは職業規制のための諸法令
が適用されるし、労働でない場合は、たとえ謝礼を伴っても、これらの法令は適用さ
れない。経済的、社会的には、労働の提供は資本の論理によって行われるし、労働で
ないサービスの提供(ボランティア活動や家庭内のサービス等)は愛情の論理によっ
て行われる。有償ボランティアも、その有償性が謝礼にとどまり、労働報酬と認めら
れないときはボランティアであるJとしている(堀田 [2006]pp.65-66)。
8)暮らしのお手伝い協会の解散後、「くらしのお手伝いこぶしの会」が東京都練馬区に
おいて限定的ではあるが活動を引き継いでいる。内容は、介護保険で対応できない家
事援助サービスを行うもので、サービスを利用する会員は 1時間当たり 800円の謝礼
をサービス提供会員に支払う(うち 10%分の 80円は本部事務費に充当)としている
(W読売新聞 (YOMIURI ONLINE)~ 2010年 3月 23日)0YOMIURI ONLINEのHPは下記
参照、 (http://www.yomiuri.co.jp/homeguide/town/20100323-0YT8T00633.htm) アク
セス日:2010年 9月 12日。
9) 2000年4月に再度、(社福)世田谷区社会福祉協議会に統合された。
10)地域主義は後に、「地方主義から識別するJとともに、「地域住民の自治を強調するJ
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ために、「内発的地域主義Jと言われるようになった(鶴見[1989]p.51)。
11)内発的発展とは、「全ての社会は前近代状況から、近代的な状況へと発展すると考え、
そのために後進地域は先進地域と接触することにより引き上げられる一一外生型の
発展ーーとみる近代化論に対抗して、 1970年代ごろから注目されてきた発展理論によ
り提唱された」もので、「各地域固有の資源をベースとして、それぞれの地域固有の
伝統、文化に基づきつつ、地域住民の主導により進められる発展パターンJをいう(西
)1 [2004]p. 37)。
12)丸山真人はLETSが立ち上がった背景として、北米社会では隣近所が助け合うとい
う慣習があまりみられないなかで、当時、カナダの経済動向は厳しく、失業率も高い
状況にあったため、隣近所や失業者同士が直接結び合うことで、新しいコミュニティ
を構築しようとしたのではないかとみている(丸山・森野[2001]pp.150-151)。
LETSでは、モノ・サービスの交換時に、地域通貨である「グリーンダラーJ(Green 
Dollars) と国家通貨であるカナダドルが併用して使用される。
13)丸山真人に続いて、 1988年には、アルピン・トフラー (Alvin Tof1er)が『文義春
秋~ [昭和 63年 7月号]において、アメリカのフロリダ州で行われていた「サービス・
クレジットJ(引用者注:タイムダラーは当初、サービス・クレジット (ServiceCredi ts) 
と呼ばれていた)を紹介した(トフラー[1988]pp.145-146)。
しかし、わが国においてLETSやタイムダラーを導入しようとする動きが現れるに
は今しばらく時間を要した。
14)丸山真人によれば、参加者が専業主婦に偏っており、また、サービスメニューが限ら
れていたことから、本格的な導入に至ることなく、導入実験は4ヵ月で終了した(丸
山[2001]p.209)。
15)パーターチケットは、カナダのLETSと異なり、 r1時間労働当たり 6ユニットとい
う一種の労働切符j であった(丸山[1995]p.246)。
16)高齢者介護サービスのほか、「住民参加型在宅福祉サービスJも中心的な役割を担って
いる。これは、「高齢化の急激な進行と生活様式の変化Jのなかで、「行政や社会福祉
法人が従来提供してきた、ややもすれば一方通行的な福祉サーピス」に代わるものと
して、 1987年に(社福)全国社会福祉協議会が行った調査研究「住民主体による民間
有料(非営利)在宅福祉サービスのあり方に関する研究Jで提案された。その意義・
特性として、①有料、有償性であること、②住民がサービスの受け手であり、担い手
であること、③コミュニティづくりを志向する活動であること、等があげられる(住
民参加型在宅福祉サービス団体全国連絡会幹事会[2004])。
同サービスを行う団体数は、 1987年度末の 138団体から 2008年度末には 2407団体に
増加している。 2008年度末における組織類型別の内訳をみると、「住民互助型J(住民
の自主的組織で運営)が 1239団体(全体の 51.5%)、「社協型J(市区町村社協が運営)
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が 405団体(同 16.8%)と多い((社福)全国社会福祉協議会地域福祉部資料による)。
17)兵庫県丹波市の「未杜」にみるように、一定期間経過後にプラス残高の多いメンバー
を表彰する一方で、マイナス残高の多いメンバーにはサービスの提供を促す取り組み
を行う団体が多い。
18) W 日経流通新聞~ 2003年 1月 9日。
19) (株)日立製作所が運営する中堅中小企業向け経営課題解決支援サイト『ナピパラ.コ
ム』の業種別レポート(流通業向け) rコミュニティ・ポイントを活用して地域活性
化に効果を上げる烏山駅前通り商庖街Jによる。 HPは下記参照、
(http://w阿 .navipara.com/sec/dist/dOI3/d001.html) アクセス日:2009年 9月4
目。
20)厚生省[2000]W r社会的な援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討
会j 報告書』による。 HPは下記参照、
(http://wwwl.mhlw.go.jp/shingi/sOOI2/s1208-2_16.html) アクセス日:2010年 11
月 3日。
21)講は、「仏典を講究する仏僧の集団を意味する語から発生し、後に寺院で執行する仏教
的法会を称するようになった。元来は仏教的意義を持つ寺院行事又はそれに参与する
僧衆集団を指していたんその後の変遷により、「金融経済的、あるいは社会的政治的
な諸機能を順次現すに至ったJとされる(棲井[1988]pp.13-14)。現在でも、山間地
域や離島等を中心に活発に行われている(棲井[1988]p.30)。
22)結いは、村落社会において広く行われていた「労力交換Jである。結いは隣近所等の
2、3軒から 5、6軒が最も多く、「通常、 1日出動の労力に対しては、必ず1日の
実働労力で返すことを原則とし、金銭やその他の物資で相殺することを許さないのが、
この慣行の特色のーっとなっているJ(棲井[1988]pp.422-423)。結いの仕事は、農地
や山林関係の仕事が大部分を占めるものの、地域によっては、これ以外に家普請から
葬式や婚礼までを含めているところもあり、現在でも農村集落の一部では活発な活動
が行われている(棲井口988]p.425)。
23)エコマネー「千姫」の会員数は 2006年 8月現在で 389人であったが、 2006年 10月 1
日以降の会員数は不明である。 HPは右記のとおり、 (http://www.l000hime.jp/) ア
クセス日:2006年 10月 1 日。
他のエコマネー実施団体の会員の年齢構成をみると、兵庫県丹波市の「未杜Jでは、
60歳以上の会員が全体の 54.4%を占めている(詳細は、 IV.参照)。
24)地域SNSは、 r1 C T (情報通信技術)を活用し地域社会の『人のつながり』を作り
強化することで地域社会の活性化を目指すJもので、 2004年末に熊本県八代市で始ま
り、全国に拡大している。また、地域SNS全国フォーラムは、「地域SNSの運営
や参加、研究等に関心を持つ人々が全国から集まり、情報交換や交流するイベントJ
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を2007年8月の神戸市での開催を第 1固として年2回のぺ}スで開催しているもの
で、現在まで7回開催されている。詳細は下記HP参照、
(http://forum.local-socio.net/)アクセス日:2010年 11月4日。
なお、 2006年 10月に兵庫県において、 NPO法人千姫プロジェクトのコアメンバー
の一人であるWを中心に地域SN S rひよこむJが立ち上げられた。そこでは、世界
で初めての取り組みといえる、地域SNSに地域通貨が実装されたSNS通貨「ひよ
こポJが2007年 11月に導入され、現在に至っている(岡田 [2008b]p.256)。
25)細内信孝は、コミュニティ・ビジネスを、「地域住民がよい意味で企業的経営感覚をも
ち、生活者意識と市民意識のもとに活動する住民主体の地域事業であるj と定義して
いる(細内[1999]p.13)。
26) 2010年 11月 19日現在で 92庖舗となっている。詳細は下記HP参照、
(http://www.siz-sba.or.jp/eggs/) アクセス日:2010年 11月 19日。
27)北海道苫前町での流通実験は2回実施された。第 1回目は 2004年 11月 22日'"2005 
年2月 20日であり、第 2回目は 2005年8月 1日"'2006年 1月 20日であった。第 1
回目の流通実験の詳細は北海道商工会連合会[2005]、第2回目の流通実験の詳細は苫
前町商工会[2006]参照。
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m.わが国の地域通貨の歩みとエコマネーの普及
1 .わが国の地域通貨の歩み
( 1 )わが国の地域通貨の運営実施状況
1 )稼働している地域通貨
徳留佳之は 2003年 2月以降、全国の地域通貨を『地域通貨全リスト』というサイトで公
開している (http://www.cc-pr.net.list/)。山崎茂と木村和彦によると、 2008年6月 2
日現在で掲載されていた 646件のうち全国展開の 17件を除いた 629件について、実施中の
もので所在地やメールアドレスが確認できたのは 235件(確認率 37.4%)であった。
地域別の確認状況は、表ill-lに示すとおりである。これによると、九州が 47.5%、近
畿が 45.4%、中国・四国が 40.9%と西日本 1)の各地域がいずれも全国平均 (37.4%) を
上回ったのに対し、東日本の各地域はいずれも全国平均を下回り、特に北海道は 20.8%に
とどまった(山崎・木村[20098]p. 4)。わが国では、 2000年以降各地で地域通貨の導入が
相次いだが、流通実験やイベントとして実施する場合は別として、継続して実施すること
の難しさがうかがえる。
表m-1 地域通貨の運営確認状況
A B C 
徳留佳之 所在地文は
地域 HP掲載数 メールアドレ s/A 
ス確認数
北海道 48 10 20.8 
東北 51 21 36.8 
関東 111 31 31. 6 
北陸・甲信越 13 25 34.2 
東海 53 11 32.1 
近畿 108 49 45.4 
中国・四国 93 38 40.9 
九州 80 38 47.5 
合計 629 235 37.4 
(出所)山崎・木村[2009a、p.4]を修正加筆。
(注)各地域に含まれる都道府県名は次のとおり。
北海道:北海道
東北:青森県、岩手県、宮城県、秋岡県、山形県、福島県
関東:茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
D 
有効
回収数
北陸・甲信越:新潟県、富山県、右川県、福井県、山梨県、長野県
東海:岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近畿:滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
(単位:件、%)
E F 
D/A D/s 
2 4.2 20.0 
6 10.5 28.6 
13 11.1 35.1 
6 8.2 24.0 
4 7.5 23.5 
18 16.7 36.7 
14 15.1 36.8 
14 17.5 36.8 
17 12.2 32.8 
中国・四国:鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九州:福岡県、佐賀県、大分県、熊本県、長崎県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
今回の調査において、地域通貨を「中止または終了したJと回答した団体に、その理由
を記載してもらったところ(表皿ー 1のBには含めていなし、)、『市の補助金や委託金がカ
ットされたために、事業が立ち行かなくなったJr地域通貨の実施をイベントとして行って
おり、そのイベントが終了したJr利用者に偏りができて参加者が増加せず、事業者の理解
も得られなかったJrボランティア活動を担う人が減少したJrボランティア活動が特定の
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人たちに集中したことで運営に支障を来したJr自主財源が乏しく、資金不足から断念せざ
るを得なくなったJ等の事情が明らかとなった。
2) 地域通貨の実施主体
運営が確認できた 235団体の実施主体をみると、表ill-2に示すとおり、草の根市民団
体(協議会を含む)が 37.0%(87件)、 NPO法人が 29.8%(70件)と、両者で全体の3
分の 2を占めていた。経済団体(商工会、商工会議所等)は 10.6%(25件)、その他(商
庖街、財団法人、企業等)は 10.2%(24件)であった。行政(都道府県、市区町村)は
6.8% (16件)、社会福祉協議会(地区社協を含む)は 5.5%(13件)にとどまった。
表m-2わが国地域通貨の実施主体
3.経済団体には商工会、商工会議所のほか、青年会議所を含む。
4.その他には、商庖街、商業協同組合、財団法人、企業等を含む。
5.各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で表示
しているため、各項目の割合の計と合計は一致しなb、。
3)地域通貨の実施目的
地域通貨をどのような目的のもとに行おうとするかは、各団体のミッション(使命)に
より大きく左右される。わが国で運用されている地域通貨は、表皿-3に示すとおり、①
地域コミュニティ志向型、②地域商業 2)活性化志向型、③プロジェクト志向型、の 3つに
類型化できる。
表m-3地織通貨の類型とその特徴
類型 特 徴
① 
地域コミュニティ 参加者間の相互扶助、すなわち非市場経済における互酬的な取引(やりとり)を媒介す
志向型 ることで、地域コミュニティづくりや地域コミュニティの活性化を志向するもの
② 
地域商業活性化 地域内での財やサービスの交換を小売庖等事業者も含めて行うことで、地域資源の域
志向型 外流出を防ぎ、地域商業の活性化を志向するもの
@ プロジェクト志向 環境保全やりサイクル、まちづくり活動等公共性、公益性の高い活動を志向するもの型
」ー
(出所)嵯峨位004、pp.62-63]を修正加筆。
実際的には、①、②、③のそれぞれ個別の目的を達成するために発行された地域通貨(ミ
ッションが 1つの「シングル・ボトム・ライン型J)、「①+②Jや「②+③Jを同時に達成
することをねらっている地域通貨(ミッションが 2つの「ダブル・ボトム・ライン型J)、
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「①+②+③j を同時に実現することを目指している地域通貨(ミッションが3つの「ト
リプル・ボトム・ライン型J)が混在している。個々の地域通貨が、それぞれのボトム・ラ
インをどの程度重視しているかは、システムのタイプや流通しているコミュニティにより
異なる。
前述した 235団体の実施目的をみると、表皿-4のとおり、①の地域コミュニティ志向
型が 51.5% (121件)と半数を超えた。③のプロジェクト志向型は 20.4% (48件)。②の
地域商業活性化志向型は 8.1%(19件)にとどまった。「①+②J(地域コミュニティ志向
型と地域商業活性化志向型の両方を志向)の併用型は 20.0%(47件)であった。地域コミ
ュニティの活性化を志向する地域通貨(一部は、併せて地域商業の活性化を志向)は、全
体の 70%以上を占めた。
地域通貨の実施目的を実施主体別にみると、①の地域コミュニティ志向型は、草の根市
民団体で 57.5%、NPO法人で 52.9%と多く、特に社会福祉協議会では 92.3%に達した。
その他の実施主体では、経済団体は 40.0%あったが、行政は 25.0%、その他は 33.3%で、
それぞれ3分の 1以下にとどまった。経済団体では、②の地域商業活性化志向型が 28.0%、
「①+②」の併用型が 20.0%あり、厳しい状況下にある地域商業の活性化に役立てる目的
で地域通貨を導入する取り組みが半数近くを占めた。行政では環境問題への対応等を志向
するプロジェクト志向型が 56.3%と最も多かった。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、
有意差が認められた(p <.01)。
表m-4わが国地域通貨の実施目的(実施主体別)
(単位:件、%)
① ② ③ ④ 
地域コミュニティ 地機商業活性化 プロジェクト志向
①ぷI)の併用型
合計
志向型 志向型 型
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
NPO法人 37 52.9 3 4.3 15 21.4 15 21.4 70 100.0 
草の根市民団体 50 57.5 4 4.6 15 17.2 18 20.7 87 100.0 
社会福祉協議会 12 92.3 。0.0 。0.0 7.7 13 100.0 
行政 4 25.0 l 6.3 9 56.3 2 12.5 16 100.。
経済団体 10 40.0 7 28.0 3 12.0 5 20.0 25 100.0 
その他 8 33.3 4 16.7 6 25.0 6 25.0 24 100.0 
全体 121 51.5 19 8.1 48 20.4 47 20.0 235 100.0 
(注)1.各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で表示して
いるため、各項目の割合の計と合許は一致しない。
2・X2 (15， N=235) =43.44， p=.OOく.01
( 2 )わが国の地域通貨の歩み
わが国で行われている地域通貨は、 1973年9月から始まったボランティア労力銀行の労
力交換「労力点カードJ(Lカード)を鴫矢とする「時間預託J(ふれあい切符)、 LETS
を始めとした世界の主要な地域通貨を参考にしたもの、時間預託(ふれあい切符)やLE
TS、タイムダラー等を参考に加藤敏春により提唱されたエコマネーの 3つに大別できる。
泉留維は、地域通貨発行団体への電話または電子メー/レによる直接確認に加えて、連絡
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先が不明な団体については各調査時点の半年以内の新聞記事等により間接的に確認するこ
とで、稼働中の地域通貨を把握した 3)。地域通貨実施数を時系列で集計している調査がほ
とんどみられない状況下で、泉留維が実施している調査には一定の有用性があると評価で
きる。泉留維によると、 1999年 4月から 2005年 12月までの稼働地域通貨数の推移は、図
皿-1に示すとおりである。
300 
250 
200 
150 
100 
50 
。
1999年4月 2001年4月 2002年3月 2002年8月 2003年4月 2005年1月 2005年12月
図Eー 1 稼働している地域通貨数
(出所)泉[2006a、p.117J。
年により調査時期はまちまちであるものの、 2001年 4月から 2003年 4月までのほぼ2
年間に稼働数が 53件から 181件に大きく伸びていることがわかる。 2003年 4月において
稼働していた地域通貨 181件のうち、63.5%に当たる 115件は 2002年 3月に稼働していた
地域通貨である。残る 66件(率にして 36.5%)の地域通貨は 2002年 4月以降に実施され
た。2005年 12月の稼働数は 268件。78.4%に当たる 210件は 2005年 1月に稼働していた。
2005年 2月以降新規に立ち上げられた地域通貨は 58件、全体の 21.6%を占めていた(泉
[2006a]pp.116-119)。地域通貨の活動を停止する団体が多い一方で、新たに地域通貨を実
施する団体も少なくなく、いわゆる「多産多死」の状況にある。
地域通貨は増加する傾向にあり、メディアに取り上げられる頻度も多くなっている。 「日
経テレコン 21J を用いて、 1976年から 2010年までの 35年間に、 「地域通貨」という用語
が日経 3紙(日本経済新聞(地方版を含む)、日経産業新聞、日経MJ (日経流通新聞)) 
に記事として掲載された回数を検索した。その結果は表皿-5のとおりである。地域通貨
という用語が統一的に使用されていない状況にあったことから、検索は I、E、亜の 3パ
ターンで行った。 1は 「地域通貨Jのみであり、 Eは Iに加えて、「地域マネーJrコミュ
ニテイマネーJrローカルマネーJrエコマネーJrボランティア通貨JrLETSJ rタイム
ダラーj を、皿はEに加えて、「ボランティア貯金Jrボランティア切符Jrふれあい切符J
「時間預託Jr時間貯蓄」を含めた。
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表m-5日経3紙における地繊通貨に闘する記事掲鍛敏
年次 E E 年次 H 血
1976 。 。 。 1996 3 5 15 
1977 。 。 。 1997 5 7 13 
1978 2 2 2 1998 12 31 38 
1979 。 。 。 1999 11 15 22 
1980 。 1 1 2000 45 67 76 
1981 。 。 。 2001 63 81 84 
1982 。 。 。 2002 114 126 130 
1983 。 4 5 2003 109 116 118 
1984 。 1 2 2004 94 100 103 
1985 l 2 2 2005 64 79 83 
1986 1 4 5 2006 58 71 71 
1987 2 3 3 2007 29 35 39 
1988 5 7 7 2008 32 39 42 
1989 。 2 13 2009 29 34 34 
1990 。 1 10 2010 42 42 42 
1991 。 。 28 
1992 4 36 
1993 。 2 23 
1994 2 4 18 
1995 3 5 17 
(資料)日経新聞社提供『日経テレコン21Jの記事検察結果による.
(注)1.検索記事は、日本経済新商(地方版を含む)‘日経産業新閥、日i経l¥U(日経流通新聞)の3紙.
2.検察キーワードは次のとおり。
1 :地織通貨
u: 1 + (地域マネー、コミュニティマネー、ローカル通貨、エコマネー、ボランティア通貨、LETS、タイムダラー)
m:u+(ボランティア貯金、ボランティア切符、ふれあい切符、時間預託、時間貯蓄)
1998年までは Iのパターンである地域通貨よりも、 Eや皿のパターンに属する用語で取
り上げられることが多かった。しかし、 1999年以降は、地域通貨という用語が中心的に取
り上げられるようになり、 2010年になると、全て Iのパターンの地域通貨に統一して掲載
された。記事掲載数は、 1988年までは「ないJか、あっても 1桁台にとどまっていた。 1989
年以降、 2桁台に増加した。 2000年になると 76件と急増し、 2002年から 2004年には、 130
件、 118件、 103件といずれも 3桁台を記録した。しかし、 2005年に 83件、 2006年に 71
件と、 2005年以降は減少基調にある。 2009年は 34件にとどまった。ただし、 2010年は 42
件と若干の増加に転じた。
「労力点カードJ(Lカード)が始まった 1973年 9月以降の地域通貨に関する主なでき
ごとは、表皿-6のとおりである。
わが国では、 1999年 5月にNHK-BSlが放映した「エンデの遺言一根源からお金を
問う Jと、その放映を基にして 2002年2月に発行された『エンデの遺言「根源からお金を
問うことはが地域通貨の普及に大きな影響を与えた。 1995年 1月に起こった「阪神・淡
路大震災」後に、特定非営利活動促進法 (NPO法)が 1998年 12月に施行された。市民
活動、ボランティア活動への機運の高まりがみられたなかでの放映及び発行であった。そ
のため、各地の市民団体等に大きなインパクトを与えた。「エンデの遺言J放映前に、「だ
んだんJ(1995年 7月開始)や「おうみJ(1998年 5月開始)、「ピーナッツJ(1999年2月
開始)が実践されており、放映や著書を見た人たちが地域通貨を身近なものとして感じた
ことも大きい(泉[2006a]pp.111-113)02000年2月には、加藤敏春が提唱した「エコマネ
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一Jの第 1号である「クリンJの第 1次流通実験が行われた。エコマネーの認知度が高ま
るにつれてエコマネーを導入する団体が急増したことは前述したとおりである。
地域通貨による地域コミュニティの活性化、地域商業の活性化等を志向する動きが広が
るにつれて、国も地域通貨の導入を施策として推進するようになった。
経済産業省中小企業庁は、 2001年度に行った「地域通貨を活用した商厨街等の活性化に
関する調査j の結果を踏まえて、 F地域通貨を活用した地域商業等の活性化に関するモデ
ル調査事業」調査報告書~ (2003年 3月)を発表。全国 5ヵ所のモデル地域(山梨県甲府
市、山形県高畠町、神奈川県西湘地域、神奈川県湘南地域、神奈川県大和市)を取り上げ、
「地域通貨が商業活性化に具体的にどのような効果をもたらすか。また、そのような効果
をもたらすためにはどのような地域通貨モデルを構築することが必要なのかJを調査・検
討した。地域社会におけるコミュニティ機能の低下に加えて、大型庖の郊外出庖、インタ
ーネット販売の急増等販売手法の多様化により劣勢に立たされていた商庖街の活性化に地
域通貨が役立つか、という問題意識があった。
総務省も 2003年 7月に、「新しい経済活動を伴う地域経済の活性化に関する研究会J(座
長:加藤寛千葉商科大学学長(当時))を立ち上げた。 r1 C T (情報通信技術)を活用し
た地域通貨モデル」について種々の検討を行い、 2004年 3月に『新しい経済活動を伴う地
域経済の活性化に関する研究会 報告書』を発行した 4)。総務省が想定している地域通貨
は、介護や福祉、子育て等のボランティアをした場合に、その活動分に応じた地域通貨を
交付し、また、地域通貨により地元の商庖街でも買物の際に割引券代わりに使えるように
するものである。住民の購買意欲が高まり、地域経済の活性化に資することもできるとし
ている。総務省の取り組みは、「住民基本台帳カードJ(略称:r住基カードJ)の情報蓄積
機能を利用した「電子地域通貨システム」を開発し、導入自治体を財政面で支援するとい
うものであった (W朝日新聞~ 2003年8月 10日)02004年度から地域再生計画の一環とし
て行う住基カードを使用した地域通貨のシステム開発・実証実験への支援を始め、 2004年
6月(第 1回目)に千葉県市川市、福岡県北九州市、熊本県小国町の 3団体を認定した。
2005年 7月には千葉県銚子市、島根県雲南市、島根県海士町、熊本県阿蘇市、大分県別府
市の 5団体、 2006年 7月には兵庫県たつの市、熊本県錦町、大分県日出町、沖縄県浦添市
の4団体を認定し、住基カードを使用した地域通貨のシステム開発・実証実験を行った 5)。
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表m-6わが国の地織通貨年表(その1) 
年月 地域通貨に関係するできごと
1973 9 ボランティア労力銀行(大阪市)が設立され、労力交操「労力点カードjを開始
1976 10 玉野井芳郎、増田四郎らにより設立された「地機主義研究集談会J会合(第1回目)開催
1981 暮らしのお手伝い協会{東京都練馬区)が「ボランティア切符J(ふれあい切符)制度を開始
1982 神戸ライフ・ケアー協会{現NPO法人神戸ライフ・ケアー協会)が有償サービスを開始
香川|老人福祉問題研究会(現NPO法人日本ケアシステム協会)が、無償の助け合い活動を開始(1985年以降、有償性のfタイムストッ
クJ(時間貯蓄)制度を実櫨)
1983 1 水島照子『プロの主婦・プロの母親ーボランティア労力銀行の10年s(ミネルヴァ書房)発行
(社福)世田谷区社会福祉協犠会が有償性の「在宅老人ふれあいサービス事業Jを開始(その後、世田谷ふれあい公社に事業主主移管さ
れ、 1988年から「ボランティア切符制度Jとして実施)
1986 1 丸山真人主主『経済セミナー s(rカナダの経済事情 内発的経済システムの創造J)においてLETSを日本に初めて紹介
1988 7 
アルピン・トフラー が『文書善春秋s(r老齢化先進国日本への提言J)において「サー ビス・クレジットJ(現「タイムダラー J)を日本に初めて紹
介
1991 2 生活クラプ生協・神奈川が、日本で初めてのLETS導入実験『神奈川バーターネット」を行う(2-5月)
1992 2 さわやか福祉推進センター(現公益財団法人さわやか福祉財団)が「ボランティア切符全国ネットワーク構想(素案)J発表
7 金子郁容『ボランティアーもうひとつの情報社会J(岩波書后/岩波新書)発行
1995 l 阪神・淡路大震災発生
4 丸山真人「経済循環と地域通貨ーコモンズとしての貨幣を求めてJ窪田武・岡辺岡政弘・鎚図書主編『循環の経済学Jl(学陽書房)発行
7 愛媛県関前村(現今治市)において「だんだんJを開始(日本で初めてのタイムダラー)
1996 6 問中尚輝『市民社会のボランティアー「ふれあい切符Jの未来s(丸善/丸善ライブラリー)発行
1997 加藤敏春が「エコマネーJを提唱
1998 5 滋賀県草津市の草律コミュニティ支援センター内で「おうみj開始(1999年4月より地域で流通)
9 加藤敏春『エコマネーーピyグパンから人聞に優しい社会へーs(日本経済評論社)発行
12 特定非営利活動促進法(NPO法)施行
1999 2 千葉市の千葉街づくりサポートセンター内で『ピーナッツJ開始(2000年4月から、ゆりの木商唐会で流通)
4 地域鍍輿券流通開始
5 NHK-BS1で「エンデの遺言J放映
5 加藤敏春らが、エコマネーによる事業を支援し、関係者の連携を図ろうと「エコマネー・ネットワークj設立
5 『平成11年版環境白書』において、地域内循環を実現するための手段としてLETSとエコマネーが紹介される
2000 1 西部忠r<地域〉通貨LETS貨幣・信用を超えるメディアJ柄谷行人編『可能なるコミュエズムs(太田出版)苑行
2 北海道栗山町においてエコマネー第1号である『クリンjの第1次流通実験開始(2月113-3月31日)
2 河邑厚徳・グループ現代編『エンデの遺言s(日本放送出版協会)発行
3 (財)さわやか福祉財団編集・監修『地域支え合いのき劫叶づくり一地域通貨s(愛媛県保健福祉部)発行
5 あベよしひろ・泉留意『だれでもわかる地機通貨入門s(北斗出版)発行
8 兵庫県宝緩市においてエコマネーrZUKAJの第1次流通実験開始(8月10日-10月10日)
9 リエター・ベルナルド{小林一紀・福元初男訳)~マネー崩壊一新しいコミュエティ通貨の誕生Jl(日本経済評論社)発行
9 静岡県『エコマネーパイロット地区事業J公募開始
9 愛媛県『地域通貨活用モデル事業」公募開始
9 大阪府寝屋川市において地域通貨「ありがとう」開始
1 『平成12年度国民生活白書』において、時間預託制度とエコマネーが相互扶助を促進する手段として紹介される
2001 2 通商産業省(現経済産業省)rICカードの普及等によるIT装備都市研究事業jとして全国21案件を採択
2 加藤敏春『エコマネーの新世紀一“進化"する21世紀の経済と社会Jl(動草書房)発行
3 北海道自治政策研修センター『豊かなコミュニティづくりを目指す地域通貨の可能性一地域社会の創造的な活性化を求めてs(北海道
自治政策研修センター政策研究室)発行
3 パットナム・ロパート・ D(何回潤ー訳)~哲学する民主主義一伝統と改革の市民的構造ß(NTT出版)発行
6 兵庫県「地域通貨実験支援事業Jの公募開始
7 兵庫県氷上町(現丹波市)において地場通貨「未杜」開始
8 丸山真人・森野栄一編『なるほど地域通貨ナピJl(北斗出版)発行
10 東京都渋谷区において地域通貨『アースデイマネーJ開始
2002 2 (財)さわやか福祉財団『ふれあい・支え合いのきっかけづくり地域通貨マニュアル.11(さわやか福祉財団)発行
4 宮城県f地減通貨活用地域づくり実証実験事業J開始
4 坂本穂ー・河邑厚徳編『エンデの警鐘『地域通貨の希望と銀行の未来J.II(日本放送出版協会)発行
7 ボイル・デイヴィッド(松藤留美子訳)~マネーの正体一地域通貨は冒険する.11(集英社)発行
8 北海道栗山町において「第1困地機通貨国際会議inKuriyamaJ開催
9 西部忠『地域通貨を知ろうJ(岩波書唐/岩波ブックレットNo.576)発行
12 パラパシ・アルパート・ラズロ{青木燕釈)~新ネットワーク思考一世界の仕組みを読み解くJJ( 日本放送出版協会)発行
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わが国の地域通貨年表(そのお
年月 地域通貨に関係するできごと
2003 2 北海道留辺薬町「地域商品券jの複数回流通について財務省から許可
3 附日本総合研究所『平成14年度経済産業省中小企業庁委託翻査事業地域通貨を活用した地域商業等の活性化に関するモデル爾|
査事業調査報告書.s{日本総合研究所創発戦略センター)発行
5 『農業と経済』編集委員会編集「地域通貨の可能性を採る一地域経務、コミュニティの再生をめざしてJW農業と経済』第69巻第5号(昭和
堂)発行
5 香川県「地域通貨導入モデル事業J公募開始
6 
側日本総合研究所f平成14年度内閣府委託調査ソーシャル・キャヒ。タル:豊かな人間関係と市民活動の好循環.s{日本総合研究所)
発行
6 『平成15年版環境白書』において、地域循環システムの構築にエコマネーシステムの活用として紹介される
9 福岡県『地域通貨導入支援事業J開始
2004 3 嵯峨生馬『地域通貨.s{日本放送出版協会・生活人新書102)発行
3 (財)地域活性化センター『新しい経済活動を伴う地域経済の活性化に関する研究会報告書.s{地域副主化センター)発行
4 奈良県「地域通貨活用支援事業J開始
4 北九州市において地域通貨「オリオンj開始
5 『平成16年版国民生活白書』において、地域の活動を促進させる手法として地域通貨が紹介される
6 高知県「森林保全ボランティア活動推進事業Jで閥伐等森林保全事業を行っているボランティア団体における地域通貨への取り組み(地
域通貨等実施事業)に補助金交付
6 総務省による「住民基本台帳カードJ{住基カー ド)と情報通信技術(ICf)を使用したf地域通貨モデルシステムJ実証実験団体{第1図
目)決定(千葉県市川市、福岡県北九州市、熊本県小国町)
7 大阪府「モデル提案型CB創出支緩事業Jの中の「地域通貨で行う地域・人のつながりづくり事業J選定案件に補助金交付
8 千葉県「地域通貨導入実験・実証支援事業J応募提案の選定
9 大阪府寝屋川市において地域通貨「げんき』開始(地峻通貨「ありがとう券」の発展形)
滋賀県「地域通貨を活用した棚田保全支復事業J開始
2005 3 加藤敏春の提案を受けて、日本国際万国博覧会(受・地球博)において「環境通貨事業実験事業(EXPOマネー)J開始
3 「大阪元気コミュニティ創造特区J(大阪府と寝屋川市、吹岡市が申鵠)と「北九州市地域通貨特区J(北九州市が申鵡)が構造改革特別
区域計画{構造改革特区)の第7図認定を受け、地域通貨の有効期限r6カ月J規制等緩和(寝屋川市の地域通貨IげんきJ、吹岡市の地
場通貨「いっぽ」、北九州市の地域通貨「オリオンJ)
7 総務省による「住民基本台帳カードJ(住基カード)と情報通信技術(ICf)を使用した「地域通貨モデルシステム」実誕実験団体(第2回
目)決定(千葉県銚子市、島根県雲南市、島綬県海士町、熊本県阿蘇市、大分県別府市)
2006 3 
西部忠「地域通貨を活用する地域ドックー苫前町地峻通貨の流通実験報告品、らJW地域政策研究』第34号{(財)地方自治研究機構)発
行
3 泉留意「日本における地域通貨の展開と今後の課題JW専修経済学論集』第40巻第3号(専修大学経済学会)発行
4 パットナム・ロパー ト・D{柴内康文訳)W狐独なボウリングー米国コミュニティの崩壊と再生.s{柏書房)発行
7 総務省による「住民基本台帳カードJ(住基カード)と情報通信技術(ICf)を使用した「地域通貨モデルシステム」実証実験団体(第3回
目)決定(兵庫県たつの市、熊本県錦町、大分県日出町、沖縄県浦添市)
2007 3 構造改革特別区域推進本部が大阪府{寝屋川市、吹田市)と北九州市での特区認定後の経絡を踏まえて、前払式証票の規制等に関す
る法律(現資金決済に関する法律)施行規則の一部を改正する内閣府令を定め、NPO法人に対する資本要件を廃止
2008 3 厚生労働省「これからの地域福祉のあり方に関する研究会報告書」発表
11 総務省「地域力創造に関する有識者会議Jの設置
2009 8 埼玉県「地域支え合いの仕組み推進事業J公募開始
2010 7 『平成22年版高齢社会白書』において、高齢社会を支える手法として地域通貨が紹介される
8 総務省『地域カ創造に関する有識者会議最終取りまとめ』発表
(出所)泉[2006a、pp.120-123]を修正加筆。
(注)当該月が不明なものは月の欄に「ーJを付け、その年の末尾に並べた。
( 3 )なぜ、「地域コミュニティ志向型」の地域通貨が多いのか
わが国において地域通貨が相次いで導入されるようになったのは、 1999-2000年以降で
ある。そのきっかけは前述したように、①1998年 12月にNPO法が施行され、市民活動
やボランティア活動への機運の高まりがみられた、②1999年 5月にNHK-BSlで fェ
ンデの遺言ー根源からお金を問う Jが放映され、放送を基にまとめられた『エンデの遺言
「根源からお金を問うことはが発行 (2000年 2月)されたためと考えられる。日経3紙
(日本経済新聞、日経産業新聞、日経MJ (日経流通新聞))における地域通貨の記事掲載
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数をみても、 2000年に 76件と急増し、 2002""'2004年の 3年間は 100件を超えた。
2008年6月2日現在で実施中の地域通貨で、所在地やメールアドレスが確認できた 235
件のうち、地域コミュニティの共同性、相互扶助機能の強化を目指す地域コミュニティ志
向型の地域通貨、すなわちエコマネー型の地域通貨が 51.5% (121件)と半数を超えてお
り、地域通貨のなかでエコマネー型の地域通貨が中心的な位置を占めた。
わが国では、地域コミュニティの活性化を志向する地域通貨に、地域コミュニティの活
性化と地域商業の活性化の両方を志向する地域通貨を加えると、全体の 70%以上を占めて
おり、地域コミュニティの再生に寄与(一部は、併せて地域商業の活性化にも寄与)しよ
うとして地域通貨を導入する傾向が強い。なぜ、地域コミュニティの活性化を志向する地
域通貨が多いのか。
わが国において高度経済成長が始まった 1955年から第 1次オイルショックが発生した
1973年までの高度経済成長期に「人口の大移動」が起き、それに伴って社会不安が増大し
た。家族の崩壊や地域コミュニティの弱体化により、「従来のインフォーマルなセーフテイ
ネットワークの役割を果たしていた多種多様なつながりや紳j も失われるようになったこ
とで、地域コミュニティの再構築が求められようになった。 r(地域)コミュニティの復権
が声高に叫ばれるのには、それなりの必然性がある J と考えられる。 rw公的なもの~ (=公
助)、『私的なもの~ (=自助)、『共的なもの~ (=共助)に起きている質的な変化を見据え
たうえで、『生活の共同』から立ち上がる(地域)コミュニティを想到するJ必要があり、
rw共的なもの』に根ざす(地域)コミュニティのありょうが関われているJ(吉原[2011]p.2)
のである。
地域コミュニティの再生、活性化を志向するには、前述したコミュニティ・ソリューシ
ョンに基づくソーシヤル・キャピタルの形成及び強化が求められる。具体的な取り組みと
して地域通貨の導入が考えられた。地域通貨は、「人々が自分たちの手で作る、一定の地域
でしか流通しない、利子のつかないお金Jであり、その特徴として次の6点をあげること
ができる。このうち、 a""'cが地域商業の活性化、 d""'fが地域コミュニティの活性化に
関係している(西部[2002]pp. 16-17)。
a .信頼を基盤とした互酬的交換
b.域内循環による地域経済の自律的な成長確立
c. ゼロないし負の利子によるそノ・サービスの取引活性化
d. 非市場的サービスに対する多様な観点からの評価システム導入による活性化
e. さまざまなNGO (非政府組織)、 NPOのネットワーク化への理念・枠組み提示
f.協同や信頼構築によるコミュニケーション確立
地域通貨は、地域通貨を使う人々の聞に、「閉じ『地域』の中で相互に支え合う信頼と協
同の関係、を築き、そうした関係に基づいた友好的で対等なコミュニケーションを可能にす
るJことができる。市場で取引されていないボランティアサーピスや相互扶助活動も媒介
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することができるので、介護や福祉等のボランティアサービスにも活用できる(西部[2002]
p.18)。個々人が有している潜在的能力を顕在化し、相互利用することで、『地域やコミュ
ニティを経済、社会、文化等いろいろな面で活性化させ、新たな地域コミュニティを築く
ための『メディア~ (媒体)となりうるJ(西部[2002]pp.21-22)。したがって、地域通貨は、
「人と人をつなぎ、信頼と感謝をメッセージとして伝え、価値や関心を分かち合うための
コミュニティ形成ツールJ(西部[2002]p. 18) といえるのである。
地域通貨を導入すれば、会員間で種々の取引を行うなかで様々な結び付きが形成され、
相互信頼と自発的な協力関係が生まれやすいというソーシャル・キャピタルの形成が期待
される。地域コミュニティのソーシヤル・キャピタルを高めること、すなわち、良い地域コ
ミュニティを形成することで地域再生が期待できるとして地域通貨、特に、「地域コミュニ
ティ志向型Jの地域通貨、エコマネー型の地域通貨が注目され、支持を得て、多く導入さ
れるようになったと考えられる。
2. わが国の地域通貨の現況一地域通貨発行団体の実態調査結果
本節では、山崎茂と木村和彦の r2008年 7'" 10月調査J(W地域通貨全リスト』に掲載さ
れている地域通貨 629件のうち、 235件を対象に行った。有効回収数 77件、有効回収率
32.8%) を基にして、全国で運用されている地域通貨の現況をみることにする。
( 1 )地域通貨発行団体のプロフィール
1 )地域通貨の実施主体
回答のあった地域通貨発行団体の実施主体は、表Eー 7のとおりである。これによると、
草の根市民団体(協議会を含む)が 39.0%(30件)、 NPO法人が 27.3%(21件)と、両
者で全体の 3分の2近くを占めた。
表m-7地域通貨の実施主体
回答数
割合 I 27.3 I 39.0 
(注)1.実施主体の明細は表Eー2参照。
2.各項目の割合の算出に際し、小数点第2f.立を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁
で表示しているため、各項目の割合の計と合計は一致しなし、
行政(都道府県、市区町村)は 13.0%(10件)、その他(商庖街、財団法人、企業等)
は 10.4%(8件)あった。経済団体(商工会、商工会議所等)と社会福祉協議会(地区社
協を含む)は、それぞれ 5.2%(4件)にとどまった。
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2) 地域通貨の実施目的
地域通貨の実施目的別にみると、①の地域コミュニティ志向型が 41.6% (32件)と最も
多く、③のプロジェクト志向型は 18.2%(14件)であった。②の地域商業活性化志向型は
5.2% (4件)にとどまった。一方、「①+②J(地域コミュニティ志向型と地域商業活性化
志向型の両方志向)の併用型は 35.1%(27件)と全体の 3分の 1を占めた(表皿-8)。
表m-8地域通貨の実施目的
41.6 I 5.2 I 18.2 I 35.1 
(注)各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点以下の桁数を
1桁で表示しているため、各項目の割合の計と合計は一致しな~'o
実施主体別に地域通貨の実施目的をみると、草の根市民団体(協議会を含む)は、①の
地域コミュニティ志向型が 50.0%と半数を占め、「①+②J(地域コミュニティ志向型と地
域商業活性化志向型)の併用型の 36.7%を大きく上回った。社会福祉協議会は、①のタイ
プが 75.0%にも達した。 NPO法人は、①のタイプ (38.1%) よりも、「①+②Jの併用
型が 42.9%と多かった。行政では、③のプロジェクト志向型が 60.0%と突出していた。経
済団体は、①と②のタイプが 50.0%で、同率だった。その他は、「①+②jの併用型が 50.0%
を占めた(表ID-9)。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認められた(p<.01)。
表m-g地域通貨の実施目的(実施主体別}
(単位:件、%)
① ② ③ ④ 
地峻コミュエティ 地域商業活性化 プロジェクト志向
①と②の併用型
合計
志向型 志向型 型
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
NPO法人 8 38.1 4.8 3 14.3 9 42.9 21 100.0 
草の根市民団体 15 50.0 3.3 3 10.0 11 36.7 30 100.0 
社会福祉協議会 3 75.0 。0.0 。0.0 25.0 4 100.0 
行政 2 20.0 。0.0 6 I 60.0 2 20.0 10 100.0 
経済団体 2 50.0 2 50.0 。0.0 。0.0 4 100.0 
その他 2 25.0 。0.0 2 I 25.0 4 I 50.0 8 100.0 
全体 32 41.6 4 5.2 14 18.2 27 35.1 77 100.0 
(出所)山崎・木村[2009a、p.51を修正加筆。
(注)1.各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で表示し
ているため、各項目の割合の計と合計は一致しない。
2.χ'(15. N=77) =35.79， p=.OO<.Ol 
近年増加する傾向にある「①+②」の併用型について、地域コミュニティ志向型と地域
商業活性化志向型のうち、どちらの性格が強いかをみた。「地域コミュニティ志向型の性格
の方が強い」は 48.1%(13件)、「どちらも同じ程度Jは 44.4% (12件)となっており、
地域コミュニティの活性化を重視する傾向がやや強い(表皿-10)。
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「①+②Jの併用型について、当初の実施目的をみたところ、「当初は、どちらも同じ程
度であった」が 51.9%と半数を占めた。「当初は、地域コミュニティ志向型の性格が強か
ったJは22.2%、「当初は、地域コミュニティ志向型のみJは 18.5%であった。「当初は、
地域商業活性化志向型のみJと「当初は、地域商業活性化志向型が強かったJはいずれも
3.7%にとどまった(表ill-ll)。
したがって、「①+②」の併用型の地域通貨は当初、地域コミュニティ志向型と地域商業
活性化志向型を同程度重視する方向で出発したが、現在では、地域コミュニティ志向型を
やや重視する傾向にある。
表m-10r①+②Jの併用型地域通貨の性格
地域コミュニティ志向型の性格の方が強い
地域商業活性化志向型の性格の方が強い
どちらも同じ程度 I 12 
合計 I 27 
(注)各項目の割合の算出に際し、小数点第説立を四捨五入し、
小数点以下の桁教を1桁で表示しているため、各項目の
割合の計と合計は一致しない。
表四一1 r①+②』の併用型地織通貨の当初の目的
(単位:件、%)
回答数 割合
当初は、地域コミュニアィ志向型のみ 5 18.5 
当初は、地域商業活性化志向型のみ 1 3.7 
当初は、地域コミュニアイ志向型が強かった 6 22.2 
当初は、地域商業活性化志向裂が強力りた 1 3.7 
当初は、どちらも同じ程度であった 14 51.9 
』園目 合計 27 100.0 
「当初は、地域コミュニティ志向型のみjであった地域通貨が、「①+②jの併用型にな
った「きっかけ」として、全てが「地域通貨の流通を促進するためJとした (100.0%)。
「商庖街等の地域商業を活性化するため」は 40.0%であった(表皿-12)。当初、地域コ
ミュニティ志向型であった地域通貨は、商店等を巻き込んで地域通貨の流通促進を図ろう
として、「①+②」の併用型になったと考えられる。
表Eー12地域コミュニティ志向型が「①+②Jの併用型になった「きっかけJ
(単位:件、%)
回答数 割合
地域通貨の流通を促進するため 5 100.0 
商庖街等の地域商業を活性化するため 2 40.0 
行政や商工会・商工会議所から依頼されたため 20.0 
商j苫街や事業者から依頼されたため 。 0.0 
その他 I 20.0 
(注)複数回答。
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( 2 )地域通貨の形態
地域通貨の形態(複数回答)は、「紙幣方式Jが 76.3%(58件)と、全体の4分の 3近
くを占めた。「口座(通帳)方式Jは 17.1%(13件)0 rその他Jは 9.2%(7件)、 r1 C ・
住基カード方式Jは6.6%(5件)、「手型方式Jは 2.6%(2件)にとどまった(表Eー13)。
地域通貨の実施目的別にみても、「紙幣方式Jが中心であった。①の地域コミュニティ活
性化志向型で 77.4%、③のプロジェクト志向型で 78.6%、「①+②Jの併用型で 77.8%と
なった。②の地域商業活性化志向型では 50.0%にとどまった。 r1 C・住基カード方式j
は、②の地域商業活性化志向型で 25.0%、③のプロジェクト志向型で 21.4%あった。「①
+②」の併用型で 3.7%にとどまり、①の地域コミュニティ志向型では皆無。カイ 2乗検
定を用いて検定した結果、r1 C・住基カード方式jについて有意差が認められた(p<.05)。
その他の項目については有意差が認められなかった 6) (p >.05)。
表m-13地域通貨の形館(実施目的別)
紙幣方式
口座(通帳)方
式
回答数 割合 回答数 割合
① 地続コミュニティ志向型 24 77.4 61 19.4 
② 地場商業活性化志向型 21 50.0 1 25.0 
③ プロジェクト志向型 11 78.6 21 14.3 
@ ①と②の併用型 21 77.8 41 14.8 
全体 58 76.3 131 17.1 
(注)1.複数回答である。
2. x 2検定は、回答選択肢ごとに行った。
紙幣方式:x'(3. N=76) =1.62. p=.65 n.s. 
口座(通帳)方式:χ'(3，N=76) =0.46， p=.93 n.s. 
手形方式:が(3，N=76) =3.73， p=.29 n.s. 
IC・住基カード方式:が(3，N=76) =9.78， p=.02く.05
その他:が(3，N=76) = 1.09， p=.78 n.s. 
(単位:件、%)
手形方式
IC・住基カー ド
その他 合計方式
回答数 割合 回答数 割合 閲答数 割合 回答数 割合
01 0.0 01 0.0 41 12.9 31 
01 0.0 1 25.0 。0.0 4 
01 0.0 31 21.4 l 7.1 141 -
21 7.4 1 3.7 2 7.4 27 
21 2.6 51 6.6 7 9.2 76 
紙幣方式の地域通貨を扱う団体に対し、その長所と短所について回答してもらった(複
数回答)。
紙幣方式の長所として、「現金に似た使用感覚があるJが 67.9%(38件)、「不特定多数
の方が利用しやすしリが 64.3%(36件)、と突出していた。「簡便で匿名性が高い」は 44.6%
(25件)、「商庖等事業者が利用しやすいj は41.1 % (23件)であった(表皿ー14)。
地域通貨の実施目的別にみると、「現金に似た使用感覚があるJは、「①+②j の併用型
で 75.0%、③のプロジェクト志向型で 72.7%と、両タイプで最大となった。①の地域コミ
ュニティ志向型では、「現金に似た使用感覚がある」は 56.5%で、「不特定多数の方が利用
しやすいj が 69.6%と上回った。「商庖等事業者が利用しやすいJは、「①+②Jの併用型
で 60.0%を占めた(②の地域商業活性化志向型は、回答数が僅少なためコメント省略)。
カイ 2乗検定を用いて検定した結果、「商店等事業者が参加しやすいjについて有意差が認
められた (p<.05)。その他の項目については有意差が認められなかった (p>.05)。
短所は、「流通経路の補足が難しいj が 42.3%(22件)と最も多く、地域通貨の流通状
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況を把握する際の難しさが指摘された。「偽造されやすしリは 15.4%(8件)、「通貨の管
理に場所をとるJは 13.5% (7件)あった。「特にないj とする回答も 36.5%(19件)を
占めた(表ill-15)。
地域通貨の実施目的別では、③のプロジェクト志向型を除いた全てのタイプで、「流通経
路の捕捉が難しいJが最も多くあげられた(②のタイプはコメント省略)。③のプロジェク
ト志向型では、「特にないJが 54.5%と半数を超えた。カイ 2乗検定を用いて検定した結
果、全ての項目について有意差が認められなかった (p>.05)。
表Eー14紙幣方式の長所(実施目的別)
簡便で匿名性
が商い
回答数 割合
① 地域コミュニティ志向型 11 47.8 
② 地域商業活性化志向型 11 50.0 
③ プロジェクト志向型 41 36.4 
@ ①と②の併用型 91 45.0 
全体 25 44.6 
(出所)山崎・木村[2∞9b、p.70]を修正加筆。
(注)1.複数回答である。
2. x2検定l士、回答選択肢ごとに行った。
不特定多数の
方訪朝l用しゃ
すい
問答数 割合
16 69.6 
21100.0 
51 45.5 
13 65.0 
36 64.3 
簡便で匿名位が高い:x' (3， N=56) =0.42， p=.93 n.s. 
現金に似た使
用感覚がある
回答数 割合
13 56.5 
2 1 00.0 
8 72.7 
15 75.0 
38 67.9 
不特定多数の方治部j用しやすい:x' (3， N=56) =3.09， p=.38 n品
現金に似た使用感覚埠泌る:x' (3， N=56) =2.89， p=.41 nふ
商庖等事業者品奇利用しやすい.χ'(3，N=56) =8.83， p=.03<.05 
その他.が(3，N=56) =3.80， p=.28 n.s. 
表m-15紙幣方式の短所(実飯田的別)
商唐等事業者
が利用しやす
b、
回答数 割合
6 26.1 
21 100.0 
3 27.3 
12 60.0 
23 41.1 
通貨の管理に 流通経路の捕 偽造されやす
場所をとる 鍵が難しい b、
その他 特にない
回答数 割合 回答数 割合
2 8.7 。0.0 。0.0 。0.0 
2 I 18.2 。0.0 。0.0 。0.0 
4 7.1 。0.0 
その他 特にない
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
① 地域コミュニティ志向型 2 10.0 10 50.0 
② 地域商業活性化志向型 。0.0 50.0 
③ プロジェクト志向型 2 18.2 3 I 27.3 
④ ①と②の併用型 3 15.8 8 I 42.1 
全体 7 13.5 22 42.3 
(注)1.複数回答である。
2. X2検定は、回答選択肢ごとに行った。
通貨の管理に場所をとる:X 2{3， N=52) =0.82， p=.85 n.s. 
流通経路の捕捉が難しい:が(3，N=52) =1.55， p=.67 n.s. 
偽造されやすい:χ2{3，N=52) =4.31， p=.23 n.s. 
その他:x 2{3， N=52) =6.09， p=.ll n.s. 
特にない:が(3，N=52) =2.91， p=.41 n.s. 
( 3 )地域通貨の流通範囲
31 15.0 3 15.0 7 1 35.0 
50.0 50.0 。0.0 。0.0 2 18.2 61 54.5 
4 1 21.1 。0.0 6 I 31.6 
8 I 15.4 6 11.5 19 36.5 
(単位:件、%)
合計
回答数 割合
23 
2 
11 
20 
56 
{単位:件、%)
合計
回答数 割合
20 
2 
11 
19 
52 
地域通貨の流通範囲をみると、「市区町村内Jが 46.1%(35件)と半数近くを占めた。
以下、「市区町村を含む地域Jが 17.1%(13件)、「その他」が 14.5%(11件)、「都道府県
内Jが 10.5%(8件)となった。生活圏の最小単位といわれる「小学校区内Jは9.2%(7 
件)、地区社協の単位である「中学校区内j は 2.6% (2件)にとどまった(表ill-16)。
地域通貨の実施目的別では、「市区町村内Jの割合は、②の地域商業活性化志向型で
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75.0%と突出して高かった。③のプロジェクト志向型でも 55.6%と半数を超えた。①の地
域コミュニティ志向型は 35.5%、「①+②Jの併用型は 42.9%と、全体平均の 46.1%を下
回った。「小学校区内j は、①の地域コミュニティ志向型が 16.1%と、他のタイプに比べ
て多かった。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差は認められなかった (p>.05)。
表Eー16地域通貨の流通範囲(実徳目的別)
小学校区 中学校区 市区町村内
回答数 割合 回答数 割合 回答数
① 地域コミュニティ志向型 5 I 16.1 1 3.2 
② 地域商業活性化志向型 。0.0 。0.0 
③ プロジェクト志向型 1 3.7 。0.0 
④ ①と②の併用型 l 7.1 1 7.1 
全体 7 9.2 2 2.6 
(注)χ2(15，N=76) =11.42， p=.72 n.s. 
( 4 )地域通貨の商庖等での買物利用状況
1 )商庖等での買物利用割合
1 
3 
15 
6 
35 
割合
35.5 
75.0 
55.6 
42.9 
46.1 
(単位:件、%)
市区町村を含む
都道府県内 その他 合計地域
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
4 12.9 3 9.7 7 I 22.6 31 100.0 
1 25.0 。0.0 。0.0 4 1100.0 
6 22.2 3 I 11.1 2 7.4 27 100.0 
2 14.3 2 I 14.3 2 I 14.3 14 100.0 
13 17.1 8 I 10.5 1 14.5 76 100.0 
地域通貨の商厨等での買物利用状況をみると、「利用できるj が63.8%(44件)、「利用
できないJが36.2%(25件)となった。買物代金への利用割合については、 rlOO%Jと全
額買物代金に利用できるという回答が 30.4%(21件)を占めた。割引券型地域通貨の典型
といえる r5 "-'20%未満Jも同率の 30.4%(21件)であった。 r20"-50%未満Jと r80%
~ほぽ 100%Jは1.4% (1件)にとどまった(表m-17)。
地域通貨の実施目的別では、①の地域コミュニティ志向型で「利用できないJが 70.4%
と突出していた。「①+②」の併用型では「利用できないJが 12.0%と少なく、 r100%J
が56.0%と半数を超えた。 rS"-20%未満Jも32.0%あった。③のプロジェクト志向型では
r 5 "-20%未満Jが53.8%と半数を超え、 r100%Jも30.8%あった。②の地域商業活性化
志向型は分散した。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認められた (p<.01)。
表m-17地域通貨での買物利用割合{実飽目的別}
(単位:件、%)
利用できない 5-20%未満 20-50%未満 80-ほぽ100% 100首 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
① 地域コミュニティ志向型 19 70.4 5 18.5 l 3.7 。 0.0 2 7.4 27 100.0 
② 地域商業活性化志向型 1 25.0 l 25.0 。 0.0 25.0 l 25.0 4 
③ プロジェクト志向型 2 15.4 7 53.8 。 0.0 。 0.0 4 30.8 13 
@ ①と②の併用型 3 12.0 8 32.0 。 0.0 。 0.0 14 56.0 25 100.0 I 
全体 25 36.2 21 30.4 1 1.4 1 1.4 21 30.4 69 100.0 I 
{注)1. r50-80%未満Jはデータが皆無のため、除外する。
2.各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で表示しているため、各項目の割合の
計と合計は一致しなb、。
3. x 2(12， N=69) =46.01， p=.OOく.01
49 
2) 買物できる商庖数
買物できる商盾数については、 f25庖以下Jが45.5%(20件)と最も多かった。これに
f26'"'-' 50庖J(18.2%、8件)を加えると、全体の3分の 2近くを占めた。 f51'"'-'75厨」と
f101庖以上」は 15.9% (7件)、 f76'"'-'100庖Jは 4.5% (2件)であった(表皿-18)。
地域通貨の実施目的別にみると、①の地域コミュニティ志向型ではf25庖以下Jが87.5%
と突出していた。他のタイプでは、 f25庖以下Jは 30%台であった。カイ 2乗検定を用い
て検定した結果、有意差は認められなかった (p>.05)。
表m-18地滋通貨で買物できる荷庖数(実施目的別)
(単位:件、%)
25庖以下 26-50庖 51-75底 76-1ω唐 101唐以上 合計
回答数 苦手冶 回答数 書評措 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
① 地域コミュニアイ志向型 7 87.5 。 0.0 。 0.0 。 0.0 12.5 8 100.0 
② 地峻商業活性化志向型 I 33.3 。 0.0 33.3 。 0.0 33.3 3 100.0 
③ プロジェクト志向型 4 36.4 4 36.4 2 18.2 。 0.0 9.1 11 lω.0 
@ ①と②の併用型 8 36.4 4 18.2 4 18.2 2 9.1 4 18.2 22 100.0 
全体 20 45.5 8 18.2 7 15.9 2 4.5 7 15.9 44 Iω.0 
(注)1.各項目の曾j合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で表示しているため、各項目の割合の
計と合計は一致し3刷、
2・X2(12.N=44) =12.78. p=.38 n.s. 
3)地域通貨の換金の有無
地域通貨の換金の有無については、「換金できないJが60.5%(26件)と多く、「換金で
きるJは39.5%(17件)であった(表面一19)。換金できる場合でも、「誰でも換金できる」
は 4.7% (2件)と少なく、「商庖等事業者のみ換金できるJが 34.9%(15件)を占めた
(r(換金)手数料が必要Jは 9.3%(4件)、 f(換金)手数料は不要jは25.6%(11件))。
地域通貨の実施目的別にみると、「換金できないJとする割合は、①の地域コミュニティ
志向型で 87.5%にも達した。③のプロジェクト志向型と②の地域商業活性化志向型も、そ
れぞれ 70.0%、66.7%と高かった。「①+②Jの併用型は 45.5%と、他のタイプに比べて
少なかった。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差は認められなかった(p >.05)。
表m-19地域通貨換金の有無(実施目的男1)
(単位:件、%)
商唐等事業者のみ 商底等事業者のみ 雄前換金できる 綾でも換金できる
換金できない 換金できる(手数 換金できる(手数 合計
料が必要) 料は不要) (手数料が必要) (手数料は不要)
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 1¥治 回答数 割合
① 地峻コミュニティ志向型 7 87.5 。 0.0 1 12.5 。 0.0 。 0.0 B 100.0 
② 地織商業活性化志向型 2 66.7 。 0.0 l 33.3 。 0.0 。0.0 3 100.0 
③ プロジェクト志向型 7 70.0 。 0.0 3 30.0 。 0.0 。 0.0 10 100.0 
@ ①と②の併用型 10 45.5 4 18.2 6 27.3 4.5 l 4.5 22 100.0 
全体 26 60.5 4 9.3 1 25.6 2.3 1 2.3 43 100.0 
(注)X 2(12. N=43) =8.39. p=.75 n.s. 
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( 5 )地域通貨への参加者・参加団体数の推移
1 )地域通貨への参加者数
地域通貨への参加者数を直近期、 3年前、 5年前別にみた(比較時期で、回答数は異な
る)。地域通貨への参加者数の推移を中央値(平均値は、最小値や最大値により大きく変動
する)によりみると、 5年前の 70.5人から 3年前は 120人、直近期は 147.5人と年を追う
ごとに増えている(表Eー 20)。地域通貨への参加者・地域住民間においてどのような関係
が構築されたかはケーススタディ的にあたらないとわからないが(ケーススタディは、N.
~v. を参照)、参加者数が増えていることは地域通貨が地域社会に広まりつつあることを
示しているといえる。
各団体の参加者数を直近期でみると、 r49人以下Jが 22.4% (13 件)、 r50~99 人以下j
が 10.3% (6 件)あり、 99 人以下の団体が全体の 3 分の 1 近くを占めた。 r100~199 人以
下Jが 24.1%(14 件)、 r200~499 人以下J が 19.0% (11件)、 r500人以上Jが24.1%(14 
件)あった。地域通貨の参加者規模に相当な格差がみられた。
表m-20地場通貨参加者数の推移
(単位:件、%、人)
直近期 3年前 5年前
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
49人以下 13 22.4 9 19.1 12 37.5 
50-99人以下 6 10.3 10 21.3 6 18.8 
100-199人以下 14 24.1 15 31.9 5 15.6 
200-499人以下 11 19.0 5 10.6 6 18.8 
500人以上 14 24.1 8 17.0 3 9.4 
合計 58 100.0 47 100.0 32 100.0 
最小値 5 6 20 
最大値 14465 6500 8000 
範囲 14460 6494 7980 
平均健 1086.3 584.9 449.9 
標準偏差 2357.0 1447.5 1459.4 
中央値 147.5 120 70.5 
(出所)山崎・木村包009b、p.72]を修正加筆。
(注)各項目の割合の算出に際し、小数点第Z暗立を四捨五入し、小数点
以下の桁数をl桁で表示しているため、各項目の割合の計と合計
は一致Lな川
2)地域通貨への参加団体数
地域通貨に参加する団体数の中央値は、 5年前の 2.5団体から、 3年前は 10団体、直近
期は 22団体と増加した。主に地域住民からなる参加者に加えて、地域に所在する自治会や
NPOといった各団体の参加も増加したことがうかがえる(表皿-21)。この地域住民間や
地域団体聞のネットワークの広がりは、「ソーシヤル・キャピタルJといわれる緊密な関係
構築に繋がると期待できる。
直近期における地域通貨への参加団体数をみると、 r9団体以下Jが 38.9% (7件)と
全体の 40%近くを占めた。以下、 r30~49 団体以下j と r50 団体以上」が 22.2% (4件)、
r lO~29 団体以下J が 16.7% (3件)となった。参加者数と同様に、参加団体数も発行団
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体により大きな違いがみられた。
表m-21 地域通貨参加団体数の推移
(単位:件、%、団体)
直近期 3年前 5年前
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
9団体以下 7 38.9 7 46.7 6 75.0 
1O~29団体以下 3 16.7 4 26.7 12.5 
30~49団体以下 4 22.2 2 13.3 12.5 
50団体以上 4 22.2 2 13.3 。0.0 
合計 18 100.0 15 100.0 8 100.0 
最小値 1 1 1 
最大値 471 342 39 
範囲 470 341 38 
平均値 58.8 45.5 8.9 
標準偏差 113.4 93.6 13.4 
中央値 22 10 2.5 
(出所)山崎・木村[2009b、p.72]を修正加筆。
( 6 )地域通貨を継続実施するうえでの活動資金
山崎茂と木村和彦が全国の地域通貨実施団体に対して行った f2003年9"'10月調査jで
は、地域通貨を実施するうえでの問題点として、「スタップの不足J(46.5%、20件)、「活
動内容の情報発信不足J(37.2%、16件)に次いで、「活動資金の不足Jが34.9%(15件)
と多くあげられた(表皿ー22)。
地域通貨を行うには、地域通貨(特に、紙幣方式)の印刷費用に加えて、事務所の運営
費用や事務局機能を充実させるための有給スタップの確保費用等多額の資金が必要である。
活動資金、特に自主財源を確保するうえで、最も安定しているのは会費(入会金を含む)
であり、会員数の増大による自主財源の強化が求められる。
山崎茂と木村和彦の f2008年 7"'10月調査Jでは、地域通貨の活動資金として、 f10万
円未満Jが23.4%(11件)、 f10"'50万円未満」が 31.9%(15件)と、 50万円未満が半数
を超えた(表皿-23)。中央値は 40万円であった。自主財源(入会金・会費、寄付金、事
業収入)は、 flO万円未満Jが 40.4%(19件)、 f10"'50万円未満Jが27.7%(13件)050 
万円未満の団体が 68.1%と全体の 3分の 2を占め、中央値は 15万円(活動資金の中央値
の37.5%)であった。地域通貨を実施するうえで、活動資金を行政等からの補助金や助成
金に負うところが多くなる。
寄付金の確保は、わが国において「個人寄付の風土j が十分でなく、個人寄付に対する
税制の整備も遅れている関係で、個人から小口の寄付を受けるのに多くの労苦を伴う。個
人の寄付は多数の人に広く依存するものであり、年度により収入額が大きく増減すること
もなく、「ある種の安定J感がある。ミッションや活動状況をアピールすることで、「ミッ
ションを共有し、連帯を広げていける可能性Jも期待できる(島田[2005]pp.163-169)。
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表m-22地域通貨実施ょの問題点及び般大の問題点
(単位:件、%)
問題点 最大の問題点
回答数 割合 回答数 割合
活動資金の不足 15 
スタッフの不足 20 
知名度の不足 12 
信頼度の不足 4 
参加者数の不足 15 
参加者の高齢化 3 
活動内容の情報発信不足 16 
行政との連携不足 7 
参加商府数の不足 13 
他の団体との連携不足 9 
参加者聞の親睦 8 
使いづらい 6 
利用メニューの不足 12 
印刷費用が高い 2 
魅力の不足 13 
その他 5 
有効回答数 43 
{出所)大阪府立産業開発研究所[2004、p.86]。
(注)1.問題点は複数回答である。
34.9 4 
46.5 8 
27.9 3 
9.3 。
34.9 
7.0 2 
37.2 5 
16.3 1 
30.2 2 
20.9 。
18.6 
14.0 
27.9 
4.7 。
30.2 
11.6 4 
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2.最大の問題点の各項目の割合の算出に際し、小数点第Z位を
四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で表示しているため、各
項目の割合の計と合計は一致しない。
表m-23地域通貨の活動資金と自主財源
(単位:件、%、千円)
活動資金 自主財源
回答数 割合 回答数 割合
100千円未満 1 23.4 19 40.4 
100~500千円未満 15 31.9 13 27.7 
500~1000千円未満 7 14.9 8 17.0 
1000千円以上 14 29.8 7 14.9 
合計 47 100.0 47 100.0 
最小値 4 。
最大値 7178 7178 
範閤 7174 7178 
平均値 942.7 679.4 
標準偏差 1435.2 1376.5 
中央値 400 150 
(出所)山崎・木村[2009b、p.72]を修正加筆。
3. わが国の地域通貨の実践事例
11.8 
23.5 I 
8.8 
0.0 
2.9 
5.9 
14.7 
2.9 
5.9 
0.0 
2.9 
2.9 
2.9 
0.0 
2.9 
11.8 
100.0 
わが国の地域通貨は、その実施目的により、①地域コミュニティ志向型、②地域商業活
性化志向型、③プロジェクト志向型のほか、「①+②Jの併用型に分類されることは前述し
たとおりである。本節では、各類型別に代表的な地域通貨の状況をみることにする(ただ
し、「未杜J(NP 0法人丹波まちづくりプロジェクト)と「げんきJ(N PO法人地域通貨
ねやがわ)はケーススタディとしてとりあげている。詳細はIV. """V.参照)。
( 1 )地域コミュニティ志向型
1 )クリン (NPO法人くりやまコミュニテイネットワーク)
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① 導入の背景
北海道栗山町は人口 1 万 3340 人 (W国勢調査~ 2010年 10月 1日)ほどの小さな町だが、
「栗山町立北海道介護福祉学校Jを運営するなど「福祉のまち」をめざした政策に積極的
に取り組んでいる。隣近所の付き合いや助け合いの風習が薄れる傾向にあったことから、
川口孝太郎町長(当時)がエコマネーの提唱者である加藤敏春を招いて講演会を行った。
1999年 7月には行政主導で、くりやまエコマネー研究会(現NPO法人くりやまコミュニ
テイネットワーク)を立ち上げた 7)。
② 流通範囲
2000年 2月 1日から 3月 31日までの 2ヵ月間、第 1次流通実験を行い、同年9月 1日
"""11月 30日に第 2次流通実験、 2001年 9月 29日"""2003年 3月 31日には最終実験として
第 3次流通実験を行った(参加者は第 1次が 256人、以後 553人、 767人と増加)。本格運
用は、 2003年 5月 1日であった。 2007年 10月 15日からは、栗山町内の 5人以上のグルー
プ(団体)での参加を認め、サービスは原則として 1時間以内とする等の変更を行った。
くりやまエコマネー研究会は、流通実験時に顕在化した課題を次回流通実験時までに解
決することでシステム運用の改善に努めた。 第 1次流通実験では、参加者は「できること
や、してもらいたいこと」を記載した「サービスメニュー表Jをみて、サービスの提供を
受けたい人が直接電話で依頼する方式(相対方式)をとっていた。しかし、知らない人に
直接電話で依頼しづらいという苦情が多く寄せられたため、第2次流通実験ではモデル地
区を設定して、参加者間の仲介を行う「地域コーディネーターJ制度を導入した。第3次
流通実験では「コーディネーターJ制度を全面的に採用した。サービスメニュー表を管理
する手聞を省くために参加者情報をデータベース化するとともに、提供者の抽出等コーデ
ィネーターのマッチング作業軽減に役立つ「エコマネー支援システムj導入も行った。
商庖街との関係では、第2次流通実験以降、「エコポイントJ制度を導入した。エコポイ
ントとは、商業施設での買物の際に「レジ袋不要Jr包装不要Jの顧客に 1ポイントのエコ
ポイントを与え、 10ポイント貯まるとその場で 1000クリンと交換できるものである(第
3次流通実験時に、 5ポイント貯まると 500クリンと交換できるように変更)。ポイントを
発行する協賛庖(第2次流通実験時は町内の食品スーパー 7庖舗、第 3次流通実験時は食
品スーパー 5庖舗のほか、コンビニエンスストア 5庖舗、商府街 48庖舗の合計 58庖舗)
からは 1ポイントにつき 2円が寄付され、環境美化運動に活用された。商!苫街においては、
「エコマーク商品j を購入した場合にもエコポイントがもらえるようにした。
③ 通貨の発行方法
クリンは紙幣方式を採用しており (100クリン、 500クリン、 1000クリンの 3種類)、 1
時間のサービスで 1000クリン、 30分で 500クリンを支払う(換金不可)。
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④ その他
クリンは、エコマネー型地域通貨の第 1号として実施された。 2002年 8月には、「第 1
団地域通貨国際会議Jが世界に先駆けて栗山町で開催された 8)。
エコマネー型地域通貨の代表的存在であったクリンは、 2011年 10月 31日をもって活動
を終了し、 2012年3月 31日にはNPO法人の解散に至った 9)。
2) かもン(おの地域通貨研究グループ→おの地域通貨「かもンJ)
① 導入の背景
1999年 2月 7日に小野市の市長に就任した蓬莱務市長は、停滞状況にあった地域を活性
化するには市民の力を引き出すことが必要と考えた。(社福)小野市社会福祉協議会に設け
られていたボランティアセンター以外に、市民活動支援センターを新設し、市民活動の積
極的な展開を志向した。中央公民館(現市民会館)の館長に、市民活動に造詣の深い兵庫
県職員を招聴した。新館長は、 2002年度に「地域通貨入門講座」を開催した。この講座を
受講した市民が、エコマネー型地域通貨を利用して地域コミュニティの活性化に寄与しよ
うと、 2003年4月 1日に「おの地域通貨研究グ、ループJ(2006年 4月 1日に「おの地域通
貨『かもン~J に変更)を立ち上げた。参加者は 20 人(うち 1 人は、小野市社会福祉協議
会職員)であった 10)。
② 流通範囲
地域通貨名は、シベリアから飛来する鴨池の「鴨」と、「みんなやって来てjの「カモー
ン」から、「かもンJと名付けられた。おの地域通貨研究グループでは、 fできることや、
してほしいことJを記載した「サービスメニュー表Jに基づいて、サービスの利用希望者
がサービスの提供者に直接依頼する方式(相対方式)を採用している。提供した場合は、
通帳に「プラス」を、提供を受けた場合は「マイナスj を記入する。活動の目安は、 1回
のサービス提供で 100かもンとしているが、当事者同士の取り決めを基本としており、サ
ービス価格はまちまちであった。送迎の場合は、別途、ガソリン代実費相当分として r1 
km当たり 20円Jを現金で支払う。有効期限は 1年問。
助け合い活動は、会員間で野菜の提供、車での送迎、買物の代行等を行う。会員数が少
なく、活動も活発で、はなかった。助け合い活動を積極的に行っている会員ほど点数が貯ま
り、貯まった点数の使い道に困るという傾向がみられた。地域通貨活動を活発化しようと、
2010年度 (2010年 4月 1日""20 11年 3月 31日)に、通帳型から紙幣型に改め、活動の目
安となる「たすけあい活動の対価表」も定めた。これを機に、新たに助け合い活動を利用
する「利用会員Jを募集し、助け合い活動を行う会員を「活動会員j として区別した。
紙幣型への変更により、謝礼を確実にできる、助け合い活動を頼みやすいという効果が
生まれた。対外的な信用力も増し、「かもンJを扱う賛助庖(小売庖、飲食厨)は、従前の
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2底舗から 14J吉舗に増加した ll)。活動総数(活動延べ人数)は 2009年度の 514人から
2010年度は 988人に増加し、 2011年度は 2月末の実績で 1615人に達している。会員数も
通帳型を採用していた 2009年度の活動会員 33人、団体会員 5人(団体)の合計 38人から、
2010年度に活動会員 47人、利用会員 27人、団体会員5人(団体)の合計 79人となり、
2011年度には活動会員 54人、利用会員 31人、団体会員 5人(団体)、合計 90人に増大し
ている。
③ 通貨の発行方法
当初、通帳型を行っていたときは、有効期限を 1年としていた。紙幣型を採用した後は、
6ヵ月に変更した。おの地域通貨「かもン」では、未回収枚数を中心に地域通貨を管理し、
未回収枚数対応分の預金残高を有することで、必要資金を担保している。
「たすけあい活動の対価表」によれば、通帳型当時、中心となっていた『野菜の提供j
は活動会員のみ認めており、 1品で 100かもンとしている。「車での送迎Jは 30分単位で、
利用会員は 300かもン、活動会員なら 200かもン(いずれも別途、ガソリン代が必要)0r買
物代行・同行Jは 30分単位利用会員は 300かもン、活動会員は 200かもンとしている。換
金は賛助庖のみ認めている。
④ その他
おの地域通貨「かもンj では、会員同士が顔を合わせる機会を増やすことに苦心してい
る。お雛様づくりやパンづくり等で会員が交流する場「おしゃべりサロンj を年8回行う
ほか、「かもン井戸端会議」を年2回実施している。 2ヵ月に 1回の割りで情報紙「かもン
だより」を配布する等積極的な活動を行っている。
「かもンJは当初、エコマネー型地域通貨として運営していた。会員数は少なく、活動
も活発ではなかった。地域通貨の形態を通帳型から紙幣型に変更し、商庖を取り込む「ダ
ブル・ボトム・ライン型j 地域通貨とすることで、会員数を増大させ、流通範囲を拡大し
ている。
( 2 )地域商業活性化志向型
1 )ひなもも(吉井町商工会→うきは市商工会吉井支所)
① 導入の背景
福岡県吉井町(現うきは市吉井町)では、人口減と高齢化の進行が喫緊の課題となって
いた 12)。吉井町商工会は 2003年度に、浮羽町(現うきは市浮羽町)と田主丸町(現久留
米市田主丸町)の商工会を巻き込んで、地域自立型のまちづくりによる活性化をめざして
「浮羽 3町未来創造ネットワーク事業Jに取り組み、 5事業のーっとして f地域通貨の仕
組みづくりと運用の研究事業Jを実施した。地域通貨により「地域社会の中での世代間交
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流やボランティア交流、商店街と地域生活者の関係強化等Jを推進しようとするもので、
吉井町商工会の単独事業として行うことが決定された(吉井町商工会[2004J)。
② 流通範囲
地域通貨の目的を「地域の浮揚と商庖街の活性化Jとし、商庖街等での買物代金を全て
地域通貨で支払えるようにした。地域通貨名は、地域の伝統行事である「おひなさまめぐ
りJと「ももの節句」から「ひなもも」に、単位は rB 1 N AJにした。 2004年2月 15
日より運用を開始した。地域通貨への参加事業者は 105庖舗。参加は吉井町商工会会員に
限定し、会員の 18.6%が参加した。業種構成は多様で、小売庖を始め、飲食底、タクシー
会社、ガソリンスタンド等からなる。
吉井町では、職員の賞与のうち 1万円分を地域通貨で支給していた。合併後のうきは市
も、 2006年の敬老の日に「福祉通貨J(敬老祝金券)を発行 (645万6千円)し、地域通貨
に補助金を出すなど、地域通貨の利用拡大に支援を行った。吉井町商工会も、商工会が行
うイベントや吉井町体育協会が行うママさんバレー等行事の参加賞に地域通貨を配布する
等により、地域通貨の利用拡大に努めた。
③ 通貨の発行方法
地域通貨は紙幣方式で、 100B 1 N A ( 100円相当)と 500B1 N A (500円相当)の 2
種類がある。有効期限は6ヵ月。地域通貨裏面には広告等を印刷できる。地域通貨を受け
取った事業者は、吉井町商工会が設置する「両替屋Jで、毎月第2・4火曜日に換金でき
る(換金手数料は不要、発行後3ヵ月間は換金不可)。
2006年 12月9'"'-'10日には、現金 5000円で 5500B1 N Aが購入できる「プレミアムひ
なももJを発行した。この地域通貨は、共通商品券のーっとして位置づけられる。
④ その他
「ひなももjは、地域コミュニティのボランティア交流を理念のーっとして実施したが、
共通商品券としての性格が強く反映した結果となった。
吉井町と浮羽町が 2005年3月 20日に合併したことに伴い、両町の商工会も 2008年4月
1日に合併して「うきは市商工会j となった。地域通貨は、全市的な動きとはならず、う
きは市商工会吉井町支所管内での取り組みにとどまっている。
2) もーりー(守山商工会議所)
① 導入の背景
滋賀県守山市では、琵琶湖南部地域における都市間競争の激化により、地元購買率が
2001年度において 63.6%と、 1995年度の 71.6%より 8.0ポイント低下した((財)滋賀県
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産業支援プラザ[2002])。守山市と守山商工会議所は、地域通貨の発行による地域商業の活
性化で地元購買率の向上を志向した。地域通貨の財源は、守山市が 2003年度より行ってい
た「住宅リフォーム事業J(市内の施工業者に依頼した住宅リフォーム費用の 10%を助成、
最高限度額 150千円。耐震工事を併せて行う場合の最高限度額は 200千円。いずれも助成
金は銀行預金への振込)に着目した。守山市が行った「住宅リフォーム支援金の利用方法
に関する調査Jにおいて、「そのまま銀行預金に入れている」という回答が相当数にのぼっ
たため、住宅リフォーム事業の助成金を銀行振り込みから、地域通貨の交付に変更した 13)。
② 流通範囲
地域通貨「もーりー」は、 2004年 5月 10日から約 5年間実施することとなった。地域
通貨の名称は一般公募で決定。地域通貨の利用範囲は、買物代金の一定部分だが、大型屈
でも利用可能なことが他の多くの地域通貨と異なる。取扱庖舗数は導入当初の 2004年 6月
25日で 281庖舗(うち小売店 113庖舗)、 2年後の 2006年 7月 31日には 367庖舗(同 146
底舗)に増加した(小売庖は、いずれも全体の約4割)。
地域通貨の発行額は、 2004年度が 55，788千円、 2005年度が 52，977千円、このうち守山
市関係分が前者 33，009千円、後者 35，593千円と全体の 6割前後を占めた。地域通貨関係
の事業費についても、 2004年度は 4，300千円、このうち滋賀県補助金が 924千円、守山市
補助金が 1，587千円。 2005年度は 3，190千円、滋賀県補助金が 400千円、守山市補助金が
1，045千円となっており、守山市等行政の支援によるところが大きい。
③ 通貨の発行方法
地域通貨は紙幣方式で、 100もーりー(1もーりー=1円相当)、 500もーり一、 1，000
もーりーの 3種類ある。有効期限は6カ月。発行場所は当初、守山商工会議所のみであっ
たが、その後、 JR r守山J駅前総合案内所、銀座商店街のコミュニティ施設「ハテイJ
でも行われるようになった。換金は取扱庖のみ可能。
④ その他
地域商業の活性化を志向した地域通貨のため、ボランティア活動を活発化することによ
る地域コミュニティの活性化については機能していない。地域通貨は当初の計画どおり、
発行は 2008年 9月、流通は 2001年 2月末で終了した。
( 3 )プロジェクト志向型
1 )アースデイマネー (NPO法人アースデイマネー・アソシエーション)
① 導入の背景
(株)日本総合研究所に勤務していたSは、 2000年 12月4日に(株)博報堂が発行す
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る雑誌『広告』の編集をしていた Iから受け取った電子メールが、アースデイマネーを始
めるきっかけになった。その内容は、カナダでLETSを立ち上げたマイケル・リントン
を招いてミーテイングを行うというものであった。 Sは、マイケル・リントンの発言 rJust
do i t ! (行動あるのみ!) Jに感銘を受け、地域通貨の実施を各方面に提案するようにな
った(嵯峨[2004Jpp.l00-l06)。
しばらくして、東京急行電鉄(株)が地域通貨に興味を持っているという情報を入手し
た。東京急行電鉄を始めとする東急グループは、 2001年 1月 15日に東急沿線スタイルサ
イト rSALUSJ(サノレース)を立ち上げ、グ、ループ企業の情報に加えて、沿線の地域情
報(行政、市民活動等の情報)も発信し始めていた。 Sは、 2001年3月 16日に東京急行
電鉄に対しプレゼンを行い、その後、日本総研、『広告』編集部、東京急行等東急グループ
からなるワーキンググループを結成し、東急「渋谷」駅近くのガード下を中心とした地域
で地域通貨を実施することを確認した(嵯峨[2004Jpp.l08-113)。
② 流通範囲
地域通貨の名称は、「このおカネを使う毎日が『アースデイ 14)~J という I の提案に基づ
いて、「アースデイマネーJと命名し、通貨の単位は rr J (アール)とした(嵯峨[2004J
pp. 115-117)0 2001年 10月 23日'"-'202年4月 22日の6ヵ月間、渋谷周辺において初期形
態である「パージョン 01jを実施した。アースデイマネー rr Jは、「渋谷周辺の環境を
向上させるプロジェクトに貢献した個人に手渡し、個人は参加庖舗において、商品やサー
ビスの代金の一部をアースデイマネーで支払うことができるJというもの。参加賠舗は、
カフェや弁当庖の 11庖舗。アースデイマネーの発行額は、 r1時間の活動で 500rが目安
で 15)、寄付を受けた場合には 500円で 500r Jを手渡した(嵯峨[2004Jpp.124-126)。参
加庖舗数は 2012年4月3日現在で 159庖舗に増大。アースデイマネー rr jの利用範囲は
庖舗により異なる 16)。
2002年 4月23日から始まった「パージョン 02jでは、財務省、金融庁等関係当局への
照会を経て、従前の6ヵ月有効期間を無期限に変更した(嵯峨[2004Jp.146)。
③ 通貨の発行方法
アースデイマネーの大きさは多くの紙幣方式と異なり、切符サイズと小さい。 50rと100
rの2種類ある。 2005年 12月には、紙幣方式に加えて、携帯電話やスマートフォン(高
機能携帯電話)からアクセスし、アースデイマネー rr Jを貯め、参加庖舗で利用できる
「モパイル口座j を設けた 17)。
④ その他
アースデイマネーの発行は当初、日本総研と『広告』編集部による共同プロジェクトチ
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ームで行い、「アースデイマネー・アソシエーションJ(e dma) と呼ばれた。 2002年 5
月にNPO法人の認証を取得し、 NPO法人が発行団体となった。
「環境jをキーワードにしたまちづくり活動の一環として、地域通貨が運営されている。
近年、他府県のNPOとの交流協定により、「アースデイ」の広がりを目指している。 2012
年4月 3日現在で、川崎市「地域通貨たま運営委員会Jの地域通貨「たまJ、静岡県伊東市
「地域エコ通貨『温銭』運営委員会Jの地域通貨「温銭J、山口県山口市「植野川流域地域
通貨・連携促進検討協議会Jの地域通貨「フシノJとの間で交換が可能 (1r = 1たま、
1温銭、 1フシノ) 18)。
2)ベパ (NPO法人新聞環境システム研究所)
① 導入の背景
地域通貨「ベパjの発行団体であるNPO法人新聞環境システム研究所は、「市民、自治
体及び関係団体に対し、新聞紙等の回収、運搬及び再利用に関する提言を行い、リサイク
ルを始めとする循環型社会形成に寄与する事業を実施することで、公益の増進に努めるJ
ことを目的として 2001年 11月に設立(同年 10月にNPO法人認証取得)。新聞販売庖を
営んでいたKl理事長がK2理事と共同で、一度読んだだけで捨てられる新聞・チラシの
リサイクルと地域通貨を組み合わせた「新聞リサイクルシステムj を発案したことに始ま
る 19)。
新聞リサイクルの現状調査を福岡県内の 30か所で行ったことが評価され、 2002年 9月
に北九州市小倉南区で地域通貨を介在させないタイプであるが、新聞・チラシのリサイク
ルシステムが導入された。同年 11月には、福岡県豊津町 (2006年 3月 20日に豊津町、犀
川町、勝山町の 3町が合併して、みやこ町となる)で地域通貨「ベパJを使ったシステム
が導入された。この取り組みがNHK総合テレビ等で大きく取り上げられ、同システムの
認知度は向上した。
② 流通範囲
「ベパJ(PePa)は、 rPaperenergy，People actionJの略で、英語の Paper(紙)の韻
をもとにした造語である。紙が有する潜在的な力が、人々の価値観や行動を変えていくこ
とを願って命名した。 1ベパは新聞紙 1kgに相当。
30kg貯めれば 30ベパ紙幣 1枚を受け取ることができる。公共交通機関 (JR九州、福
岡市営地下鉄、西鉄の鉄道とパス、平成筑豊鉄道、太陽交通のパス等)の乗車回数券やカ
ード購入時に 80円分の割引券として使用できる(1回につき 30ペパ紙幣3枚まで) 20)。
豊津町(みやこ町)では、 30ベパ紙幣 1枚で町が販売するごみ袋(1枚 33円)を 5枚
まとめて購入でき 21)、物産直売所でも割引券として使用できる。
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③ 通貨の発行方法
参加希望者は、申込書に必要事項(住所、氏名、性別、誕生年等)を記入して、バーコ
ードを受け取る。バーコードを貼った新聞紙の束を新聞集荷場へ持参すれば、 30kgごとに
30ベパ紙幣 1枚と交換できる。
ペパの発行累計枚数は、 2006年 11月現在、豊津町(みやこ町)で 2，481枚、福岡市で
943枚。
④ その他
「ベパJにより公共交通機関の割引を行うには、割引額と同額以上の財源が求められる。
新聞環境システム研究所では、古紙業者への販売代金、新聞リサイクルシステムを実施し
ている福岡県の 3市町(福岡市、豊津町(みやこ町)、苅田町) 22)からの補助金を財源と
している。豊津町(みやこ町)から、「集団回収奨励金Jとして古紙回収 30kg当たり 150
円を受け取る。公共交通機関に割引相当分の 80円を支払い、残りの 70円は運営費に充当。
行政側にとっても、新聞リサイクルシステムに対して補助金を交付しても相応の効果が
期待できる。新聞環境システム研究所によると、豊津町(みやこ町豊津地区)の会員数は
374人 (2006年 10月末現在)。みやこ町豊津地区の全世帯数の 11.3%を占める。みやこ町
の新聞・チラシの平均焼却費用は 1kgあたり 32円。このため、新聞環境システム研究所
への補助金(1 kgあたり 5円)を差し引いても、 1kgあたり 27円削減できる。同システ
ム研究所が回収した累積量 (2002年 11月から 2006年 10月まで)は 13万 6710kgである。
焼却費用が 369万 1170円削減されたことになる。 2004年 6月から導入されている福岡市
の例をみると、会員数は 270人 (2006年 10月末現在)で福岡市の全世帯数の 0.04%に過
ぎないが、新聞・チラシ焼却費用 1kgあたり 42円から同研究所への補助金 1kgあたり 5
円を差し引いた 37円に、 2006年 10月までの累計回収量 (4万 4210kg) を乗じた 163万
5770円に相当する焼却費用の削減があった。
( 4 )併用型(地域コミュニティ志向型+地域商業活性化志向型)
1 )ピ}ナッツ (NPO法人千葉まちづくりサポートセンター→株式会社みんなのまち)
① 導入の背景
地域通貨「ピーナッツJは、発案者であるMが、 1934年以来スイスで運用されているW
1 R (ヴィア)を参考に人口減少時代におけるまちづくりのツールとして導入したもので
ある 23)0 1999年 2月の千葉まちづくりサポートセンター (1999年 7月NPO法人化)設
立総会後、事務局と会員間で試験的運用を始めた(村山・塚田 [2001]p.11)。
千葉市中小企業指導センターのS所長(当時)から、「ゆりの木商庖会J(約 30庖舗)の
K会長を紹介され、商店会全体での導入をめざしたが、商庖会の例会で否決された。 2000
年4月に、 K会長の庖舗を始めわずか3庖舗で始めた。徐々に参加する応舗が増え、商庖
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会 30庖舗中 20J吉舗が加入した(村山・塚田 [2001]pp.13-16)。同商店会において、地域通
貨の導入後、「地域社会に奉仕する商庖街Jという考えが浸透し、「仲間型組織 24)Jの形成
をみた 25)。
② 流通範囲
「ピーナッツクラブ」の会員数は、 Mに取材した 2003年 12月時点で約 550人であった
が、山崎茂と木村和彦の r2008年 7--10月調査J時点では、約 1700人に増加している。
ゆりの木商店会では、商品代金の 5%程度をピーナッツで受け取っているが、ピーナッ
ツの導入により顧客との関係性が強化された。ゆりの木商庖会のK会長の庖舗(美容院)
では、顧客のうち 40%がピーナッツクラブ会員である。開会員の4人中 1人から「あなた
の庖をはやらせたくて来ているのだから、割引しないでJと言われるまでになっている。
究極の「ストア・ロイヤノレティJが形成されている。生産農家との関係も緊密で、毎月第
3土曜日に行われるフリーマーケット「土曜市j に千葉県野栄町の生産農家が有機野菜等
を出品している。有機野菜を食材として利用する飲食店も出始めている。
③ 通貨の発行方法
ピーナッツでは「大福帳j といわれるハガキ大のカードに記入(モノ・サービスを提供
した場合は受取欄に、モノ・サービスを提供された場合は支払欄に)する。 1時間の労働
で 1000P (1 P = 1円、換金不可)。大福帳は 3ヵ月ごとに事務局に送付し、事務局はプ
ラスの残高から 1%を手数料として差し引き、新しい大福帳を発行している。Mによれば、
手数料として徴収した額(1年に4回徴収)が 10万Pになったという。これを逆算すると、
3ヵ月間のプラス残高は 250万P (=250万円)となる。
④ その他
ゆりの木商庖会のK会長は、自身の事業のーっとして、 JR r西千葉」駅から車で 10
分程度の三和商庖街に通所介護施設((有)アミーゴジャパン)を開設した。改修費用 500
万円のうち 200万円をピーナッツクラブ会員から集めた (2003年 12月実施)0200万円に
ついては、利息に相当する年 1割の配当をピーナッツで支払うという。
ピーナッツクラブは、これを契機に市民パンク 26) rピーナッツ・パンクJを立ち上げ、
「人と人とのつながり」に積極的に関与していきたいとしている。
2)オリオン (NPO法人地域通貨オリオン委員会)
① 導入の背景
北九州市八幡西区折尾地区では従前から、まちづくり活動を活発に行っていた。地域通
貨を使ったまちづくりを志向する「地域通貨研究会J(北九州市八幡西区が設置)に評価さ
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れ、 2004年3月に「地域通貨の流通促進モデル地区Jに選定された。これを受けて、 2004
年4月に若手商庖主を構成員とする「折尾二三会JのH会長を中心に、「地域通貨オリオン
委員会J(現NPO法人地域通貨オリオン委員会)を結成した。
② 流通範囲
地域通貨名は、折尾のまちの発音から「オリオンJと命名し、活動を開始した。目的は、
次の 3つである 27)。
a .地域のコミュニティ活動の活性化
b.地域のボランティア活動の促進
C. 地域経済の活性化
2004年 5月 20日から 6月 30日までの 42日間、第 1回目の流通実験を個人のボランテ
ィアサービスの交流に限って行った。参加者 (86人)が、「できることJと「してほしい
ことJを登録し、地域通貨「オリオン」を使ってサービスを交換した。参加者には各人4
枚の「オリオンJを手渡したが(1オリオン=1時間のサーピス)、実験期間中のやりとり
は 64回にとどまった。一度もしなかったという人が多数あった。「顔が見えないので頼み
づらいJことや、参加者の多くが「サービスを提供したいJ人であったことによると考え
られた。 2004年 9月 16日から 2005年 1月 31日までの 128日間行った第2回目の流通実
験では、参加者間の交流会を増やし、サービスの交換を介在するコーディネーターを設置
した。地元商庖等での利用も可能とした。参加者は 207人。事業者 58庖舗も賛助会員とし
て参加した。
地域通貨オリオン委員会は、賛助会員が受け取った「オリオンJを指定金融機関で換金
する際の手数料 20%から、会員への「オリオンJ販売時の割引率5%を差し引いた 15%を
事業益として確保し、「オリオンJの印刷費用等に活用しようとした。
2005年3月 27日に、構造改革特別区域計画(構造改革特区)の認定(第 7回、まちづ
くり関連)28)を受け、第 1回目の本格運用を 2005年 5月 21日から 2006年2月 28日まで、
第2回目の本格運用を 2006年4月 1日から 2007年 3月 15日まで行った。特区認定を受け
たことで、「前払式証票の規制等に関する法律jの適用が一部免除され、地域通貨に有効期
限を設定する必要がなくなった。ただ、地域通貨オリオン委員会では、期限を設けないと
未回収残高分の会計処理が煩雑になるなどとして 1年間の有効期限を設けている。本格運
用に際し、「オリオンJによる賛助会員での買物利用割合について、これまで賛助会員が自
由に設定していたものを、「買物代金全額分使用できるJr買物代金の 50%使用できるJrwオ
リオン』使用枚数(金額)の上限を設定するJの3つのパターンに分け、賛助会員への換
金手数料も従前の 20%から 10%に変更した。
③ 通貨の発行方法
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第 2回目の流通実験では、 1オリオン=100円として、 1オリオン、 3オリオン、 5オ
リオンの 3種類の紙幣(デザインは「銀河鉄道 999Jのキャラクターを使用)を発行した
( 3オリオンは、オリオン委員会が指定する地域主催のボランティア活動参加者に限定)。
本格運用時には、 1オリオン=1円とする 100オリオン紙幣 1種類のみを発行するように
改めた。ほぽ 1年間の実施期間となった第2回目の本格運用時の発行額は、 151万 5800円
(発券所 66万 1000円、イベント 85万4800円)。このうち換金額が 124万 9600円(賛助
会員 82万 6300円、イベント 42万 3300円)、未回収残額は 26万 6200円(未回収率 17.6%)
であった 29)。
④ その他
オリオン紙幣の裏面やノ号ンフレット等印刷物への広告掲載等、新たな自主財源の確保に
取り組んでいる。
4. 小括
地域通貨を実施中で、所在地やメールアドレスが確認できた 235件の実施目的をみると、
地域コミュニティ志向型の地域通貨、すなわちエコマネー型地域通貨が 51.5%と半数を超
えた。地域コミュニティの活性化に加えて、商庖街等地域商業の活性化を志向する併用型
が 20.0%あった。地域コミュニティの再生に寄与(一部は併せて地域商業の活性化にも寄
与)しようとしての取り組みが全体の 70%以上を占めた。
家族の崩壊や地域コミュニティの弱体化により、多種多様なつながりや紳が失われ、地
域コミュニティの再構築が求められた。その手段として、 NHK-BS1において放映さ
れた「エンデの遺言ー根源からお金を問うJ等で地域通貨が紹介され、地域通貨に対する
関心が大きく高まった。
山崎茂と木村和彦の r2008年 7'"'10月調査」によると、地域通貨への参加者数(中央値)
は5年前の 70.5人から 3年前は 120人、直近期は 147.5人と増えた。地域に所在する各団
体の参加数(中央値)も 5年前の 2.5団体から、 3年前は 10団体、直近期は 22団体と増
加した。
地域住民からなる参加者に加えて、地域に所在する自治会やNPOといった各団体の参
加も増加しており、地域住民間や地域団体聞のネットワークの広がりがみられる。地域通
貨を導入すれば、会員間で種々の取引を行うなかで様々な結び付きが形成され、相互信頼
と自発的な協力関係が生まれやすいソーシャル・キャピタルの形成が期待されている。地
域コミュニティのソーシヤル・キャピタルを高めること、すなわち良い地域コミュニティを
形成することで地域再生が期待できる手段として、「地域コミュニティ志向型Jの地域通貨、
エコマネー型地域通貨が注目され、支持を得て、多数導入されるようになったと考えられ
る。
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[注記]
1 )本論では、近畿、中国・四国、九州の各地域を西日本とし、近畿以東の東海、北陸・
甲信越、関東、東北、北海道の各地域を東日本とした。
2)地域商業とは、「一定地域に存在する中小規模の商業(小売業、サーピス業、飲食業等)
及び商業者を指し、その範囲によって、個庖(単独届)、集団(商店街、小売市場等)、
集積地(個庖や集団の集合)等に区分されるJ(八尾市産業振興会議[2009]p.1) 0 H 
Pは右記参照、 (http://www.city.yao.osaka.jp/cmsfiles.contents/0000005/5874/
teigennsyo2.pdf)アクセス日:2012年 1月6日。
3)泉留維は、稼働している地域通貨数の把握に際し、「地域通貨は市民団体により導入さ
れたものが多いため、その数を正確に把握するのは基本的に困難であることは強調し
ておきたいJと、把握の難しさを説いている(泉 [2006aJp. 116)。
4) (財)地域活性化センター[2004]による。詳細は下記HP参照、
(http://www.chiiki-dukuri-hyakka.or.jp/7_consult/kenkyu/docu/atarashi.pdf) 
アクセス日:2010年 10月 1日。
5)地域通貨のシステム開発・実証実験に際し、初期導入費用(イニシャルコスト)は全
額国の補助金で賄えるが、次年度以降の運営費用(ランニングコスト)は自主財源で
賄うことが求められるため、次年度以降に導入中止や活動内容の大幅縮小を行う地方
自治体が多い。山崎茂と木村和彦の全国の地域通貨実施団体への調査 (2008年 7....10 
月実施)においても、下表に示すとおり、 r1 C・住基カード方式j の地域通貨の短
所として、「端末機がないと使えないJr端末機の価格が高く、商店等事業者の参加が
困難であるJrシステム開発・運用に多額の資金が必要であるJ等を指摘した。長所
としては、「集計・管理が簡単であるJr偽造しにくいJr参加者を特定できるJ等を
あげた。
IC・住基カード方式の地域通貨の短所
(単位:件、%)
回答数 割合
端末機の価梼が高〈、商底等事業者の参加が困難である 3 60.0 
端末機がないと使えない 5 100.0 I 
システム開発・運用に多額の資金が必要である 3 
システムの専門家が必要である 2 40.0 
その他 3 60.0 
特にない 。 0.0 
(注)複数回答
IC・住基カード方式の地域通貨の長所
(単位:件、%)
回答数 割合
集計・管理が簡単である 4 80.0 
利用する際に、操作が簡単である 3 60.0 
偽造しにくb、 4 80.0 
参加者を特定できる 4 80.0 
その他 。0.0 
特にない 。0.0 
(注)複数回答
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6) カイ 2乗検定において、標本数が少なければ、比較する項目の回答割合に相当な格差
がないと統計的に「有意Jとならない。このため、標本数が少ない場合には、カイ 2
乗検定の結果、「有意差が認められなかったJ(n. s. : not significant)としても、「有
意差があるのかないのか、判定できなかった」と解釈する必要があるだろう。
7) 2003年 12月3日、 NPO法人くりやまコミュニテイネットワークT副理事長(当時)
への取材による。
8) くりやまエコマネー研究会[2003]pp.27-580
9) N PO法人くりやまコミュニテイネットワークの下記HP参照、
(http://npo-kc.net/cgi-bin/hotnews/news.cgi) アクセス日:2012年4月 9日。
10) 2012年3月 30日、おの地域通貨「かもンJのT代表、 N前代表への取材による。
11)小野市では蓬莱市長の「駅舎はコミュニティの場であるJという方針により、 JR 3 
駅の駅舎に飲食応が併設されており、「かもンJ会員の主要な利用先となっている。
12) 2006年 12月6日、吉井町商工会H主席経営指導員(当時)への取材による。
13) 2006年 8月 8日、守山市環境経済部商工観光課K主幹、守山商工会議所0専務理事・
S地域通貨担当への取材(いずれも役職は当時)による。
14) fアースデイJは、 1970年にアメリカのゲイロード・ A・ネルソン (GayloadA. Nelson) 
上院議員(当時)が4月 22日を「地球環境について考え、行動する日 jであると宣言
したのが始まりである。その後、多くの賛同者を得て、「環境の祭典ともいえる日 j
と認知されるようになり、 4月 22日にはアメリカを始め、世界各地でイベントが開
催されている(嵯峨[2004]pp.115-116)。
15) N P 0法人アースデイマネー・アソシエーションのHPによると、現在では、ボラン
ティアとしての参加の場合、 1'""2時間程度の活動で 300r、半日程度の活動で 500
r、1日終日の活動で 1000rとし、セミナー・シンポジウム・勉強会等への参加の場
合は、 1回の参加につき 100rを目安としている。詳細は下記HP参照、
(http://www.earthdaymoney.org/) アクセス日:2012年4月3日。
16)届舗において fr Jを利用できる範囲を業種別にみると、カフェ、レストラン・居酒
屋では 68庖舗のうち、 13庖舗が f100 rまでj、7庖舗が f500rまで」とし、 f200
rまで」と f300rまで」がそれぞれ5庖舗となっている。雑貨・アクセサリー (25
庖舗)では、 f300rまでjが6店舗、「代金の 10%までJが4庖舗と多い。美容院 (11
庖舗)では flOOOrまでJが6庖舗と半数を超えている。詳細は、 NPO法人アース
デイマネー・アソシエーションの前記HP参照、
17) N P 0法人アースデイマネー・アソシエーションの前記HP参照。
18) N P 0法人アースデイマネー・アソシエーションの前記HP参照。
19) 2006年 12月 7日、 NPO法人新聞環境システム研究所のK2理事(ペパ鮒常務取締
役)、ベパ附 I代表取締役(いずれも役職は当時)への取材による。なお、ペパ闘は、
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新聞リサイクルシステムの運用で培ったノウハウをシステムパッケージとして普及
させようとして 2006年9月に設立された。
20) K 2理事によれば、国土交通省九州運輸局が財務省や金融庁と調整し、地域通貨の有
効期限を設けること、交通事業者に預託金を預けることで公共交通機関への利用が可
能となった。
21) K 2理事によれば、豊津町の対応は、古紙回収によりリサイクルを促進し、ごみ有料
袋の使用を広めて、町民に対し環境への配慮を促す効果が期待されたことによる。
22)北九州市小倉南区や福岡県行橋市でも実施しているが、取材時点では補助金を得てい
ない。
23) W 1 Rは当初、他のスタンプ通貨と同様に減価するシステムを採用していたが、導入
後 10年でマイナスも含めて「利子のつかなしリ通貨に変更している。ピーナッツは
W 1 Rの当初の仕組みであった「減価」方式を採用している。
スタンプ通貨は、 1929年アメリカでの株価大暴落を機に発生した世界大恐慌により多
くの企業が倒産し、失業者が町中にあふれるという状況下で、アメリカやヨーロッパ
を中心に失業者の救済を目的として導入された地域通貨である。シルピオ・ゲゼル
(Si 1 vio Gesell)が 1916年に提唱した「時間の経過とともに価値が減少する通貨J
の考えを採用していた。通貨の使用者は郵便局等で印紙を購入して貼付しなければそ
の価値を保持することができないことから「スタンプ通貨Jといわれた。印紙代は 1
週間で額面の 0.1%、年率では 5.2%に相当していた。ゲゼ、ルの「減価する通貨」に
は「マイナスの利子Jが課されており、このマイナスの利子効果で通貨の流通が促進
すると考えられた(泉・あべ[2000a]pp.44-47)。
24)石原武政によれば、どのような組織も「仲間型組織Jと「所縁型組織Jに分類できる。
仲間型組織は、「共同事業を行う組織が仲間を自由に選べる」場合に形成され、所縁
型組織は、「仲間を選べず、与えられたメンバーでやっていくしかないj場合をいう。
仲間型組織は所縁型組織に比べて粒ぞろいの事業を行うことができるが、仲間型組織
もやがては所縁型組織に性格を変えていくとして、仲間型組織の持続の難しさを説い
ている。詳細は、石原[2000]pp.148-149参照。
25) 2003年 12月 12日、 NPO法人千葉まちづくりサポートセンターの運営委員で、同サ
ポートセンターにおいて「ピーナッツクラブJ代表ともいえる立場(当時)にあった
Mへの取材による。取材時には、ピーナッツの運営はMが経営する企業(鮒みんなの
まち)に移っていた。
26)市民パンクの代表的なものに、「未来パンク事業組合Jがある。同組合は、「地域の商
業を支えて、地域の人がそこに預金し、そこから融資を受けてそれで地域の経済を活
性化していく核となるような金融のあり方J(鎌仲[2002]p.200)を求めて設立された。
2010年3月末現在で組合員数約 510人、出資金総額約 1億 6800万円、融資累計額約
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9億 700万円、融資残高約 6000万円。詳細は下記HP参照。
(http://www.geocities.jp/mirai_bank/) アクセス日:2010年 9月 23日。
27) 2006年 12月 7日、北九州市八幡西区まちづくり推進課N企画係長、 NPO法人地域
通貨オリオン委員会S理事、 M理事及び協同組合折尾商連K事務局長への取材(いず
れも役職は当時)による。
28)構造改革特区の認定を受けると、「前払式証票の規制等に関する法律J(地域通貨は、
「第三者発行型前払式証票」とされる)が規定する発行主体の事前登録要件のうち資
本要件(使用できる範囲が一市町村に限定される場合は 1000万円)が緩和される。
基本財産が 1000万円未満の団体でも地域通貨の有効期限を同法に定める 6ヵ月を超
えて発行できる。地域通貨で構造改革特区の認定を受けたのは、「北九州市地域通貨
特区J(北九州市が申請)と「大阪元気コミュニティ創造特区J(大阪府と寝屋川市、
吹田市が申請)である。その後、構造改革特別区域推進本部は、両特区の認定後の経
緯を踏まえて、「営利を目的としない法人が『地域通貨』を発行する場合に、前払式
証票の規制等に関する法律の事前登録要件のうち資本要件を課さないこととする」と
して、前払式証票の規制等に関する法律施行規則の一部を改正する内閣府令を定め、
2007年 3月 29日付けで公布・施行した。詳細は下記HP参照、
(http://www.fsa.go.jp/news/18/kinyu/20070329-1.html)アクセス日:2007年4月
4日。
前払式証票の規制等に関する法律は、紙型・ 1C型の前払式支払手段に加えてサーバ
型の前払式支払手段を法の適用対象とする等による利用者保護等のため 2010年 4月
1日に廃止され、「資金決済に関する法律」が同日付で施行(公布:2009年 6月 24日)
された。
29) 2007年 12月 8日、 NPO法人地域通貨オリオン委員会H理事長、協同組合折尾商連
K事務局長への取材(いずれも役職は当時)による。
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N. 地域力の酒養とエコマネー(基本型):兵庫県丹波市の「未杜」
1 .丹波市と農村集落の変容
( 1 )丹波市の概要
丹波市は 2004年 11月 1日に柏原町、氷上町、青垣町、春日町、山南町、市島町の 6町
が合併して発足した(図IV- 1)。兵庫県中央東部の中山間地に位置している。 JR r大阪J
駅から JR福知山線の特急で市の中央に位置する「柏原」駅まで 75分、神戸市の JR r三
ノ宮J駅からも JRの特急を利用して 85分である。高速道路の舞鶴若狭自動車道が市内を
抜けている。路線パスが運行されているが路線数、運行本数ともに少ない。市民の移動は、
専ら自家用車である。自動車を運転しない交通弱者にとっては、移動制約が大きい。
三 政事E句
納涼巾
申町
Jib 
~ 
図W-1 丹波市の位置
(出所)丹波市企画部企画課磯崎広之氏提供資料による。
丹波市の人口・世帯数 (1960"-'2005年)の推移は、図IV-2に示すとおりである(町別
の人口・世帯数は表IV-l参照)。世帯数が継続して増加しているのに対し (2005年にお
いて 1960年比で 28.2%増)、人口は減少傾向にある(同 13.3%減)。高齢化 (65歳以上)
も急である。丹波市の高齢化率は 1985年に 16.5% (兵庫県 10.3%)であった。 しかし、
1990年に 19.0%(同 11.9%)、1995年に 21.9% (同 14.1%)、2000年に 24.7%(同 16.9%)
となり、 2005年には 26.4%(同 19.8%) に達した。 4人に 1人が高齢者である(丹波市
HP 、原典は総務省統計局『国勢調査報告~) 。
2001"-' 2009年の人口動態をみると、期間総計で2万 1046人の転出者があったのに対し、
転入者 (Uターン/1ターン)は 1万 8757人であった。転入出者数は 2001年以降ほぽ右
肩下がりで減り続け、2009年の転入者数は 2001年に比べて 46.7%減、転出者数は同 38.6%
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減となった(表IV-2)。
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図W-2丹波市の人口・世帯数の推移
ーー人口
ーー世帯数
(出所)丹波市HP (原典:総務省統計局 『国勢調査報告.n[各年10月1日現在l)。
表町一 1 丹波市の人口・世帯数の推移
(単位:人、世帯)
1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年
柏原町
7，801 7，324 7，218 7，528 8，260 8，941 9，355 9， 793 9，947 
1，765 1，768 1，829 1，999 2，363 2，621 2，910 3，238 3，482 
氷上町
20，802 19，638 18，864 18，879 18，991 19，203 19，096 19，021 19，299 
4，465 4，496 4，532 4，679 4，696 4， 776 4，904 5， 166 5，499 
青垣町
10，270 9，222 8，673 8，350 8，253 8，277 8，047 7，957 7，401 
2， 167 2，102 2，090 2， 127 2，096 2，098 2，105 2，236 2，171 
春日町
15，019 14，018 13，246 13，218 13， 154 13，251 13，082 12，963 12，390 
3，240 3，222 3，231 3，330 3，362 3，479 3，447 3，580 3，639 
山南町
16，027 14，952 14，274 14，376 14，265 14，245 13，971 13，984 13，653 
3，312 3，328 3，356 3，492 3，585 3，604 3，672 3，870 3，908 
市島町
11，729 10， 723 10， 166 10，050 10，059 10， 186 10， 108 10，270 10，172 
2，523 2，493 2，504 2，539 2，569 2，635 2，701 2，943 3，070 
丹波市
81，648 75，877 72，441 72，401 72，982 74， 103 73，659 73，938 72，862 
17，472 17，409 17，542 18， 166 18，671 19，213 19， 739 21，033 21，769 
(出所)丹波市HP (原典 総務省統計局『国勢調査報告J[各年10月1日現在])。
(注)上段:人口、下段・世帯数。
2005年
10，080 
3，688 
18，933 
5， 739 
6，958 
2，177 
11，913 
3， 700 
12，903 
3，934 
10，023 
3， 166 
70，810 
22，404 
産業(大分類)別就業者数(15歳以上)は表IV-3のとおりである。農業就業者数が激
減する一方、第 3次産業の就業者数は大幅に増加した。田畑を潰して郊外に開発された大
規模ショッピングセンターやロードサイド沿いのディスカウントストア、飲食庖が新しい
職場となって第 3次産業の就業者数を増やした。 2000年の第 1次産業就業者は全就業者の
8.5%と30年前の 5分の 1に縮小した。一方、第 3次産業の就業者数は、 50.3%と全体の
半数を占めるまでになった(総務省統計局『国勢調査報告~)。
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表lV-2丹波市の人口動態の推移
2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
推計人口 72，859 72，540 72，128 71，739 71，459 
純増減数 ー324 -412 -389 -280 -524 
自然 出生数 666 657 588 641 531 
増減 死亡数 792 790 836 831 830 
数 小計 ー126 一133 -248 一190 ー299
社会 社会増 2，753 2，623 2，541 2，539 1，891 
楢減 社会減 2，951 2，902 2，682 2，629 2，116 
数 小計 一198 279 一141 -90 -225 
(出所)丹波市HP(原典:兵庫県統計-課「兵庫県の人口の動きJ)。
(注)各年とも1月1日現在である。
表lV-3 丹波市の産業(大分類)別就業者数の推移
柏原町 氷上町 青垣町
第l次産業 1，065 27.4 4，004 36.5 2，477 47.4 
1970 第2次産業 982 25.3 3，478 31. 7 1. 507 28.9 
年 第3次産業 1，834 47.2 3，497 31. 8 1，236 23. 7 
全体 3，886 100. 0 10，982 100.0 5，222 100.0 
第1次産業 430 10.1 1，212 12.6 668 15.2 
1985 第2次産業 1，459 34.3 4，086 42. 5 2，119 48.3 
年 第3次産業 2， 360 55.5 4，296 44. 7 1，599 36.4 
全体 4，249 100. 0 9，605 100.0 4，388 100.0 
第l次産業 327 6. 2 632 6.6 262 7.0 
2000 第2次産業 1，936 36.8 3，727 38.9 1，710 45.4 
年 第3次産業 2，957 56.3 5，055 52. 7 1， 778 47.2 
全体 5，254 100.0 9，584 100.0 3， 765 100.0 
(出所)総務省統計局『国勢調査報告1 (各年10月1日現在)。
(単位:人)
2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
70，673 69，876 69，233 68，662 67，911 
一794 -643 一571 一751
532 539 537 503 
862 828 916 908 
一330 一289 -379 -405 
1，727 1，618 1，598 1，467 
2，191 1，972 1，790 1，813 
-464 -354 -192 -346 
春日町 山南町 市島町
3，837 48. 6 2，714 35.3 2，777 44.4 
1，908 24. 1 2，602 33.8 1. 546 24. 7 
2， 156 27. 3 2，373 30.9 1，930 30.9 
7，901 100.0 7，691 100.0 6，255 100.0 
1，716 24.5 894 12.9 1，080 20.2 
2，677 38. 1 3，039 43.8 2，147 40. 1 
2，620 37.3 3，011 43.3 2，121 39.6 
7，018 100.0 6，946 100.0 5，351 100.0 
779 12.8 524 7.9 565 10.9 
2，346 38.6 2，921 43.9 2， 153 41. 4 
2，958 48.6 3，206 48. 1 2，439 46.9 
6，083 100.0 6，660 100.0 5，204 100.0 
(注)全体と第1次産業から第3次産業の合計との差は「分類不能の産業」の就業者数である。
( 2 )変容する農村集落/隣組の相互扶助活動
(単位:人、%)
丹波市
16，874 40.2 
12，023 28. 7 
13，026 31. 1 
41，937 100.0 
6，000 16.0 
15，527 41. 3 
16，007 42.6 
37，557 100.0 
3，089 8.5 
14，793 40.5 
18，393 50.3 
36，550 100.0 
農村集落では、生活/生産活動上の諸問題を解決するために住民が知恵、労力、資材な
どを出し合い、問題を共同処理してきた(倉沢口976Jp.42)。農村集落における相互扶助
活動は、労力供出と気心の知れた住民間士の日々の近隣付き合い(日常的な暮らしの助け
合いや贈与等)で形成されている。農村集落はいくつかの隣組(丹波市では「隣保Jと呼
ばれる)で構成され、隣組が相互扶助活動の基礎となっている。隣組内にとどまらず、隣
組同士で農作業や森林管理、道普請等の労力供出に携わり、農村集落内に強い紐帯を作り
出してきた。気心の知れた住民間士の日々の近隣付き合いも、隣組や隣組によって形成さ
れた農村集落内の付き合いとして行われてきた。
しかし、地方都市では、高度経済成長期以降、農業就業者数が大幅に減少するなか、農
業機械の導入により農作業は家単位、個人単位の労働となった。高齢化が進展して働き手
を失った住民は、農地を請負耕作に出すようになった。あるいは、農業を止めてしまった。
その結果、農業の共同作業の上に築かれていた農村集落/隣組の相互扶助活動は、脆弱化
の道を辿ることになった。
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1 )農業:労力供出の衰退
農業が衰退し、農業就業者数が激減している丹波市でも、農作業が変容している。隣保
単位の共同農作業は現在、ほとんど見られなくなった(丹波市農林振興課)。農作業の変化
は、それまで労力供出を強いていた農村集落内の道普請等の共同作業を外部に委託するよ
うになり、暮らしの面での労力供出、たとえば冠婚葬祭を業者任せにするようになるなど、
これまで農業生産活動を基盤に形成されてきた地域コミュニティでの暮らし方を大きく変
えてきた。
旧氷上町新郷地区は、現在の丹波市役所の南南西、直線距離で約 3.5kmの距離にある総
戸数 200戸の比較的大規模な農村集落である。西側には白山(海抜 547m)等がそびえてい
る。山林の下草刈りは、以前は農村集落全体の共同作業であり、各戸 1人の労力供出が強
制されていた。しかし、共同作業に参加できない農家が増えたために 2002年ごろからは、
1戸当たり 2000円を管理費として徴収し、丹波市森林組合に作業を委託するようになった。
2)生活:労力供出の衰退
農作業をめぐる集落での付き合いの変化は、当然、暮らしをめぐる紐帯にも変化を引き
起こしている。前述した新郷地区では、伝統的に寺や神社の清掃等の作業は、隣保の共同
作業であり、隣保の構成員全戸の参加が要求された。しかし、最近はそれにも変化が起き
て、独居の高齢女性などで参加できない場合には金銭の支払で労力供出を代替できるよう
になった。経済的事情を考慮して支払自体を免除されることもある。こうした労力供出に
よる共同作業の変化は、他の農村集落でも共通して観察することができる。
3 )日々の近隣付き合い
一方、隣保内でも気心の知れた仲間同士の日々の近隣付き合いは、比較的よく残ってい
る。自分の畑で取れた野菜や夕飯のおかずのおすそ分け、調味料等の貸し借り、留守番や
子供/ベットの一時預かり、旅行土産や中元/歳暮の贈答等の近隣付き合いである。もっ
とも、それは「相互扶助活動の『返し』を負担に感じないJ範囲内での継続である。隣保
のなかでも一部の住民は、「日常の隣保付き合いはお礼返しが面倒Jr隣保の世話になりた
くないし、世話をしたくなしリと近隣付き合いを避け、これまで隣保で処理されていた「暮
らしの必要Jを外部(出前サービスやベットホテルの利用、送り迎えのタクシー利用等)
に出して処理するようになった。
このような農村集落内の相互扶助関係の変化を図式化すると、図N-3のようになる。
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[従前]
伝統的な相互扶助関
係 亡=>
気心の匁恥た仲間
同士の日々の近隣
付き合い
隅在]
d空〉
国1V-3 集落肉の相互扶助関係の変化
2. 丹渡市で活動するエコマネー(基本型)r未社』
( 1 )伸び悩むエコマネー「宋杜』
1 )エコマネー「未杜J小史
労カ供出/日々の
近隣付き合いの外
部化
エコマネー「未杜j の会員は 2009年3月末で 129人である(表IV-4)。このうち、個
人会員が 117人、企業会員が 12人(うち商庖会員4人)となっている。商庖会員が少なく、
地域通貨のタイプとしては、表ID-3に示した地域通貨の類型のうち「地域コミュニテイ
志向型」の地域通貨、エコマネー型地域通貨である。スタートしたのは、 2001年7月 1目。
旧氷上郡教育委員会で 20年間、社会教育指導員や両親教育インストラクターを務めてきた
Aが、当時、子育て中だった若い母親グループ f子育てサークルJの中心メンバーらに働
きかけて「新しいコミュニティを創造する会」を設立した。初代会長となったAは、仕事
を通して集落の人間関係が希薄化していくことを体感していた。これが「新しいコミュニ
ティを創造する会Jを設立した理由で、設立と同時にエコマネー「未杜Jの活動を始めた。
エコマネーを「新しい助け合いのネットワークJづくりの手段とすることを考えていたか
らである。 Aはアメリカの地域通貨「イサカアワーJやカナダの rLETSJを視察する
など地域通貨の調査・研究にも熱心である。
新しいコミュニティを創造する会は 2004年 10月に法人格の認証を取得して、rNPO法
人丹波まちづくりプロジェクトJに名称を変更した。理事会メンバーには、地元の丹波新
聞社社長のほか、地域のコミュニティ活動団体「結の会Jの役員、地元小学校教諭等が名
を連ねている。
2)会員数の増加が頭打ち
NPO法人丹波まちづくりプロジェクトは、これまでも会員聞の親睦を深め、新しい知
り合いをつくることでネットワークを広げ、エコマネー「未社」の使用頻度の増加、新し
い会員確保に努めてきた。毎月 30日には、会員の情報交換の場である「来杜井戸端会議j
(講演会、ピーズ手芸の会、親子食育教室等を行う)を開催し、会員以外の参加も認めて
いる。年度末には、会員参加の「未杜決算パーティJを開いている。後述する f未杜J会
員(退会者を含む)へのアンケート調査により、未杜井戸端会議と未杜決算パーティの認
知度をみても、前者は 94.5%(86件)、後者は 87.9%(80件)といずれもよく知られた事
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業であることがわかる。また、「未杜新聞Jを年4回発行して会員に配布し、公共施設にも
「未杜新聞Jを配架して市民の眼に触れるようにしている。未杜新聞についても 96.5%(83 
件)の人が知っているとしている。
このほか、モノ・サービスの交換情報 u提供したいJ/ r利用したいJ情報)を丹波新
聞のホームページに掲載(丹波新聞社の支援で無料掲載)しており、兵庫県により生活創
造センターとして設置された、県民の生活創造活動の支援、文化振興に関する研究を行う
r (財)丹波の森協会J(現(公財)兵庫丹波の森協会)の公募事業に応募して、補助金を
受給したこともある。
こうした努力を積み重ねてきたにもかかわらず、普及活動が会員数の増加に必ずしも繋
がっていない。 2001年の活動開始9ヵ月後の会員数は 78人 (2002年3月末)であった。
会員数が最も多かったのは 2005年3月末で 136人。その後、会員数は減少したが 2007年
度 (2007年4月 1日'""'2008年 3月 31日)に若干反転し、 2009年 3月末現在の会員は 129
人である。しかし、 2005年3月末の水準まで回復していない。
表W-4会員数の推移
住所 2002.3.31 2003.3.31 2004.3.31 2005.3.31 
現在 現在 現在 現在
氷上町 49 56 57 62 
柏原町 10 20 26 23 
丹 春日町 5 10 10 12 
波 青垣町 7 7 7 
市 山南町 3 5 4 8 
市島町 3 4 3 3 
小計 71 102 107 115 
篠山市 1 3 6 5 
その他 6 12 18 16 
合計 78 117 131 136 
(出所)NPO法人丹波まちづくりプロジェクトの資料をもとに筆者作成。
(注)2∞2.3.31と2003ふ31は入会者数で、他は会員数である。
( 2) r来杜」会員の取引内容
(単位:人)
2006.6.30 2007.3.31 2008.3.31 2009.3.31 
現在 現在 現在 現在
53 50 50 54 
18 17 20 22 
11 11 1 13 
4 2 2 2 
10 8 8 8 
2 2 3 3 
98 90 94 102 
6 5 6 5 
18 21 22 22 
122 116 122 129 
新しいコミュニティを創造する会(現NPO法人丹波まちづくりプロジェクト)は、 2001
年 7月 1日'"'"12月 5日の第 1次流通実験に続いて、 2001年 12月 6日'""'2002年 11月 30日
にほぼ 1年間にわたる第2次流通実験を行った。
第2次流通実験の参加者は 109人、全て個人会員(男性会員 51人、女性会員 58人)で、
企業会員の参加はなかった。このうち、エコマネー「未社Jを用いて取引を行ったのは 33
人(参加者全体の 30.3%)で、取引総数は 302件であった。取引内容は表IV-5に示すと
おり、全て非市場経済での取引であった。これによると、「物品(野菜、果物、食料品等)
提供」が 25.8%(78件)と最も多く、以下、「未杜井戸端会議、未杜決算パーティ等への
参加j が 17.9%(54件)、「各種作品・資料等の作成Jが 13.6% (41件)、「マイカー等で
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の送迎Jが 9.9%(30件)と続いている。
表W-5第2次流通実験時の取引肉容
(単位:件、%)
取引数 割合
物品(野菜、果物、食料品等)提供 78 25.8 
各種作品・資料等の作成 41 13.6 
文化活動、教育支援関係業務 3 1.0 
修理、リフォーム関係業務 17 5.6 
野外作業(野菜作り、農作業、林業) 3 1.0 
健康づくり支援関係業務 15 5.0 
マイカー等での送迎 30 9.9 
保育支援業務 14 4.6 
道具(機械、PCソフト、カメラ、ピデオ、楽器)貸与 20 6.6 
代行、各種手伝い関係 14 4.6 
未社井戸端会議、来社決算パーティ等への参加 54 17.9 
その他 13 4.3 
合 計 302 100.0 
(出所)NPO法人丹波まちづくりプロジェクトの資料をもとに筆者作成。
(注)第2次流通実験の実施時期は、2001年12月6日-2002年1月30日である。
( 3) r未杜」ハブ会員の取引の実態
1) r未杜Jハブ、会員は農村集落/隣保内での取引が少ない
「未杜J会員 129人 (2009年 3月 31日現在)のうち、「未杜カードJ(エコマネー「未
杜j の取引を記入する通帳)に記載された取引回数の多い会員(エコマネーの活動に熱心
な有力会員)の取引記録 (2008年度:2008年4月 1日"'2009年 3月 31日)を精査した。
取引回数の多い会員は、ハプ会員としてエコマネー「未杜」を媒介とするネットワークの
主役である。ハプ会員はネットワークをひとつにまとめる機能を発揮している。したがっ
て取引回数の多い会員の取引実態に、エコマネー「未杜Jの特徴が映し出されているはず
である。
① 少ない同一農村集落内取引
最大のハプ会員である Bの取引状況は、図N-4に示すとおりである。 2008年度の取引
相手は 32人、取引回数は 174回であった。しかし、取引相手のうち、 Bと同じ農村集落に
居住している人は 2人に過ぎなかった。残りの 30人は、当該農村集落外に暮らす取引相手
であった。この傾向は、ほかのハプ会員にも共通している。 A、D、E、Fも、 2008年度
の取引相手のうち、自分と同じ農村集落の住民は 1人に過ぎなかった。 Cの場合は、 1人
もいなかった。同一農村集落内に暮らす住民同士の取引が極端に少ない。
② 少ない同一農村集落内会員
この傾向は、農村集落別の登録会員数においても顕著である。「未杜Jの会員登録数を調
べると、 Aが暮らす農村集落では、 200戸中 4戸しか登録会員がいなかった。 BとEの農
村集落では、 50戸中 3戸の会員登録に過ぎなかった。 Cの農村集落では 30戸中 1戸、 D
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の農村集落では 60戸中 1戸、 Fの農村集落では 40戸中 2戸にとどまった。
AY (男性、I)
AMl (女性、 I.K)
NM (男性、1)
AF (女性、 U)
NK (女性、地元)
KM (女性、1)
AM2 (女性、地元}
FY (女性、1)
MY (女性、I-K)
AKl (男性、地元)
SA (女性、地元)
はしもと美容室(企業会員}
UH (女性、 U)
AK2 (女性、1)
SS (女性、 U)
コミュエティショップあだち(企業会員)
OY (女性、地元)
HM (女性、地元)
MK (男性、 U)
KN (女性、I-K)
ASl (女性、 U)
和楽(企業会員)
ひかみインターネット倶楽部(企業会員}
AK3 (男性、U)
KT (女性、地元)
SM (女性、U)
AS2 (女性、U)
AN.NA (男性、丹波市外)
τ's (男性、地元)
YY2 (男性、 U)
MS (女性、1)
よしだ屋(企業会員)
園}V-4 くB>の取引状況 (2008年度)
(出所)N同法人丹波まちづくりプロジェクトの資料をもとに筆者作成。
(注)1. ( )内数字は取引回数である。
2. U:Uター ン、1:1ター ン、I.K:結婚による丹波市外からの移転を示す。
3.ANとNAは共同でのアンケート調査実施のため、 l人とみなす.
2)農村集落内での取引を妨げる事情
① 伝統的な相互扶助:労力供出とエコマネー
なぜ、閉じ農村集落内に暮らす会員同士の聞で取引が少ないのか、あるいはそもそも会
員数自体が少ないのか。ハプ会員Bに対し聴き取り調査を実施し、同じ農村集落に暮らす
取引相手がわずかに2人、特に閉じ隣保には 1人も取引相手がいない理由を尋ねた (2009
年 12月 20日)。
それによると、 Bが暮らす旧氷上町北由良地区は、市内でも農業の衰退が他の地区に比
べて先行しており、農業を止めたところも多い。集落の戸数の減り方も速く、以前は 100
戸以上あったが現在は半減している。農作業をめぐる労力供出はほとんど残っていない。
Bは、「労力供出する必要性がなくなってしまえば、そこでエコマネーが活躍する余地もな
いでしょうJと話していた。また、集落内で行われていた生活に関する労力供出も、その
基盤となっていた生産関係が消滅し地域コミュニティの紐帯が弱まったために、伝統的な
相E扶助活動の枠組みの外に飛び出すようになった。それを再度、相互扶助活動の枠組み
に呼び戻すだけの力はエコマネーにはない。
たとえば、一部の住民は「高齢になったからJr市外に働きに出ているのでJ等の理由を
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挙げ、冠婚葬祭も隣保の力を借りず、外部に委託して処理するようになった。
北由良地区では、隣保に代わって JA丹波ひかみが葬儀を受け持ち、丹波市立会館大師
の杜ホールやJA会館こもれぴで行われるようになった。葬儀のときに出される食事も以
前は隣保で作っていたが、「相互扶助活動の『返し』を負担に感じるJr外部の事業者を利
用する方が気楽で、よいJ等の理由から、現在では葬家やJAが外食会社に直接手配するこ
とが多い。
② 伝統的な相互扶助:日々の近隣付き合いとエコマネー
労力供出の伝統が希薄化するのと同時に、農村集落内での日々の近隣付き合いを忌避し、
事業者を利用する住民が増えている。それで、も、無償で留守番をしたり、子供の世話をし
たり、モノを融通しあったりする近隣付き合いは、一部の住民同士の間で残っている。
しかし、そうした日々の近隣付き合いをエコマネー「未杜」で代替することについてB
は、「閉じ集落内に住む住民に対して、『未杜』への入会を勧誘したことがない。特に、伝
統的な近隣付き合いが残っている相手に、その関係性をエコマネーで、代替しましようと切
り出すことは、水臭いと思われそうだし、なにか気恥ずかしいJと話していた (2009年 12
月 20日)。
農村集落内の伝統的な人間関係のなかで処理されてきた日々の近隣付き合いを、あえて
エコマネーに代替することに対しては、取引回数の多い「未社jの熱心なハブ会員でさえ、
精神的に抵抗感を持っている、ということになる。
Bの話は、清水市(現静岡市)の清水駅前銀座商庖街のエコマネーを調べた湖中[2005]
の研究成果と符合する。 Bの場合も、現に持続している日々の近隣付き合いを、エコマネ
ーを媒介とする関係に切り替えることに対してはある種の遠慮が働いている。そうした遠
慮意識が作動して同じ集落内の住民に「未杜J入会を勧誘したり、「未杜Jでの取引を誘っ
たりすることを鴎賭している実態がある。
ハブ、会員Aにも聴き取り調査を実施した (2009年 12月 20日)0 Aが暮らす農村集落の
新郷地区は、 Bが暮らす農村集落に比べて農業を継続している住民が多い。そのため集落
の労力供出、隣保の日々の近隣付き合いも Bの集落/隣保よりも強く残っている。たとえ
ば、共同の道普請が残っている。それでも農作業は機械化され、隣保で共同作業するなど
の機会は少なくなった。冠婚葬祭はまだ自宅で行われ、隣保が扶助する場合が多い。ただ
し、単身高齢者が亡くなった場合などは、自宅葬ではなく丹波市立会館大師の杜ホールや
民間葬儀会館で行われるようになった。農村集落の伝統が比較的よく残る新郷地区でも、
AはBと同じように、集落内の日々の近隣付き合いをエコマネー「未杜Jに代替すること
には「気持ちの上で抵抗があるJと話している。
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( 4) r宋杜」ハブ会員はだれと活発に取引しているか
1) Uターン/1ターン/1ターン・ K組
ハブ会員はだれと積極的に取引をしているのかを、それぞれの取引記録から調べた。そ
れによると、ハプ会員Bの場合は、集落外の取引会員 30人(同一集落の会員2人を除く)
のうち、企業会員 5人、丹波市外の居住者 1人を除く 24人が丹波市内に暮らしている個人
会員であった(図IV-4)0 24人の属性をもう少し詳しく調べると、①学業や仕事の関係
で一時的に地元(丹波市)を離れたが、現在は地元に戻っているUターン組が 9人、②丹
波市外から丹波市に移転してきた Iターン組が 5人、③丹波市外から丹波市居住の男性に
嫁いできた Iターン・ K組(結婚)が 2人であった。 Bの取引相手である丹波市内の個人
会員 24人(同一集落の会員2人を除く)の 3分の 2に当たる 16人が上記「①+②+③J
の範嬬に含まれていた。生来、地元(丹波市)に居住している人は8人に過ぎなかった。
実際のところ、 Bと閉じ集落に暮らす取引相手2人も、 Iターンと Iターン・ K組である。
この2人を加算すると、 Bの取引相手のうち 18人がUターン/1ターン/1ターン・ K組
のいずれかに該当する。丹波市内に居住するBの取引個人会員 26人のうち 69.2%が上記
3パターンのどれかに属していることになる。この集団に含まれる会員との取引が際立つ
て多い。
ハプ会員Aの場合も、取引状況はBと酷似している。丹波市内に居住する個人の取引会
員 11人のうち、 Uターン/1ターン/Iターン・ K組のいずれかに属する会員が 9人に達
した(図IV-5)。同じくハブ、会員Cの場合は、個人取引会員 8人のうち 6人、 Dは8人中
7人、 Eは 13人中 10人、 Fは 11人のうち 9人がUターン/1ターン/1ターン・ K組の
いずれかであった(図IV-6----9)。ハプ会員 rA+B+C+D+E+FJが期間中に取引
をした丹波市内の個人会員の総数は 77人、そのうち 59人がUターン/1ターン/1ター
ン・ K組のいずれかに属していた(重複合計)。その割合は 76.6%に達する。
くA>ミユ I • YT (男性、U)
(18人、37回) ドーーー・サンリッジコンゼュータサービス(企業会員)
YYl (女性、 I.K)
AY (男性、I)
UK (女性、丹波市外)
MK (男性、 U)
AK2 (女性、I)
AK3 (男性、 U)
τN(男性、U)
UK (女性、地元)
はしもと美容室(企業会員)
KN (女性、 I.K)
SM (男性、丹波市外}
和楽(企業会員)
よしだ屋(企業会員)
AN.NA (男性、丹波市外)
KT (女性、地元)
YY2 (男性、U)
図1V-5 <A>の取引状況 (2008年度)
{注)出所及び注記事項は図N-4に同じ。
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KM (女性、1)
YVl (女性、1・K)
和楽{企業会員)
ひかみインターネyト倶楽部(企業会員)
AY (男性、1)
KN (女性、I・K)
』ー-e悶王(男性、地元)
AK3 (男性、 U)
AN.NA (男性、丹波市外)
YY2 (男性、 U)
AM2 (女性、地元)
よしだ屋(企業会員)
図IV-6 くC>の取引状況 (2008年度)
(注)出所及び注記事項は図N-4に同じ。
く0> • ，. YYl (女性、 '.K)
(14人、 105回) トー一ー・シルパーハウス石生(企業会員)
丹波医療再生ネットワーク(企業会員)
AF(女性、U)
AS (女性、U)
AMl (女性、I-K)
|一一-・ γr(男性、地元)
AK2 (女性、0
よしだ屋(企業会員)
はしもと美容室(企業会員)
』ー~・ AN.NA (男性、丹波市外)
ひかみインターネット倶楽部(企業会員)
AK3 (男性、 U)
KN (女性、 I・K)
悶Wー7 くD>の取引状況 (2008年度)
(注)出所及び注記事項は図N-4に同じ。
くE>• I ーはしもと美容室 t企業会員)
(15人、 34図) ト一一-・ YYl(女性、 1・K)
SS (女性、 U)
AM2 (女性、地元)
FY (女性、1)
MY (女性、 '.K)
AK3 (男性、 U)
ASl (女性、 U)
MS (女性、1)
NK (女性、地元)
AA (女性、地元)
AN.NA (男性、丹波市外)
AS2 (女性、 U)
AY (男性、O
AF (女性、U)
図IV-8 <E>の取引状況 (2008年度)
(注)出所及び注記事項は図N-4に間以
くF>・ 1 ・FY(女性、。
(12人、 34回) トーーー・ YYl (女性、 '.K)
MY (女性、 '.K)
はしもと美容室(企業会員)
SS (女性、 U)
KN (女性、 '.K)
SM (女性、1)
TT (男性、地元)
AF (女性、U)
ST (女性、1)
• MK (男性、 U)
TS (男性、地元)
図IV-9 くF>の取引状況 (2008年度)
(注)出所及び注記事項は図N-4に同じ。
79 
2) ゲートウェイとしての機能
「未杜Jの取引先/取引量の最も多いハブ会員で、ある B自身も、 Iターン・ K組である。
聴き取り調査に対しBが、「結婚して来た当時は、農村集落になじめなかったし、受け入れ
てもらえなかった」と語っていたように、丹波市内でも新住民が伝統的な農村集落に受容
されるまでには長い時間がかかる。「それまでは『よそ者扱い』であるJ(2009年 12月 20
日)。ハプ会員Dは大阪の会社を定年退職後に家族で丹波市内に Iタ}ンしてきたが、「地
元自治会に積極的に関わっていないので近隣住民との付き合いは希薄であるj と話してい
た (2010年4月 19日)。
Uターン組の場合も、地域コミュニティに戻りにくい、という悩みを語る人が多い。ハ
プ会員Aは結婚して丹波市内に戻ったUターン組だが、「戻った農村集落が生まれ育った農
村集落とは違っていたために、受け入れられ、馴染むのに時間がかかったj と話していた
(2009年 12月 20日)。
一方、ハブ会員Dは、「エコマネー『未杜』に参加したことで、丹波市の地域コミュニテ
ィに入るきっかけをつかむことができたj と語っていた。 Dにとっては、 rw未杜』が地域
コミュニティに入る際に、格好のゲートウェイになったj という認識である。毎月開催さ
れる「未杜井戸端会議Jや年度末の「未杜決算パーテイ Jは、 Uターン/1ターン/1タ
ーン・ K組にとって貴重な出会いの場となっている。また、ハブ、会員との取引をきっかけ
に、ハプ会員が参加している「未杜J以外の地域コミュニティ活動団体(結の会、バイオ
マスフォーラムたんぱ、丹波医療再生ネットワーク、たんぱ医療支え隊等)に参加する機
会が生じている。また、取引先会員を介在してその会員が属する農村集落/隣保を訪ね、
新たな知人を得る機会にもなっている。
Uターン組のハプ会員Aによると、 Uターン組の場合も、長く都会暮らしをした後に丹
波市内に戻ると、地元を離れたことのない住民とは別の生活価値観やライフスタイルを持
っている。そのため「未杜」の活動を通して共通した生活価値観や考え方を持つ Iターン
/1ターン・ K組に、仲間を求める傾向がある (2009年 12月 20日)。
「未杜j会員(退会者を含む)へのアンケート調査において、「未杜J入会により、新た
な友人/知人との出会いがあったかどうかをみると、新たな友人/知人が「できたJとす
る回答が 7l.3% (62件)にも達しており、「未杜J入会による人的ネットワークの広がり
が認められた(表IV-6'""7)。
年齢別にみると、 r70歳以上Jでは、全員が「できた」としていた(表IV-6)。他の年
齢層の会員も全てのグ、ループにおいて、「できたjとする割合が 60%を超えた(r30歳未満J
は回答数が僅少なため、コメント省略)。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認
められなかった l) (p >.05)。
性別では、「できたJとする回答は、「男性j が 77.3%あり、 f女性Jの65.1%を上回っ
た(表IV-7)。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認められなかった(p>.05)。
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また、「未杜j入会により、新たな地域コミュニティ活動団体とのつきあいができたかに
ついても、 fできたJが 45.9%と半数近くあり、地域コミュニティ活動を行う「未社」以
外の市民活動団体との聞においても、新たなネットワークが構築されることがうかがえる
(表IV-8'"'-9)。
年齢別では、 i70歳以上Jにおいて、「できた」とする割合が 72.7%と他の年代を大きく
上回った(表IV-8)。他の年齢層では、回答者の最も多い i60代Jで「できたj という
回答が 45.9%と半数近くあった。 i40代Jも42.1%となった(i30歳未満」はコメント省
略)。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認められなかった (p>.05)。
性別に、新たな地域コミュニティ活動団体とのつきあいが「できたj のかをみると、男
性が 53.5%と半数を超えたのに対し、女性は 38.1%にとどまった(表IV-9)。カイ 2乗
検定を用いて検定した結果、有意差が認められなかった (p>.05)。
表lV-6新たな友人/知人との出会い(年齢別}
{単位:件、%)
できた できなかった 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
30歳未満 2 I 100.0 。0.0 2 I 100.0 
30代 2 66.7 1 33.3 3 I 100.0 
40代 13 68.4 6 31.6 19 100.0 
50代 11 68.8 5 31.3 16 100.0 
60代 23 63.9 13 36.1 36 100.0 
70歳以上 1 100.0 。0.0 11 100.0 
全体 62 71.3 25 28.7 87 100.0 
(注)1.各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入
し、小数点以下の桁数を1桁で表示してb、るため、各項
目の割合の計と合計は一致しない。
2. X' (5， N=87) =6.35， p=.27 0ふ
表lV-8新たな地域コミュニティ活動団体とのつきあい(年齢別)
(単位.件、%)
できた できなかった 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
30歳未満 2 I 100.0 。0.0 2 I 100.0 
30代 。0.0 3 I 100.0 3 I 100.0 
40代 8 42.1 11 57.9 19 100.0 
50代 4 30.8 9 69.2 13 100.0 
60代 17 45.9 20 54.1 37 100.0 
70歳以上 8 72.7 3 21.3 11 100.0 
全体 39 45.9 46 54.1 85 100.0 
(注)X' (5. N=85) =9.40. p=.09 0.8. 
3. アンケート調査結果に表出した『未社』会員の意識
( 1 ) r宋杜」会員のプロフィール
2009年8'"'-10月に、「未杜」会員(退会者を含む)201人を対象に無記名方式でアンケ
ート調査を行った。「未杜j会員の属性やエコマネーの利用実態、あるいは「未杜Jに対す
る会員の考え方を把握することにねらいがあった。アンケート調査の結果は、ハブ、会員の
取引パターンを精査して得られた地域通貨に対する示唆といくつかの点で符号するもので
あった。アンケート調査では、 93人(現会員 70人、退会者 22人、不明 1人)から回答を
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得た (2人が回答を拒否したため、有効配布数は 199人、有効回収率 46.7%)。
回答者のプロフィールは、下記に示すとおりである。
居住地域は、 41.1 % (37件)が「氷上町J、17.8%(16件)が「柏原町j としており、
両町で全体のほぼ 60%を占めた(表町一10)0 r未杜」の流通範囲である丹波市や篠山市以
外の地域に居住するという回答も 13.3% (12件)あった。「未杜」は兵庫県内で最も注目
されるエコマネーであり、これが評価されて入会に至ったものと考えられる。
表Wー10回答者の居住地域
(単位:件、%)
回答数 割合
柏原町 16 17.8 I 
氷上町 37 41.1 I 
丹 育垣町 1 1.1 
波 春日町 10 11.1 I 
市 山南町 3 3.3 
市島町 3 3.3 
小計 70 77.8 I 
篠山市 8 8.9 
その他 12 13.3 
合計 90 100.0 
(注)各項目の割合の算出に際し、小数点第2位
を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で
表示しているため、丹波市の各町の割合の
計と丹波市小計は一致しない。
年齢構成は、 r60代Jが 42.2% (38件)と多く、これに r70歳以上J(12.2%、11件)
を含めると、 60歳以上が半数を超えた。他の年齢構成は、 r40代」が 21.1% (19件)、 r50
代Jが 18.9%(17件)、 r30代Jが 3.3%(3件)、 r30歳未満Jが 2.2%(2件)であった。
性別は、男性が 50.5%(46件)、女性が 49.5%(45件)とほぼ同数だ、った。
職業は、「勤め人Jが 25.6%(23件)と最も多く、以下、「無職・年金受給」と「自営業
(農業含む)Jが 21.1% (19件)、「専業主婦Jが 15.6% (14件)、「パート・アルバイトj
が 10.0%(9件)となった。「学生Jと「その他」は 3.3%(3件)であった。
同居家族数(本人含む)は、 r2人jが 33.0%(29件)と多く、これに r1人J(6.8%、
6件)を含めると回答者のほぼ 40%の世帯で構成人員が r1 ，. 2人」と少なかった。この
ほか、 r3人」が 21.6%(19件)、 r5人」と r6人以上Jが 13.6%(12件)、 r4人Jが
11.4% (10件)であった。
rcr未杜J以外に)いくつの地域コミュニティ活動団体に参加していますか」と尋ねた
ところ、 r(未杜以外lこ)参加していない」は 19.1%(17件)にとどまった。回答者の 80%
以上が、「未杜J以外のコミュニティ団体にも参加していることがわかった。参加している
団体数別では、 r1 ，. 2団体Jが 49.4%(44件)と全体の半数近くを占めた。このほか、
r 3""" 4団体jが 21.3% (19件)、 r5""" 9団体」が 7.9%(7件)、 rlO団体以上Jが 2.2%
(2 f牛)あった。
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( 2 )少ない取引実績
1 )モノ・サービスの提供/利用回数
① 全体の状況
「未杜」を介在して r2008年度 (2008年4月 1日'"'-'2009年 3月 31日)に、何度取引(モ
ノ・サービスの交換)をしましたかJと質問したところ、 51.4% (37件)が「提供の実績
がないJ、44.4% (32件)が「利用の実績がない」と回答した。これに r1 "'- 5回Jを加
えると、それぞれ 83.3%(60件)の回答者において、提供/利用の実績が極めて乏しいこ
とが明らかになった(表IV-11)。
表1V-11 2008年度におけるモノ・サービスの提供/利用回数
(単位:件、%)
提供 利用
回答数 割合 回答数 割合
ない 37 51.4 32 44.4 
1~5回 23 31.9 28 38.9 
6~1O回 6 8.3 4 5.6 
1l ~15回 2 2.8 5 6.9 
16回以上 4 5.6 3 4.2 
合計 72 100.0 72 100.0 
② モノ・サービスの提供回数(年齢・性・活動団体数別)
モノ・サービスの提供回数を年齢別にみると、表IV-12に示すとおり、全体での傾向と
同様に、 r(実績が)ない」と r1 "'- 5回Jに回答が集中した。 r60代Jと i70歳以上」で
は、合計で前者 89.3%、後者 87.5%と90%近くを占めた。 i50代j は合計で 84.6%あっ
た。 i40代Jは合計して 68.8%と、他の年齢層に比べて少なく、 r11 '"-' 15回jが 6.3%、i16
回以上Jが 12.5%と、比較的多く提供した人が約2割あった(i30歳未満」はコメント省
略)。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認められなかった (p>.05)。
表W-122008年度におけるモノ・サービスの提供回数(年齢別)
{単位:件、%)
ない 1~5回 6~10回 1l~15回 16回以上 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
30歳未満 。0.0 2 100.0 。0.0 。0.0 。0.0 2 100.0 
40代 7 43.8 4 25.0 2 12.5 l 6.3 2 12.5 16 100.0 
50代 7 53.8 4 30.8 2 15.4 。0.0 。0.0 13 100.0 
60代 16 57.1 9 32.1 1 3.6 。0.0 2 7.1 28 100.0 
70歳以上 4 50.0 3 37.5 l 12.5 。0.0 。0.0 8 100.0 
全体 34 50.7 22 32.8 6 9.0 1 1.5 4 6.0 67 100.0 
(注)1. r30代Jはデータが皆無のため、除外する。
2.各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で表示しているため、
各項目の割合の計と合計は一致しない。
3. x'(16， N=67) =12.33， p=.72 n.s. 
性別では、 i(実績が)ないJとする回答は、男性で 56.8%あり、女性の 43.3%を大きく
上回った。しかし、 i(実績が)ないJに r1 "" 5回j を加えると、男性は 86.5%、女性は
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80.0%、と大きな差はみられなかった(表IV-13)。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、
有意差が認められなかった (p>.05)。
表W-132008年度におけるモノ・サービスの提供回数(性別)
(単位:件、%)
ない 1-5図 6-10回 11-15回 16回以上 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
男性 21 56.8 11 29.7 4 10.8 l 2.7 。0.0 37 100.0 
女性 13 43.3 11 36.7 2 6.7 3 10.0 1 3.3 30 100.0 
全体 34 50.7 22 32.8 6 9.0 4 6.0 1 1.5 67 100.0 
(注)が(4.N=67) =3.86. p=.43 n.s. 
地域コミュニティ活動団体への参加数別では、表IVー 14のとおり、参加団体数が多くな
るにしたがって、 1(実績が)ないjの回答割合が減少する傾向がみられた(110団体以上」
はコメント省略)。しかし、 r(実績が)ない」と 11"'5回Jの回答を合算すると、 13 '" 
4団体j を除き、いずれも 80%以上を占めた。特に、 1(未杜以外に)参加していなしリ層
では 100.0%となった。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認められなかった
(p >.05)。
表W-142008年度におけるモノ・サービスの提供回数(地域コミュニティ活動団体数別)
(単位:件、%)
ない 1-5回 6~10回 11~15回 16間以上 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
参加していない 9 75.0 3 25.0 。0.0 。0.0 。0.0 12 100.0 
1~2団体 17 51.5 11 33.3 3 9.1 。0.0 2 6.1 33 100.0 I 
3~4団体 5 33.3 5 33.3 3 20.0 6.7 1 6.7 15 100.0 I 
5~9団体 1 20.0 3 60.0 。0.0 。0.0 1 20.0 5 100.0 I 
10団体以上 2 1100.0 。0.0 。0.0 。0.0 。0.0 2 100.0 
全体 34 50.7 22 32.8 6 9.0 1.5 4 6.0 67 100.0 
(注)χ '(16.N=67) =15加 .p=.46 n.s. 
③ モノ・サーピスの利用回数(年齢・性・活動団体数別)
モノ・サービスの利用回数を年齢別にみると、提供時の回答(表IV-12)と同様に、 1(実
績が)ないJと r1"'5回Jに回答が集中した(表IV-15)or70歳以上jでは全員が、 r(実
績が)ないJ文は 11"'5回」と答えた(110団体以上Jはコメント省略)。カイ 2乗検定
を用いて検定した結果、有意差は認められなかった (p>.05)。
性別では、 I(実績が)ないJとする回答は、男性の 35.1%に対し、女性は 50.0%を占め
た。提供時の回答(表IV-13)で、 1(実績が)ないJの回答割合は男性が 56.8%、女性が
43.3%だったのに比べて、逆の関係がみられた。また、女性では、利用回数 111"'15回J
が 10.0%、116回以上Jが 6.7%あり、比較的多く利用した人が約6人中 1人を占めた(表
IV -16)。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認められなかった (p>.05)。
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表町一152008年度におけるモノ・サービスの利用回数(年齢別)
(単位:件、%)
ない 1-5回 6-10回 11-15回 16回以上 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
30歳未満 。0.0 2 100.0 。0.0 。0.0 。0.0 
40代 7 43.8 5 31.3 l 6.3 1 6.3 2 12.5 
50代 4 30.8 7 53.8 2 15.4 。0.0 。0.0 
60代 14 50.0 9 32.1 1 3.6 3 10.7 1 3.6 
70歳以上 3 37.5 5 62.5 。0.0 。0.0 。0.0 
全体 28 41.8 28 41.8 4 6.0 4 6.0 3 4.5 
(注)1. r30代jはデータが皆無のため、除外する。
2.各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で表示しているため、
各項目の割合の計と合計は一致しなu、。
3.χ'(l6， N=67) =14.27， p=.58 n.5. 
表Wー162008年度におけるモノ・サービスの利用回数(性別)
2 100.0 
16 100.0 
13 100.0 
28 100.0 
8 100.0 
67 100.0 
(単位:件、%)
ない 1-5回 6-10回 11-15回 16回以上 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
男性 13 35.1 19 51.4 3 8.1 1 2.7 l 2.7 37 100.。
女性 15 50.0 9 30.0 1 3.3 3 10.0 2 6.7 30 100.。
全体 28 41.8 28 41.8 4 6.0 4 6.0 3 4.5 67 100.。
(注)1.各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で表示しているため、
各項目の割合の計と合計は一致しない。
2.χ2 (4， N=67) =5.37， p=.25 s.S. 
地域コミュニティ活動団体への参加数別では、表IVー 17のとおり、提供時の回答(表W
-14) と同様に、参加団体数が多くなるにしたがって、 f(実績が)ないJの回答割合が減
少する傾向がみられた(r10団体以上」はコメント省略)0 f (実績が)ないJと fl'"'-'5回j
の回答を合算すれば、 f3'"'-'4団体Jの 60.0%を除いて、全てのグループで 80%以上であ
った。特に、r(未杜以外に)参加していない」グ、ループで、は 100%となった。カイ 2乗検
定を用いて検定した結果、有意差が認められなかった (p>.05)。
表Wー172008年度におけるモノ・サービスの利用回数(地場コミユエティ活動団体数別)
(単位:件、%)
ない 1-5回 6-10回 11-15回 16回以上 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
参加していない 9 75.0 3 25.0 。0.0 。0.0 。0.0 12 100.。
1-2団体 15 45.5 14 42.4 2 6.1 3.0 3.0 33 100.。
3-4団体 3 20.0 7 46.7 2 13.3 2 I 13.3 6.7 15 100.。
5-9団体 。0.0 4 80.0 。0.0 。0.0 1 20.0 5 100.0 
10団体以上 l 50.0 。0.0 。0.0 1 I 50.0 。0.0 2 100.0 
全体 28 41.8 28 41.8 4 6.0 4 6.0 3 4.5 67 100.0 
{注)1.各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で表示しているため、
各項目の割合の計と合計は一致しない。
2. x2(16， N=67) =26.06， p=.053 s.S. 
2)提供できる/利用したいモノ・サービス
① 全体の状況
「未社Jの会員でありながら「未社」を使う機会がなかったり、少なかったりするのは
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なぜなのか。回答者の 62.7%(47件)が f(自分には)提供できるモノ・サービスが少な
い」、 22.7%(17件)が f(自分には)提供できるモノ・サーピスがほとんどないJと回答
した。利用についても傾向は閉じで、 68.9%(57件)がr(自分には)利用したいそノ・
サービスが少ないJ、17.6%(13件)が f(自分には)利用したいモノ・サービスがほとん
どない」と答えた。 85%以上の回答者が、「未杜Jを通してモノ・サービスを取引すること
に魅力を感じていないか、その必要に迫られていないことを示している(表N-18)。
表Wー18提供できる/利用したいモノ・サー ビス
(単位:件、%)
提供 利用
回答数 割合 回答数 割合
非常に多い 。 0.0 l 1.4 
多い II 14.7 9 12.2 
少ない 47 62.7 51 68.9 
ほとんどない 17 22.7 13 17.6 
合計 75 100.0 74 100.0 
(注)各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨
五入し、小数点以下の桁数を1桁で表示しているた
め、各項目の割合の計と合計は一致しない。
② 提供できるモノ・サービス(年齢・性・活動団体数別)
年齢別にみても、表N-19のとおり、全ての層において 80%以上が、 f(自分には)提供
できるモノ・サービスが少なしリ又は f(自分には)提供できるモノ・サービスがほとんど
ないj と回答した(f30歳未満Jと f30代Jはコメント省略)0 f60代Jは88.9%、f70歳
以上jは90.0%あった。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差は認められなかった
(p >.05)。
表W-19提供できるモノ・サー ビス(年齢別)
(単位:件、%)
多い 少ない ほとんどない 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
30歳未満 50.0 1 50.0 。0.0 
30代 。0.0 2 100.0 。0.0 
40代 3 16.7 II 61.1 4 22.2 
50代 3 20.0 8 53.3 4 26.7 
60代 3 11.1 17 63.0 7 25.9 
70歳以上 10.0 7 70.0 2 20.0 
全体 11 14.9 46 62.2 17 23.0 
(注)1. r非常に多いJはデータが皆無のため、除外する。
2.各項目の割合の算出に際し、小数点第創立を四捨五入し、小数点
以下の桁数を1桁で表示しているため、各項目の割合の計と合計は
一致しない。
3.χ2(10， N=74) =4.63， p=.91 n.s. 
2 100.0 
2 100.0 I 
18 100.0 
15 100.0 
27 100.0 
10 100.0 
74 100.0 
性別にみても、男女ともに 80%以上が、 f(自分には)提供できるモノ・サービスが少な
しリ又は f(自分には)提供できるモノ・サーピスがほとんどなしリと回答した(表N-20)。
86 
カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認められなかった (p>.05)。
表W-20提供できるモノ・サービス(性別)
(単位:件、%)
多い 少ない ほとんどない 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数
男性 5 13.2 25 65.8 8 21.1 38 
女性 6 16.7 21 58.3 9 25.0 36 
全体 11 14.9 46 62.2 17 23.0 74 
(注)1. r非常に多い」はデータが皆無のため、除外する。
2.各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点
以下の桁数を1桁で表示しているため、各項目の割合の計と合計は
一致しなし、
3.χ'(2. N=74) =0.44. p=.80 nふ
割合
100.0 
100.0 
100.0 
地域コミュニティ活動団体への参加数別では、表IV-21のとおり、 r5 --9団体J以外
の層で、それぞれ 80%以上が、 r(自分には)提供できるモノ・サービスが少ない」又は r(自
分には)提供できるモノ・サービスがほとんどないJと回答した(fl0団体以上Jはコメ
ント省略)0 r5--9団体」では、 40.0%が「多い」と答えた。カイ 2乗検定を用いて検定
した結果、有意差が認められなかった (p>.05)。
表W-21 提供できるモノ・サービス(地峨コミュニティ活動団体数別)
(単位:件、%)
多い 少ない ほとんどない
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
参加していない 。0.0 11 68.8 5 31.3 
1-2団体 7 19.4 20 55.6 9 25.0 
3-4団体 2 12.5 12 75.0 2 12.5 
5-9団体 2 40.0 3 60.0 。0.0 
10団体以上 。0.0 。0.0 l 100.0 
全体 11 14.9 46 62.2 17 23.0 
(注)1. r非常に多いJはデ}タが皆無のため、除外する。
2.各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点
以下の桁数を1桁で表示しているため、各項目の割合の計と合計は
一致しなし、
3. x'(8. N=14) =11.61. p=.11 nふ
合計
回答数
16 
36 
16 
5 
1 
74 
③ 利用したいモノ・サービス(年齢・性・活動団体数別)
割合
100.。
100.0 
100.0 
100.。
100.。
100.。
年齢別にみると、表IV-22に示すとおり、 r40代Jを除いた層で、いずれも 85%以上が、
r (自分には)利用したいモノ・サービスが少ないj 文は r(自分には)利用したいモノ・
サービスがほとんどないJと回答した(f30歳未満Jと r30代jはコメント省略)0 r 40代J
では、 r(自分には)利用したいモノ・サービスが非常に多いJ(5.6%)文はf(自分には)
利用したいモノ・サービスが多いJ(27.8%)が3分の 1を占めた。ただし、表IVー 19の
結果と比較すると、 r40代Jでは「提供Jよりも「利用J時において、「非常に多いJr多
いJという積極的な回答が目立つ。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認めら
れなかった (p>.05)。
87 
表W-22利用したいモノ・サービス(年齢別)
(単位:件、%)
非常に多い 多い 少ない ほとんどない 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
30歳未満 。0.0 。0.0 2 100.0 。0.0 2 100.0 
30代 。0.0 l 50.0 1 50.0 。0.0 2 100.0 
40代 1 5.6 5 27.8 9 50.0 3 16.7 18 100.0 
50代 。0.0 1 6.7 10 66.7 4 26.7 15 100.0 
60代 。0.0 1 3.8 20 76.9 5 19.2 26 100.0 
70歳以上 。0.0 1 10.0 8 80.0 1 10.0 10 100.0 
全体 1 1.4 9 12.3 50 68.5 13 17.8 73 100.0 
(注)1.各項目の割合の算出に際し、小数点第2位を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で
表示しているため、各項目の割合の計と合計は一致しない。
2. ;(2(15. N=73) =14.56. p=.48 n.5. 
性別では、 r(自分には)利用したいモノ・サービスが少ないJr (自分には)利用したい
モノ・サービスがほとんどなしリと回答した割合は、女性の 80.0%に比べて、男性は 92.1%
となった(表N-23)。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認められなかった (p
>.05)。
表1V-23利用したいモノ・サービス(性別)
(単位:件、%)
非常に多い 多い 少ない ほとんどない 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
男性 。0.0 3 7.9 28 73.7 7 18.4 38 100.0 
女性 1 2.9 6 17.1 22 62.9 6 17.1 35 100.0 
全体 l 1.4 9 12.3 50 68.5 13 17.8 73 100.0 
(注)ど(3.N=73) =2.68. p=.44 n.8. 
地域コミュニティ活動団体への参加数別では、表N ー24のとおり、全ての層で 80%以上
が、 r(自分には)利用したいそノ・サーピスが少ないJ又は r(自分には)利用したいそノ・
サービスがほとんどないJと回答した(rl0団体以上Jはコメント省略)0 r(未杜以外に)
参加していない」グループでは、 r(自分には)利用したいモノ・サービスが多いJが 18.8%
と2割近くを占めた。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認められなかった(p 
>.05)。
表W-24利用したいモノ・サーピス(地域コミュニティ活動団体数別)
(単位:件、%)
非常に多い 多い 少ない ほとんどない 合計
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
参加していない 。0.0 3 18.8 10 62.5 3 18.8 
1~2団体 。0.0 5 14.7 24 70.6 5 14.7 
3~4団体 6.3 。0.0 12 75.0 3 18.8 
5~9団体 。0.0 。0.0 4 80.0 1 20.0 
10団体以上 。0.0 1 50.0 。0.0 1 50.0 
全体 1.4 9 12.3 50 68.5 13 17.8 
(注)1.各項目の割合の算出に際し、小数点第2{立を四捨五入し、小数点以下の桁数を1桁で
表示しているため、各項目の割合の計と合計は一致しない。
2.χ 2(12. N=73) =12.19. p=.43 n.5. 
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16 100.0 
34 100.0 
16 100.0 
5 100.0 
2 100.。
73 100.0 
3) rモノ・サーピスJ提供/利用への期待度は乏しい
「なぜ、『未杜』の活動に参加を決めたのですかJと尋ねたところ、「モノ・サービスを
提供/利用したしリは 16.5%(15件)に過ぎなかった(表Nー 25)。
「モノ・サービスを提供/利用したい」への回答割合を年齢別にみると、 r50代」が 25.0%
で最も多く、 r40代」も 21.1 %と 20%を超えていた。しかし、回答者の中心階層を構成す
る r60代jでは 18.4%とやや少なかった。 r70歳以上Jにおいては皆無であった(表N-
26)。ー カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認められなかった (p>.05)。
「モノ・サービスを提供/利用したいJへの回答割合について、性別では、女性は 29.5%
とやや多いが、男性 4.4%にとどまった(表Wー27)。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、
有意差が認められた (p<.Ol)。
「モノ・サービスを提供/利用したいJへの回答割合を地域コミュニティ活動団体への
参加数別にみると、 r(未杜以外に)参加していないjグ、ルー プで 29.4%とやや多かった(し
かし、「未杜Jを利用した取引状況は、表Wー 14、17に示すとおり、他の層に比べて低調
だった)。一方、「未社j 以外の活動団体に参加しているグループでは、 rl""2団体」で
18.6%、r5""9団体Jで 14.3%とやや少なく、 r3""4団体jでは 5.3%にとどまった(表
N-28)。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、有意差が認められなかった (p>.05)。
以上の結果は、「未杜」ハブ、会員の取引実態の分析で明らかにした事実一一①農村集落の
伝統的な近隣付き合いを通して維持されているモノ・サービスの交換を、地域通貨が代替
できる余地は乏しい、②農村集落の伝統的な相互扶助活動のうち事業者に出されたそノ・
サービスを、再度、地域通貨を通して行うようになる可能性は少ない、と符合していると
考えられる。
表W-25r来社』入会理由
(単位:件、%)
回答数 割合
来社の活動目的に共感した 39 42.9 
知り合いを増やしたい 9 9.9 
モノ・サービスを提供/利用したい 15 16.5 
地域への貢献 24 26.4 
人間関係を深めたい 13 14.3 
つきあいで(友人/知人の勧め) 30 33.0 
地域通貨への興味 26 28.6 
その他 4 4. 
回答数 91 
(注)複数回答である。
( 3 )地域コミュニティ活動に熱心な「来杜」会員
「未杜J会員の地域コミュニティ活動への参加機会が多いことは、「未社」会員の地域コ
ミュニティ参加意識の高さを映し出している。このことは、「未社J入会理由にも反映して
いる。表N-25でみたとおり、全体の 42.9%(39件)が「未杜の活動目的に共感したj
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をあげており、また、 28.6%(26件)が「地域通貨(エコマネー)への興味J、26.4%(24 
件)が f(活動を通した)地域への貢献」を入会理由として回答していた。「つきあいで(友
人/知人の勧め)Jは 33.0% (30件)であった。
前述した「未杜」ハブ、会員の取引実績において、エコマネー「未杜Jは帰郷者 (Uター
ン組)、あるいは転入者(1ターン、 Iターン・ K組)にとっては伝統的な農村集落に参入
する際に、貴重なゲートウェイとなる可能性を持っていることを示唆していた。アンケー
ト調査の結果からもそうした傾向を読み解くことができる。
「未杜」への入会理由を年齢別にみると、表IV-26のとおり、 f40代j のほか f60代J
とf70歳以上」 において、「未杜の活動目的に共感したjへの回答割合がそれぞれ、 47.4%、
44.7%、45.5%と最も多くあげられており、半数近くを占めた。 f30代Jは回答数が少な
いものの、 66.7%と3人中 2人となった U30歳未満Jはコメント省略)。また、 f50代J
は「地域通貨(エコマネー)への興味」が 37.5%で最も多かった。カイ 2乗検定を用いて
検定した結果、全ての項目において有意差が認められなかった (p>.05)。
性別では、「未杜の活動目的に共感した」が、男性で 42.2%、女性で 43.2%とともに最
も多かった。「地域通貨(エコマネー)への興味」については、男性が 35.6%あり、女性
の 22.7%を上回った(表IV-27)。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、前述したとおり
「モノ・サービスを提供/利用したいJは有意差が認められたが (p<.01)、他の項目につ
いては有意差が認められなかった (p>.05)。
地域コミュニティ活動団体への参加数別では、表IV-28のとおり、「未杜の活動目的に
共感したjは、 f3 '"-' 4団体Jの 68.4%を始め、 f(未社以外に)参加していなしリで 41.2%、
f 1 '"-'2団体Jで 37.2%と、各層において最も多かった。 f5 '"-' 9団体Jは 28.6%にとど
まった U10団体以上Jはコメント省略)0 f5'"'-'9団体Jでは、 fつきあいで(友人/知人
の勧め)Jが 57.1%あった。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、全ての項目において有
意差が認められなかった (p>.05)。
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寝耳7-26r未社』入会理由(年齢別)
30歳未満 30代 40代 50代 60代
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
未杜の活動目的に共感した 1 50.0 21 66.7 
知り合いを増やしたい 。0.0 。0.0 
モノ・サービスを廼供/利用したい 。0.0 。0.0 
地域内の貢献 1 50.0 11 33.3 
人間関係を深めたい 。0.0 11 33.3 
つきあいで(友人/知人の勧め) 。0.0 11 33.3 
地域通貨への興味 2 1 00.0 11 33.3 
その他 。0.0 。0.0 
回答数 2 3 
(注)1.複数回答である.
2.ぷ検定は、回答選択肢ごとに行った。
来事土の活動目的に共感した:X '(5， N=89) =3.06， p=.69 n.s. 
知り合いを増やしたい:X'(5， N=89) =1.66， p=.8鈎9n.s 
モ/.サ一ピスを哩慢量供/剰利IJ用司したbい、円:X'(句5，N=89) =4.31， p=.51 n.s. 
地域への貢献:x'(5， N=89) =2.97， p=.70 n.s. 
人間関係を深めたい:が(5，N=89) =3.58， p=.61 n.s. 
つきあいで(友人/知人の勧め):が(5，N=89) =3.84， p=.5貯7n.s 
地域通貨への興味:X'(匂5，N=89) =6.85， p=.2忽3n.s 
その他:χx'(句5，N=89) =1.84， p=.87 n.s. 
表W-27r朱祉』入会理由(性別)
男性
91 47.4 41 25.0 
2 1 10.5 21 12.5 
4 1 21.1 41 25.0 
6 1 31.6 5 1 31.  
21 10.5 31 18.8 
91 47.4 5 1 31.  
4 1 21.1 61 37.5 。0.0 6.3 
19 16 
(単位:件、%)
女性 全体
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
来社の活動目的に共感した 19 42.2 19 43.2 38 
知り合いを僧やしたい 5 11.1 4 9.1 9 
モノ・サービスを提供/利用したい 2 4.4 13 29.5 15 
地域への貢献 12 26.7 11 25.0 23 
人間関係を深めたい 8 17.8 5 11.4 13 
つきあいで(友人/知人の勧め) 14 31.1 16 36.4 30 
地域通貨への興味 16 35.6 10 22.7 26 
その他 2 4.4 2 4.5 4 
回答数 45 ー 44 ー 89 
(注)1.複数回答である。
2. x 2検定は、回答選択肢ごとに行った。
来社の活動目的に共感した:χ2(1，N=89) =0.01. p=.93 nふ
知り合いを婚やしたい:χ2(1， N=89) =0.00， p=.97 n.5. (y低e5の補正後)
モノ・サービスを提供/利用したい:χ2(1， N=89) = 10.00， p=.OO< .01 
地域への貢献:χ2(1，N=89) =0.03， p=.86 nふ
人間関係を深めたい:x 2 (1， N=89) =0.73， p=.39 n.5. 
つきあいで(友人/知人の勧め):χ2(1， N=89) =0.27， p=.60 nふ
地域通貨への興味:χ2(1，N=89) =1.77， p=.18 nふ
その他:χ2(1，N=89) =0.24， p=.63 nふ (Yatesの補正後)
91 
42.7 
10.1 
16.9 
25.8 
14.6 
33.7 
29.2 
4.5 
17 44.7 
3 7.9 
71 18.4 
91 23.7 
41 10.5 
13 34.2 
91 23.7 
2 5.3 
38 
{単位:件、%)
70歳以上 全体
回答数 割合 回答数 割合
51 45.5 38 42.7 
21 18.2 9 1 10.1 。0.0 15 16.9 
9.1 23 25.8 
31 27.3 13 14.6 
21 18.2 30 33.7 
41 36.4 26 29.2 
9.1 4 4.5 
11 89 
表1V-28r来社』入会理由(地域コミュニティ活動団体数別)
参加していない 1-2団体 3-4団体
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
未社の活動目的に共感した 7 41.2 16 37.2 
知り合b吃増やしたい 3 17.6 4 9.3 
モノ・サービスを提供/利用したい 5 29.4 8 I 18.6 
地域への貢献 3 17.6 13 30.2 
人間関係を深めたい 5 29.4 5 I 11.6 
つきあいで(友人/知人の勧め) 6 35.3 14 32.6 
地域通貨への興味 5 29.4 14 32.6 
その他 5.9 2 4.7 
回答数 17 43 
(注)1.複数回答である。
2. X2検定は、回答選択肢ごとに行った。
来社の活動目的に共感した;X 2(4， N=88) =7.72， p=.10 n.s. 
知り合いを増やしたい;X 2(4， N=88) =1.92， p=.75 n.s. 
モノ・サーピスを提供/利用したい;X 2 (4， N=88) =4.23， p=.38 n.s. 
地域への貢献;X 2(4， N=88) =1. 74， p=.7B n.s. 
人間関係を深めたい;X 2(4， N=B8) =4.BI， p=.31 n.s. 
つきあいで(友人/知人の勧め):X 2(4， N=8B) =3.38， p=.50 nふ
地域通貨への興味:χ2(4，N=88) =3.56， p=.47 n.s. 
その他:χ2(4， N=88) =0.52， p=.97 n.s. 
13 68.4 
5.3 
l 5.3 
5 I 26.3 
3 15.8 
4 I 21.1 
6 I 31.6 
l 5.3 
19 
(単位.件、%)
5-9団体 10団体以上 全体
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
2 I 28.6 。0.0 38 43.2 
1 14.3 。0.0 9 I 10.2 
14.3 。0.0 15 17.0 
2 I 28.6 。0.0 23 26.1 I 。0.0 。0.0 13 14.8 
4 I 57.1 1 I 50.0 29 33.0 。0.0 1 I 50.0 26 29.5 。0.0 。0.0 4 4.5 
7 2 88 
次に、「なぜ、未杜の活動を継続しているのですかJ(取引したいモノ・サービスが少な
いのにもかかわらず)と尋ねたところ、「未杜の活動目的に共感しているJへの回答が
66.2% (43件)と圧倒的な継続理由になっているとはいえ、「人間関係が深まるjに 32.3%
(21件)、「地域に貢献できるJに30.8%(20件)、「知り合いが増える」に 26.2%(17件)
の回答があった。このほか、「友人・知人とのつきあいJが 21.5%(14件)、「未杜新聞が
送られてくるJが 20.0%(13件)あった(表IV-29)。
表1V-29r来杜』継続理由
(単位:件、%)
回答数 割合
来社の活動目的に共感している 43 66.2 
知り合いが構える 17 26.2 
提供/利用したいそノ・サービスがある 7 10.8 
商庖でモノ・サービス代金を割引してくれる 3 4.6 
友人・知人とのつきあい 14 21.5 
加入・活動していて楽しし、 9 13.8 
来杜新聞が送られてくる 13 20.0 
人間関係が深まる 21 32.3 
地域に貢献できる 20 30.8 
その他 3 4.6 
」一 回答数 65 
(注)複数回答である。
「未杜j継続理由を年齢別にみると、表IV-30のとおり、各年代とも「未杜の活動目的
に共感している」が最も多く、特に、 r70歳以上Jは 77.8%、r40代Jは 73.3%にも達し
た U30歳未満Jr30代j はコメント省略)0 r人間関係が深まるJについても、 r40代」で
46.7%、r50代Jで 45.5%と多く、「地域に貢献できるJは r50代Jで 45.5%を占めた。
r40代」では、「知り合いが増えるJr友人・知人とのつきあいJr未社新聞が送られてく
92 
るJがいずれも 40.0%あった。カイ 2乗検定を用いて検定した結果、全ての項目において
有意差が認められなかった (p>.05)。
性別では、「未社の活動目的に共感している」に対して、男女ともに 3分の 2近くが継続
理由にあげていた(男性 65.7%、女性 65.5%)。このほか、男性では「人間関係が深まるJ
が 37.1%、「地域に貢献できる」が 34.3%と多く、女性では「未杜新聞が送られてくるJ
ことに対して 34.5%が継続理由にあげ、高く評価していた(表N ー31)。カイ 2乗検定を
用いて検定した結果、「未杜新聞が送られてくる」は有意差が認められたが (p<.05)、そ
の他の項目については有意差が認められなかった (p>.05)。
地域コミュニティ活動団体への参加数別では、表N-32のとおり、参加団体数が多くな
るほど「未杜の活動目的に共感している」への回答割合が多くなっており、 r3'"'-'4団体」
で 92.9%、r5'"'-'9団体Jでは全員からあげられた(rl0団体以上Jはコメント省略)0r人
間関係が深まるJr地域に貢献できるJも同様の傾向が読み取れた。また、 r(未杜以外に)
参加していないj グループでは、「知り合いが増える」が 30.8%と多かった。カイ 2乗検
定を用いて検定した結果、「未杜の活動目的に共感しているJは有意差が認められたが (p
<.05)、その他の項目については有意差が認められなかった (p>.05)。
議lV-30r来社』継続理由(年齢別〕
30歳未満 3凶t 40ft 
回答数 宮両合 回答数 割合 回答数 割合
来社の活動目的に共感してbも 21 100.0 。0.0 
知り合いが増える 50.0 I1 100.0 
提供/利用したいそノ・ザ)ピスがある 。0.0 I1 100.0 
商底でモノ・サービス代金を街引してくれる 。0.0 。0.0 
友人・知人とP コきあい 。0.0 。0.0 
加入・活動していて楽しい 。0.0 。0.0 
未社新聞が送られてくる 。0.0 。0.0 
人間関係車線まる 。0.0 。0.0 
地続に貢献できる 50.0 。0.0 
その他 。0.0 。0.0 
回答数 2 
(注)1.複数回答である。
2. X2;検定は、回答選択肢ごとに行った。
未社の活動目的に共感している:X2(5. N=64) =4.73. p~.45 D.S. 
知り合いが織える:x2(5. N=64) =8.37， p~.14 D.S. 
提供/利用した~"E-ノ・サ}ピスがある: x2(5， N=64) =10.41， p~.06 D.S. 
商底でモノ・サ}ピス代金を割引してくれる:x2(5， N=64) =1.79， p=.88 0ふ
友人・知人とのつきあい:x2(5， N=64) =4.53， p=.48 0品
加入・活動していて楽しい:ぷ(5，N=64) =4.23， p=.52 D.S. 
米社新聞が送られて〈る:X 2(5， N=64) =5.25， p=.39 0ふ
人間関係書司祭まる:x2(5， N=64) =5.54， p=.35 0ふ
地域に貢献できる:X2(5， N=64) =2.53， p=.77 D.S. 
その他:ジ(5，N=64) =8.84， p=.12 n.s. 
93 
Jl 73.3 
6 40.0 
3 20.0 
6.7 
6 40.0 
4 26.7 
6 40.0 
7 46.7 
4 26.7 。0.0 
15 
{単位:件、%)
5併t 6併号 70歳以上 全体
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
6 54.5 16 61.5 7 77.8 42 65.6 
2 18.2 7 26.9 。0.0 17 26.6 
3 27.3 3.8 II.l 7 10.9 。0.0 2 7.7 。0.0 3 4.7 
2 18.2 5 19.2 11.1 14 21.9 
2 18.2 3 1.5 。0.0 9 14.11 
2 18.2 4 15.4 11.1 13 20.31 
5 45.5 8 30.8 11.1 21 32.81 
5 45.5 7 26.9 2 22.2 19 29.7 
9.1 。0.0 2 22.2 3 4.7 
I 26 9 64 
表W-31 r来社J継続理由(性別)
男性 女性
回答数 割合 回答数
未キ土の活動目的に共感している 23 65.7 19 
知り合いが僧える B 22.9 9 
提供/利用したいモノ・サービスがある 2 5.7 5 
商底でモノ・サービス代金を割引してくれる 。 0.0 3 
友人・知人とのつきあい 10 28.6 4 
加入・活動していて楽しU、 4 11.4 5 
未社新聞が送られてくる 3 8.6 10 
人間関係が深まる 13 37.1 8 
地域に貢献できる 12 34.3 7 
その他 3 8.6 。
回答数 35 29 
(注)1.複数回答である。
2. ，2検定は、回答選択肢ごとに行った。
来社の活動目的に共感している:χ2(1.N=64) =0.00. p=.99 n.5. 
知り合いが増える:χ2(1.N=64) =0.54. p=.46 nふ
割合
65.5 
31.0 
17.2 
10.3 
13.8 
17.2 
34.5 
27.6 
24.1 
0.0 
(単位:件、%)
全体
回答数 割合
42 65.6 
17 26.6 
7 10.9 
3 4.7 
14 21.9 
9 14.1 
13 20.3 
21 32.8 
19 29.7 
3 4.7 
64 
提供/利用したいモノ・サービスがある:χ2(1.N=64) =1.14. p=.29 nふ (Yate5の補正後)
商底でモノ・サービス代金を割引してくれる:χ2(1.N=64) =1.84. p=.18 nふ (Yate5の補正後)
友人・知人とのつきあい:"2(1. N=64) =2.03. p=.15 n.5. 
加入・活動していて楽しい:χ2(1.N=64) =0.09. p=.76 nふ (Yate5の補正後)
未杜新聞が送られてくる:X 2(1. N=64) =6.58. p=.01 <.05 
人間関係が深まるな2(1.N=64) =0.66. p=.42 nふ
地域に賞献できる:χ2(1.N=64) =0.78. p=.38 nふ
その他:χ2(1. N=64) = 1.04. p=.31 nふ (Yate5の補正後)
袋1V-32r来社』継続理由(地域コミュニティ活動団体数別)
参加していない 1-2団体 3-4団体 5-9団体 10団体以上
回答数 割合 回答数 割合 回答数
来社の活動目的に共感している 6 46.2 18 
知り合いが増える 4 30.8 9 
提供/利用したいモノ・サー ビスがある l 7.7 5 
商庖でモノ・サー ビス代金を割引してくれる 。0.0 2 
友人・知人とのつきあい 7.7 6 
加入・活動してL、て楽しb、 。0.0 6 
未経新聞が送られてくる 3 23.1 7 
人間関係が深まる 2 15.4 9 
地綾に貢献できる 3 23.1 8 
その他 l 7.7 2 
回答数 13 31 
(注)1.複数回答である.
2. x2，検定は、回答選択肢ごとに行った。
来社の活動目的に共感している:x 2(4， N=64) =9.88， p=.04く.05
知り合いが構える:X 2(4， N=64) =2.41， p=.66 n.8. 
58.1 
29.0 
16.1 
6.5 
19.4 
19.4 
22.6 
29.0 
25.8 
6.5 
提供/利用したいモノ・サー ピスがある:x 2(4， N=64) =1.94， p=.75 n.8. 
商唐でモノ・喧}ピス代金を割引してくれる:x2(4， N=64) =1.34， p=.85 n.8. 
友人・知人とのつきあb、:♂(4，N=64) =4.16， p=竺.3犯8n.s 
加入.活動してbい、てて楽しL.~い、:川X2(ω4， N=64) =5.64， p=.23 nふ
未社新聞が送られてくる:ぷ(4，N=64) = 1.04， p=.90 n.8. 
人間関係諸鴇まる:x 2(4， N=64) =4.67， p=.32 n.8. 
地域に貢献できる:X 2 (4， N=64) =3.29， p=.51 n.8. 
その他:x 2 (4， N=64) = 1.46， p=.83 nふ
13 
4 
1 
l 
5 
2 
2 
7 
6 。
14 
割合 回答数 割合 回答数 割合
92.9 4 I 100.0 l 50.0 
28.6 。0.0 。0.0 
7.1 。0.0 。0.0 
7.1 。0.0 。0.0 
35.7 l 25.0 l 50.0 
14.3 。0.0 50.0 
14.3 1 25.0 。0.0 
50.0 2 50.0 l 50.0 
42.9 2 50.0 。0.0 
0.0 。0.0 。0.0 
4 2 
{単位:件、%)
全体
回答数 割合
42 65.6 
17 26.6 
7 10.9 
3 4.7 
14 21.9 
9 14.1 
13 20.3 
21 32.8 
19 29.7 
3 4.7 
64 
「人間関係が深まるJr知り合いが増えるj場である f未杜J会員の集い「未杜井戸端会
議j への参加状況を聞いたところ、「ほぽ毎月参加J(10.7%、9件)と r2 -" 3ヵ月に 1
回程度J(14.3%、12件)の回答が合わせて 25.0%(21件)あった。「未杜決算ノ4ー ティJ
の参加率はさらに高く、「ほぽ毎回参加」が 30.4%(24件)、 f2"'3年に 1回程度」が 29.1%
94 
(23件)、合計すると 59.5%(47件)もあった。また、表IV-6"'7にみるとおり、 71.3% 
が r(未杜に参加して、)新たな友人・知人ができたjと回答していた。この結果は、「未社J
会員が農村集落内の付き合いとは異なる場面で新しい人間関係を作り出してきたことを意
味していると考えられる。
4. 小括
本章では、都市化、あるいは高齢化、人口減少に直面しながら変容する地方都市(丹波
市)の農村集落を取り上げ、エコマネー型地域通貨(r未杜J) の流通実態を仔細に調べ、
加えてアンケート調査を実施することによって農村集落の地域コミュニティの活性化でエ
コマネーが寄与し得る領域があることを明らかにした。
地方都市の伝統的な農村集落では、地域コミュニティが脆弱化しており、これまで農村
集落の相互扶助活動を支えてきた紐帯も変容を強いられている。農作業の共同に由来する
生産や暮らしの場での労力供出は消滅するか、外部に出される一方、日々の近隣付き合い
は、① f気心の知れた仲間同士の付き合いj として残るか、②「返しに負担を感じるJr外
部のモノ・サービスを利用したほうが気楽J等の理由で希薄化するか、に二分されるよう
になった。このように農村集落の相互扶助関係は変容しているが、エコマネーは上記①②
のいずれの関係も代替することが難しいことを示した。
半面、「未杜Jのハブ、会員の取引状況を調べたところ、取引相手として圧倒的に多かった
のはUターン/Iターン/Iターン・ K組であった。このことは、エコマネーが、帰郷者、
あるいは転入者が閉鎖的な農村集落の地域コミュニティに入るきっかけになる可能性を持
っていることを示唆している。エコマネーの利用が地域のコミュニティ活動と結び付けば
地域の活性化につながる可能性がある。すなわち、エコマネーが「地域力を養育するJ新
たな媒体となる可能性があることを示した。
[注記]
1 )カイ 2乗検定については、 n.[注記]6 )参照。
95 
V. 地域力の酒養と工コマネー(発展型):大阪府寝屋川市の「げんきJ
1 .寝屋川市における市民活動支援
( 1 )寝屋川市の概要
寝屋川市は、大阪府の北東部に位置している。大阪市の中心部から約 15km、京都市の
中心部から約 35kmの距離にある。京阪電鉄「淀屋橋J駅から「寝屋川市J駅まで急行で 5
駅、約 18分の時間距離である。
1951年の市制施行時に人口は 3万人台であった。大阪市から比較的近距離であること
を受けて、 1960年に人口は 5万人となった。高度経済成長と、 1963年の京阪電鉄の淀屋
橋への乗り入れにより人口は急増し、 1970年に 20万人、 1975年に 25万人を超えた。 2000
年以降、人口はやや低下傾向を示し、 2005年 10月 1日現在で約 24万人となった(図v-
1、表v-1)。
寝屋川市は、古くから伝わる民話「寝屋長者・鉢かづき姫」の舞台として知られている。
岡市のマスコットキャラクターは、鉢かづき姫をモチーフにした「はちかづきちゃんJで
ある。
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図V-1 寝屋川市の人口・世帯数の推移
-圃，人口
圃圃，世帯数
(出所)寝屋川市HP (原典 :総務省統計局『国勢調査報告J[各年10月1日現在])。
表Vー1 寝屋川市の人口・世帯数の推移
( 2 )市民活動拠点である市民活動センターの設置
大阪府内で市民活動が活発に行われている都市をみると、社会福祉協議会に設けられて
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いるボランティアセンター以外に、行政により市民活動センター(名称は地方自治体によ
り異なり、ボランティアセンターと併設されているところもある)が設置されていること
が多い。無償のボランティア活動を行うことを旨とするボランティアセンター以外に、有
償サービスをも視野に入れた市民活動を支援することが、その後の市民活動の活発化に役
立つ 1)。
寝屋川市も、市民(事業者を含む)が自発的に行う公益性のある組織的・継続的な活動
(市民活動)の促進を図るために、 2002年 7月2日に 「寝屋川市立市民活動センタ一条例J
を制定 (同年 10月 1日施行)した。寝屋川市立市民会館の 4階の一部(結婚式場跡)に、
市民活動センターを設けた 2) (登録市民活動団体は 2011年 3月末現在で 255団体)。
( 3 )馬場市長の「市民との協働宣言」とその後の経緯
寝屋川市の元総務部長Aによれば、馬場好弘市長初当選時の 「市民との協働宣言J(1999 
年 5月)が、寝屋川市を変える 「きっかけJになった。市長は、市の体質を変えるには、
従前とは異なった市民活動が必要だと考えた。市民との協働宣言を発表し、行政組織内に
も 「人・ふれあい部」に新たにNP0 (非営利組織)等の市民活動を支援する 「ふれあい
課Jを設置した。企業経営者と しての経験から、厳しい財政状況に陥っている寝屋川市の
運営に民間の経営的感覚を導入する必要があると考えた。 1999年 11月に 「自治経営推進
室J(行政改革と行政評価を担当)を設置して、室長(当時次長級、その後部長級に格上げ)
を公募した。初代室長には、三洋電機附元社員が就任。
1999年 12月には、「寝屋川市行財政改革市民懇談会Jを設置した。寝屋川市の行財政改
革大綱案や行財政改革実施計画の進行状況、今後取り組むべき課題などについて、市長に
意見具申する機関である。市民懇談会委員は 15人。 B (女性ネットワーク会議ねやがわ)
は委員に就任した。 c(松下電器産業側oB) とD(三洋電機附oB) も、市民公募委員
として加わった。この出会いが、寝屋川市内に新たな動きをもたらすこととなった。
2. r寝屋川あいの会』によるエコマネー(基本型)の発行
( 1 )寝屋川あいの会の設立
寝屋川市行財政改革市民懇談会の場で顔を合わせる機会が多くなったB、C、Dの3人
は、地域の役に立とうと、「寝屋川市民NPO研究会Jを発足させた (2000年 9月)。同年
12月に、 「出あい、ふれあい、助けあいで、共に支えあう地域社会の実現Jをミッション
とする 「寝屋川あいの会jに名称変更 した (2001年 3月にNPO法人の認証を取得し、 fN
PO法人寝屋川あいの会Jとなる)。寝屋川あいの会の 「あしリ は、 「出あい、ふれあい、
助けあしり の3つの 「あしり を意味していた。
寝屋川あいの会の役員は、 Cを理事長、 Bを副理事長と した。理事には、 Dや北大阪商
工会議所専務理事のE、(社福)真清福祉会理事長の Fのほか、(社)寝屋川青年会議所(J 
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C)時代にE専務理事の後輩であった寝屋川市を代表する商庖街、大利商!苫街振興組合の
G理事長も加わった。 CにとってGとの出会いが、その後の展開に大きな力を発揮するこ
ととなった。監事には、寝屋川市から総務部長のAと、いきいき文化センタ一所長のHが
就任した(いずれも役職は当時)。
( 2 )エコマネー「ありがとう」の実施
Cは、寝屋川あいの会のミッションである r3つのあい」を具現化する、高齢者支援、
子育て支援、まちづくり支援のためのボランティア活動を継続して行うには、r1時間=800
円程度」の有償ボランティア活動(有償サービス)が必要であると考えた。しかし、現金
でのやり取りに抵抗を感じ、有効期間を 6ヵ月とするエコマネー 「ありがとう J(1時間=
8ありがとう、 1ありがとう=100円相当)を導入した。
寝屋川あいの会では、活動会員(有償サービスを提供する人)は、利用会員(有償サー
ビスを利用する人)へのボランティア活動(相対で直接依頼する方法を採用)に際し、 1 
時間の活動で 8ありがとう(=800円相当、換金不可)を受け取る。このうち、 2ありが
とう(=200円相当)を事務局に運営費として渡す(別途、活動会員は 3000円、利用会員
は 1000円の年会費が必要)。事務局は受け取った 2ありがとうに相当する 200円分で、活
動会員の交通費とボランティア保険を賄う。ボランティア活動を積極的に行う活動会員に
限って、本人は他の人からサービスを受けることが少ない 3)。貯まった「ありがとう Jの
使い道に困り、商庖街で利用したいという要望が出てきた。
Cも「ありがとう Jの流通を促進するには、その用途を拡大することが必要であると考
えていた。 2001年 4月に、 NPOの事務所を大利商庖街の旧商店街事務所に移転したこと
を契機に、同商庖街理事長である Gの協力のもと、同年 12月の商庖街「年末謝思セーノレ」
において商庖街の「お買物券」との交換を試行した。この取り組みは、活動会員から評価
されると ともに、運用の場となった大利商店街にとっても新規顧客の集客という効果が生
まれた。その後も、商庄街の顧客 3000人を対象とした宅配メール便「わくわくどきどき・
ふれあい便Jのセ ッティングを寝屋川あいの会が受託し、「ありがとう」で支払いを受ける
などして交流を深めた。 2002年 7月からは、大利商J苫街の構成j吉76庖舗中(医院等を含
む)50庖舗の協力を得て本格運用することとなった 4)。有効期間は 6ヵ月。有効期間を 6
カ月としたのは、「前払式証票の規制等に関する法律 5)J (商唐で利用可能なエコマネーは、
「第三者発行型前払式証票」とされる)に抵触しないよ うにするためである。
寝屋川あいの会が 2004年 5月に活動会員向けに行ったアンケート調査 6)によると、ボ
ランティア活動の謝礼としてエコマネー「ありがとう Jを受け取ることで、大利商庖街の
利用回数が「増えたJとする回答が 66.7% (20件)あり、「変わらない」の 33.3% (10 
件)を大きく上回った(回答数 30件)。エコマネー「ありがとう」は、大利商庖街で本格
運用された 2002年 7月から2004年 3月までの 21ヵ月間に約 300万円分が発行された。「あ
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りがとう jの受入れに協力している大利商j苫街にとって、既存顧客の来街回数増加のほか、
新規顧客の獲得にも一定の効果があった。大利商庖街は各取扱店舗が受け取った 「ありが
とう Jを毎週月曜日に現金と交換しており、「ありがとう Jは商庖街に集まる。そこで、商
j吉街では集まった 「ありがとう 」を使って、宅配メール便のセッティングや商j苫街活性化
計画の策定等を寝屋川あいの会に依頼し(理事長のCは中小企業診断士)、その代金を 「あ
りがとう j で支払うことで、流通の促進に努めた。
「ありがとう 」は紙幣型のエコマネーで、表面に寝屋川市のマスコッ トである 「はちか
づきちゃんj のイラストを載せた。 裏面には受取人の記入欄(最大 8人分)を設け、利用
者や利用された庖舗がわかるようにした。当時、わが国で主流であった「割引券型J(販売
代金の 5'"'"'15%程度をエコマネーで、受け取り、残額を現金で受け取る方法)ではなく、 1
ありがとうがそのまま大利商店街で 100円相当分として利用できるように した。利用する
者、受け取る者双方に使い勝手のよいものであった。
しかし、 「ありがとう Jの大利商応街での運用は、大利商庖街の販売促進事業予算内での
協力により対応が可能となっている側面を否定できない。「ありがとう 」の発行額の増大を
指向しても、商店街予算の制約を受けざるを得ない。Cも現行の仕組みの限界を認識し、
「縦と横の拡大Jが必要であると考えた。「縦の拡大」とは、「ありがとう j で利用できる
サービスメニューの増加であり、 「横の拡大」とは、参加する商庖街や店舗を増やすことで
ある。できれば、寝屋川市全域の商底街との連携を図りたいという意向をもっていた。
寝屋川市は、 「地域福祉計画」策定の一環で、市民アンケート調査を 2003年 11月 20日
'"' 12月 5日に行った (配布数 3000件、回収率 45.8%)。有償ボランティア (有償サービス)
の有用性を評価する回答が半数を占めた。これを受けて、 2004年 3月に発表した 12004
年度市政運営方針Jにおいて 「市民活動センターを拠点とし、市民公益活動への支援を一
層図るとともに、ボランティアや市民活動の活性化につながる地域通貨の支援について検
討を進めてまいります7)Jとして、地域通貨(エコマネー)への支援を表明 した。
3. 京阪「寝屋川市J駅周辺地区でのまちづくり活動
( 1 ) r寝屋川市駅前地区まちづくり構想検討委員会」の設立と寝屋川市への活性化提案
2002年 7月に、京阪 「寝屋川市」駅東地区の約1.6ヘクタールが都市再生特別措置法に
よる 「都市再生緊急整備地域」に指定された。2003'"'"'2007年度に都市基盤整備公団(現(独)
都市再生機構)を施行者として、生活・文化・交流拠点整備が実施されるこ ととなった。
「寝屋川市J駅西地区においても、親水空間整備事業が東大利町内の大利橋・外島新橋間
の約 220mの区間で、 2005年 3月完成をめざして実施することが決定された(寝屋川市駅
前地区まちづくり構想検討委員会[2004]p. 4 ; pp. 20-23)。寝屋川市駅の高架化事業もほぼ
完成しており、駅周辺が大きく変わることが予想された。
この状況下で、 「寝屋川市駅前地区のあるべき姿」や「高齢社会にふさわしいまちのデザ
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イン」を民間レベルで、考えようという機運が盛り上がった。 2003年 8月に、大利商庖街の
G理事長を委員長とする 「寝屋川市駅前地区まちづくり構想検討委員会Jが結成された。
委員会は正副委員長のほか委員 15人と顧問 3人、オプ、ザーパー 4人の 24人からなる。事
務局は寝屋川あいの会が担当した。顧問には、北大阪商工会議所副会頭の I、寝屋川市市
政協力自治推進協議会会長の J、大利元町自治会長のKが就任した(いずれも役職は当時)。
委員(正副委員長を含む)と顧問の顔ぶれは、大利商庖街、寝屋川一番街商応街振興組合
等寝屋川市駅東西の 5商庖街から 6人、駅東西の自治会から 7人、企業経営者が 3人(北
大阪商工会議所副会頭を含む)、 NPOが 1人、行政(寝屋川市)が 1人、専門家2人(う
ち 1人はC) であった。ここに、寝屋川市駅の東西地区の主要メンバーによる駅東西地区
活性化のための組織が、初めて立ちあがった。その後の展開が各方面から注目された。
まちづくり構想検討委員会は、 2003年 8月 28日の第 1回目の会議において、まちづく
りの基本方向に関する共通認識を確認した。寝屋川市駅の高架化や道路基盤整備が進み、
駅周辺地区の回遊性が高まる機会を利用して、地区の商庖街や住民が協働して、賑わいや
活力、ぬくもりのある 「まちJづくりに取り組んでいくことを決めた。 2004年 3月には最
終案をまとめて、寝屋川市に提案した。その主な内容は、次の 3点であった(寝屋川市駅
前地区まちづくり構想検討委員会[2004Jpp. 11-17)。
a .寝屋川市駅の東西の一体化による「賑わいのあるまちJづくり
一庖逸品運動 8)の展開による商庖街の魅力づくりや、若者を巻き込んだイベントを
企画することで、若者が集う場を創出する。
b. ソフトな仕組みが充実した 「ふれあいのあるまち」づくり
高齢者のための交流サロンの設置や宅配、配食サービスを実施するほか、子育て支
援施設の整備により、高齢者や女性に「ふれあいJの場を提供する。
c.地区の自然や文化を活かした 「くつろぎのあるまちJづくり
駅前広場や商庖街で「花いっぱい運動Jを展開するほか、地区の神社と連携した祭
りやイベント、親水空間での通年イベントを企画することで、 「くつろぎj の場を提
供する。
( 2) r寝屋音Jへの支援、エコキャビン事業の実施
まちづくり構想検討委員会の活動はさらに続く 。2005年 1月 29.....30日と 3月 26.....27日、
寝屋川市駅東側の駅前再開発ビ、ル 「アドバンス 2号館J付近において行われた、 「オープン
カフェ社会実験Jの一翼を担った。同実験は、寝屋川市民やNPOのほか、大阪府枚方土
木事務所や寝屋川市など、まちづくりに関係する団体等が協働で、 「地域の魅力・プロジェ
クト j を推進しようとするものであった。「ええ寝屋音楽・音楽てええやんJをキャッチフ
レーズに行われた。参加者の中には、寝屋川市駅の駅前で演奏 しているストリート・ミュ
ージシャンの姿も多くみられた。大利商j苫街で喫茶庖を営むLを中心に結成された音楽活
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動による仲間づくりの会「寝屋音J(会員 15人)会員の発表の場となった。
社会実験の成功を受け、まちづくり構想検討委員会は、寝屋音の支援を決定した。 2005
年 10月 29日の午後、寝屋音による第 1回目のコンサートが、寝屋川市駅東側の駅前再開
発ピルであるア ド、バンスの特別ステージで行われた。その後も、原則として月 1回、第2
土曜日か第 3土曜 日の午後に開催され、現在に至っている。
2005年 6月には、まちづくり構想検討委員会の下部組織として、「エコキャビン事業推
進委員会J(委員 9人)が結成された。委員は、前述した 5商庖街のうち 3商庖街と、新た
に加わった 2商店街から選んだ。エコキャビン事業推進委員会(委員長 :M寝屋川一番街
商庖街理事長(当時))は、 「ええやんかエコ」をキャッチフレーズに、寝屋川市駅東側の
再開発ピルであるア ドバンスの駐輪場と駐車場の正面に 「ゲーム付き空き缶回収機」を設
置した。空き缶の回収を通して、寝屋川市内循環型社会構築に一定の貢献を目指すほか、
寝屋川市駅東西の商庖街で使用できる割引券「ラッキーチケッ トJ発行による販売促進も
z且っていた。 2004年 9月から始まったエコマネー「げんきjへの貢献も意図した。回収し
た空き缶の売却益で 「げんきJを購入し、寝屋川市を支える市民クキループに 「げんきJを
寄付することで、両方の活動を支援しようとしたのである。
(3) fNPO法人寝屋川市駅周辺まちづくりネットワーク」の設立
まちづくり構想検討委員会は、寝屋川市に所在する大学を含めた、新たな産学官民のパ
ートナーシップにより、都市機能や住環境の整備促進、小売商業の活性化など、魅力と活
力のある寝屋川市駅周辺のまちづくり推進を目指した。 2005年 8月には、推進母体となる
NPO法人化への検討を始めた。同年 11月に、 iNP0法人寝屋川市駅周辺まちづくりネ
ットワーク」の設立を大阪府に申請し、 2006年 3月にNPO法人の認証を取得した (NP 
O法人寝屋川市駅周辺まちづくりネッ トワークの 「設立趣意書Jによる)。
理事に就任した 10人の顔ぶれをみると、商庖街からは、理事長に就任した大利商庖街の
G、寝屋川一番街商店街のM とNの 3人が選ばれた。大学からは、摂南大学の0教授と大
阪電気通信大学のP教授の 2人、企業経営者からQとビジネスホテルで、ある(株)ニュー
コマンダーホテル代表取締役のRの2人、 NPO代表は寝屋川あいの会のC、北大阪商工
会議所から S寝屋川市支所長、専門家は、まちづくりコンサルタントのTという構成であ
る。監事には商j苫街からアドバンス名庖会事業協同組合理事長のUと大利商庖街副理事長
のXが就任した。寝屋川市駅前地区まちづくり構想検討委員会において、多くの参加者が
あった自治会からは、顧問 4人のうち 2人(J寝屋川市市政協力自治推進協議会会長と K
大利元町自治会長)が就任するにとどまった。商庖街が主導するまちづくり活動の性格が
強くなった。
ただ、商庖街がまちづくり活動に積極的に係わることについては、石原武政がその必要
性を指摘しているように、 「地域が豊かにならなければ、小売業が活性化することはほとん
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ど期待できないJ(石原[2000]p.81) のであり、 「地域の中にしっかりと根を下ろし、その
地域の中で発生するニーズをくみとり、それに応えていく J(石原[2000]p.110) ことが小
売業やその集合体である商庖街に求められていることも事実である。
4. 寝屋川市全域の商庖衝が協力するエコマネー (発展型)rげんき』
( 1 )エコマネー「げんきJの誕生
エコマネー 「ありがとう Jの限界を認識していたCは、大利商盾街のGや寝屋川市、寝
屋川市駅前地区まちづくり構想検討委員会等の支援を受けて、寝屋川市全域の商庖街で利
用できるエコマネー(発展型)の実現を目指した。寝屋川市全域で流通する新たなエコマ
ネーの概要がみえてきたので、運営主体である 「地域通貨ねやがわjを2004年 7月に立ち
上げた(同年 12月にNPO法人の認証取得)。寝屋川市商店連合会(加盟 20商庖街)等か
らも 「げんきJ受入れの承諾を得た。 2004年 9月 1日に、有効期間を6ヵ月とするエコマ
ネー「げんきJを実施 した (r前払式証票の規制等に関する法律j の関係で、有効期間は 6
カ月)。
地域通貨ねやがわの理事長に、寝屋川あいの会のCが就任した。副理事長は、ねやがわ
水辺クラブのV会長、理事には、大利商庖街のG理事長、北大阪商工会議所のE専務理事、
寝屋川市商庖連合会のW副会長、 NPO法人子ネット・ねやがわのX理事長、ふれあい独
楽Y代表等が就いた。監事には(社福)真清福祉会のF理事長、顧問には(財)さわやか
福祉財団(現 (公財)さわやか福祉財団)のZ理事長が就任した(いずれも役職は当時)。
Zはボランティア活動による地域コミュニティ活性化と地域経済活性化の両方を目指した
地域通貨 「フジ」構想を発表するなど、 地域通貨に詳しい。地域通貨ねやがわは、同構想
に示されたZの知見を評価して、顧問に招聴した経緯がある。正副理事長を含めた理事 13
人の顔ぶれをみると、 NPOが7人と過半数を占め、商1古街が商庖連合会副会長を含めて
3人、企業経営者が 2人、商工会議所が 1人となっている。
( 2 )エコマネー「げんきJの仕組み
エコマネー 「げんきj の仕組みは、図V-2に示すとおりである。基本的な仕組みはエ
コマネー 「ありがとう j を踏襲している。 「ありがとう Jは、発行団体(寝屋川あいの会)
の会員同士が相対で有償ボランティアサービスを授受し、活動会員はその謝礼(8ありが
とう)のうち 2ありがとうを運営費として発行団体に支払う方式を採っていた。対して、
エコマネー 「げんきJの場合は、活動会員(有償ボランティアサービスを行う寝屋川あい
の会等 10団体 9)) がその機能を担っており、謝礼は各団体により異なる。本来は、有償
ボランティアサービスを利用する利用会員(寝屋川市民、高齢者施設、児童福祉施設、障
がい者支援施設等)自らが、地域通貨ねやがわからエコマネー「げんきJを購入し、有償
ボランティアサービスを行った活動会員であるNPOの構成員に対して、有償ボランティ
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アサービス時間に応じた謝礼を「げんき」で支払うことになる。しかし、現在のところ、
そのような仕組みを採っていない。活動会員である NPOが利用会員の代わりに購入し、
利用会員から要請のあった有償ボランティアサービスを行った当該NPOの構成員に対し、
運営費分を差し引し、た分を「げんきJで支払う方式を採用している。
エコマネー 「げんき」の発行団体である地域通貨ねやがわは、活動会員である NPOが、
利用会員である寝屋川市民や高齢者施設等の要請に応じて有償ボランティアサービスを行
う際に、 「げんきJとい う媒介手段を提供する支援機関としての位置付けにある。
「げんきJの仕組み上、発行団体である地域通貨ねやがわは、エコマネーの運営資金を
調達できない。「げんき」紙幣やパンフレット、地域貢献会員である商庖街の協力庖庖頭に
掲示するステッカーの印刷費のほか、事務所の運営費をもエコマネーの運営事業以外で賄
わなければならない。このため、理事長である Cは、運営資金を確保するため、補助金や
寄付金の受け取りに多大の時間を費やしている。事務局についても、地域通貨ねやがわの
中核的な団体であり、 C自身が理事長を務める寝屋川あいの会の事務所を利用させてもら
っている。事務局のスタッフも寝屋川あいの会から全面的な協力を仰いでいる。寝屋川あ
いの会なくしては、地域通貨ねやがわの運営は難しい状況にある。
循環
[活動会員]
NPO団体 (NP 
O法人寝屋川あい
の会等 10団体)、
市民
図V-2 エコマネー「げんき」の仕組み
(出所)NPO法人地域通貨ねやがわの資料をもとに筆者作成。
[地織貢献会員]
寝屋川市商底連合
会飽カ庖 (20商后
衡)、コミュ二子イ
セン聖一等
換金
活動会員を構成する 10団体の概要は、表V-2のとおりである。 10団体の中には、ふ
れあい独楽やNPO法人ななクラブ、楠クス等のようにボランティア活動を無償で行って
いるところや、 NPO法人NALCかづきの会のように「時間預託J(ふれあい切符)を採
用するのも含まれている。構成はまちまちである。活動状況についても、寝屋川あいの会
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や、 NALCかづきの会、ふれあい独楽、子ネット・ねやがわ等は活発な活動を行ってい
るが、 4団体については、現在のところ活発な事業展開が行われていない。活動状況に大
きな違いがある。 NPOとしては活発な活動を行っているが、エコマネー 「げんきJを利
用した活動は少ないというところもある。今後、 「げんきJの流通促進を進めるには、活発
な活動を行う NPOの取り込みが必要となる。
これらの団体の中には、地域通貨ねやがわ以外に種々のネットワークを形成していると
ころが少なくない。その一つ、子ネッ ト・ねやがわの活動状況をみることに しよう。理事
長である Xは、寝屋川市立保育所の所長時代に、幼児の母親から仕事や育児に関する相談
を受け、困っているお母さんを支援しようと、早期退職してNPO活動を始めた。活動す
るなかで、寝屋川市民NPO研究会(当時)のBやCと知り合った。同研究会の寝屋川あ
いの会への名称変更後、賛助会員になった。現在、 Xは地域通貨ねやがわの理事に就くほ
か、 fげんき jの販売所(6ヵ所)のーっとなっており、ボランティアへの謝礼にも 「げん
き」を積極的に活用している。 「市民活動をするには、人のつながりが大事であり、他の人
の支えがないとやっていけなしリ と考え、地域通貨ねやがわのほか、寝屋川市立市民活動
センターや寝屋川市立男女共同参画推進センターにも登録して活発な活動を行っている。
同推進センターでは、地域通貨ねやがわの事務局長であるAA(松下電器産業側oB) と
ともに活動しており、地域通貨ねやがわとの間で非常に緊密な関係を構築 していることが
うかがえる。
表V-2エコマネ 「ーげんきJ活動会員(10団体)の概要
団体名 設立年月 支援内容
NPO法人NALCかづきの会 1995年3月 子育て支援、デイサービス補助、買物代行等
ふれあい独楽 1996年4月 市内各施設や公民館などへの出張演奏
NPO法人ななクラブ 1997年4月 栄養指導講座・調理実習、栄養相談など食に関する情報提供
NPO法人寝屋川あいの会 2000年9月 高齢者家事支援、通勤の付き添い、家事介助、子育て支援
てらこやNEYAGAWA 2002年4月 土曜日に小・中学生が一緒に勉強したり、遊んだりする教室の開催
ねや川水辺クラプ 2002年4月 河川清掃や水生生物調査・水質鯛査などの自然環境活動
北銀河15 2003年8月 世代間交流、領祉活!Iit.人資源を活用した地域活動の活性化
NPO法人子ネット・ねやがわ 2003年8月 乳幼児の一時保育・長期保育・出張保育・子供の送迎など子育て支援
楠クス 2004年4月 昔ながらの盆踊りの各施設での披露
SaKuRa組 2004年7月 色々なジャンノレの音楽と食を楽しむ講座の開催
(出所)NPO法人地域通貨ねやがわの資料をもとに筆者作成。
( 3 )エコマネー「げんき」の発行実績と商庖街等での利用状況
1 )有効期限付き「げんきJ
加入年月
2004年7月
20例年7月
20ω年7月
2004年7月
2004年7月
2004年7月
2004年7月
2004年7月
2004年7月
2004年7月
「げんきJは有効期間 6ヵ月間のエコマネーとして、 2004年 9月から 2005年 5月まで
毎月発行された。その結果は表V-3に示すとおりである。 9ヵ月間に、 145万 600円の
「げんきJが発行された。このうち寝屋川あいの会に対する発行額は 65万 600円、全体に
占める割合は 44.9%にも達した。寝屋川市に対する発行額も 22万 5000円と多い。中核組
織である寝屋川あいの会のほか、寝屋川市からの支援も大きなウェイ トを占めている。月
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別では、 2004年 12月に 22万 5000円、 2005年 1月に 35万 5000円あった。 12'"1月の 2
カ月間のみで全体の 40.0%を占めており、この 2ヵ月間にボランティア活動が集中してい
たことがうかがえる。
表V-3エコマネー「げんきJの発行・換金額の推移(月別)
~ ・ ， ，. 
年月
発行額 換金額 未回収残額
有効期限 無期限 全体 有効期限 無期限 全体 有効期限 無期限 全体
2004年明 116.0 116.0 0.0 0.0 116.0 116.0 
2004年10月 ]62.0 ]62.0 0.0 0.0 278.0 278.0 
2004年1月 ]85.0 185.0 0.0 0.0 463.0 463.0 
2004年12月 225.0 225.0 130.2 ]30.2 557.8 557.8 
2005年1月 355.0 355.0 250.4 250.4 662.4 662.4 
2005年2月 90.0 90.0 257.4 257.4 495.0 495.0 
2005年3月 50.6 50.6 47.0 47.0 498.6 498.6 
小計 ]，183.6 ]，183.6 685.0 685.0 498.6 498.6 
2005年4月 186.0 186.0 427.3 427.3 257.3 257.3 
2005年5月 81.0 81.0 16.0 16.0 322.3 322.3 
2005年6月 14.4 14.4 22.1 0.0 22.1 300.2 14.4 3]4.61 
2005年7月 240.0 240.0 8.0 0.0 8.0 292.2 254.4 546.61 
2005年8月 0.0 0.0 137.6 99.5 237.1 154.6 154.9 309.51 
2005年9月 145.0 145.0 4.0 。 4.0 150.6 299.9 450.5 
2005年10月 202.5 202.5 0.0 208.5 208.5 150.6 293.9 444.5 
2005年11月 64.2 64.2 8.2 150.2 158.4 142.4 207.9 350.3 
2005年12月 140.0 140.0 3.1 12.6 15.7 139.3 335.3 474.6 
2006年1月 71.5 71.5 0.4 33.1 33.5 138.9 373.7 512.6 
2006年2月 450.4 450.4 6.5 100.0 106.5 ]32.4 724.1 856.5 
2006年3月 221.0 221.0 33.0 145.7 178.7 99.4 799.4 898.8 
小言十 267.0 1，549.0 1，816.0 666.2 749.6 1，415.8 99.4 799.4 898.8 
2006年4月 194.7 194.7 0.0 342.1 342.1 99.4 652.0 751.4 
2006年5月 87.0 87.0 2.1 208.2 210.3 97.3 530.8 628.1 
2006年6月 100.8 100.8 0.0 11.5 1.5 97.3 620.1 717.4 
2006年7月 101.0 101.0 0.0 3.0 3.0 97.3 718.1 815.4 
2006年8月 106.0 106.0 0.0 199.2 199.2 97.3 624.9 722.2 
2006年9月 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 97.3 674.9 772.2 
2006年10月 180.3 180.3 0.0 0.0 0.0 97.3 855.2 952.5 
2006年1月 53.0 53.0 0.0 165.5 165.5 97.3 742.7 840.0 
2006年12月 68.5 68.5 0.0 110.0 110.0 97.3 701.2 798.5 
2007年1月 193.0 193.0 0.0 26.6 26.6 97.3 867.6 964.9 
2007年2月 375.0 375.0 0.0 139.3 139.3 97.3 1，103.3 1，200.6 
2007年3月 595.3 595.3 0.0 215.8 215.8 97.3 1，482.8 1，580.1 
小計 2，104.6 2，104.6 2.1 1，421.2 1，423.3 97.3 1，482.8 1，580.1 
2007年4月 13.2 13.2 0.0 163.9 163.9 97.3 1，332.1 1，429.4 
2007年5月 179.0 179.0 0.0 115.3 115.3 97.3 1，395.8 1，493.1 
2007年6月 534.6 534.6 0.0 385.2 385.2 97.3 1，545.2 1，642.5 
2007年7月 169.6 169.6 。 244.7 244.7 97.3 1，470.1 1，567.4 
2007年8月 336.2 336.2 0.0 206.4 206.4 97.3 1，599.9 1，697.2 
2007年9月 158.5 158.5 0.0 370.0 370.0 97.3 1，388.4 1，485.7 
I IJ型 1，391.1 1，391.1 0.0 1，485.5 1，485.5 97.3 1，388.4 1，485.7 
(出所)NPO法人地域通貨ねやがわの資料をもとに筆者作成。
「げんき」の換金について、 2004年 9"'11月の 3ヵ月間は皆無であった。「げんき」の
地域貢献会員である商盾街においてある程度貯まるようになった 2004年 12月から換金が
始まり、 2005年 4月には 42万 7300円の換金があった。
「げんき」は、 2005年 3月に構造改革特別区域計画(構造改革特区)の第 7回認定を受
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けて、 2005年 5月末で有効期限券としての発行は取り止めになった。発行された「げんきJ
のうち有効期間内と思われる 2005年 11月までに換金されたのは、 130万 8200円。残額の
14万 2400円は、活動会員である NPO及びその構成員、地域貢献会員である商庖街等に
滞留していたと考えられる。商庖で利用可能なエコマネーは、 「第三者発行型前払式証票J
として前払式証票の規制等に関する法律が適用される。遅くとも 2005年 11月 30日をもっ
て、有効期限券としての「げんき」は失効し、その価値はなくなる。 しかし、発行団体で
ある地域通貨ねやがわは、失効後も商!苫街からの換金請求に応じた。 2006年 5月の換金請
求額 2100円をもって換金請求はなくなったが、その時点においてもなお 9万 7300円分が
未回収となっていた。
構造改革特区の認定を受けると、前払式証票の規制等に関する法律が規定する発行主体
の事前登録要件のうち資本要件(使用できる範囲が一市町村に限定されている場合は 1000
万円)が緩和される。基本財産が 1000万円未満の団体であっても、地域通貨の有効期間を
同法が定める 6ヵ月を超えて発行できる。このため、地域通貨紙幣等の印刷費用を削減で
きるほか、地域通貨保有者の利便性も向上し、長期的に安定した事業展開が期待できる。
「げんきj の場合も、有効期間が記載不要により、必要なときにまとめて印刷できるよう
になった。地域通貨ねやがわでは、「通常、スタンプ事業の場合に未回収率は約 2割とされ
ているが、期限付き地域通貨の場合はほぼ 1割が未回収となっていたと推計できるJと話
している。利用者の利便性が向上することによって、中長期的な利用拡大につながり(発
行額の増加に反映)、運営の安定化に寄与できる。
2 )構造改革特区認定後の、期限なし「げんき」
地域通貨ねやがわでは、特区認定により 6ヵ月を超える有効期間の設定が可能となった。
2005年6月1日から有効期間を 「無期限Jとするエコマネー「げんきJを発行した。発行状況
は表V-3のとおりである。
2005年度 (2005年 6月 1日""-'2006年 3月 31日)の発行額は 154万 9000円、 2006年度
(2006年4月 1日""-'2007年 3月 31日)は 210万 4600円、 2007年度 (2007年 4月 1日~
9月 30日)は 139万 1100円であった [0)。各年度により集計月数が異なっているので、そ
の月平均発行額をみると、 2005年度は 15万 4900円、 2006年度は 17万 5383円、 2007年
度は 23万 1850円であった。前年度に比べ、 2006年度は 13.2%増、 2007年度は 32.2%増
となった。 2007年度に発行額が大きく伸びた要因として、ヱコマネー「げんき」の 「取扱
庖リストJ作成 (2006年 12月現在)がある。月別では、無期限券の場合、各年とも 2"'-'
3月の発行額が多くなっており、有効期限があったときとはやや異なる状況を示した。2007
年 6月の発行額が 53万 4600円と多い。寝屋川ロータリークラブや寝屋川ライオンズクラ
ブ向けの発行額が、それぞれ 18万円、 10万円あったほか、 NALCかづきの会に対して
15万円発行したことによる。
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特区認定後においても、寝屋川あいの会向けの発行額が全体に占める割合は大きい。2005
年度は 103万円で 66.5%、2006年度は 87万 8000円で 41.7%、2007年度(9月末現在)
は 68万 7000円で 49.4%を占めた。「げんきJは順調に発行額を増やしているが、事務局
機能を含めて、寝屋川あいの会の活動支援に負うところが大きい。
換金額は、 2005年度が 74万 9600円、 2006年度が 142万 1200円、 2007年度(9月末現
在)が 148万 5500円であった。各年度末における累計ベースでの換金率をみると、 2005
年度末で 48.4%、2006年度末で 59.4%、2007年 9月末現在で 72.5%となった。 2007年 9
月末現在の未回収残額は 138万 8400円であった。
3 )期限なし「げんき」の商居街別換金状況
無期限券を発行した 2005年 6月 1日以降の換金状況を、商j吉街等別にみたものが表v-
4である。
表V-4 エコマネー「げんきJ (無期限券)の商底街等知!Jt量金状況
2005年61l~2006年 3 月
|大利商底街復興組合 386.1 
|繕摩)1ー番街商庖行鑑興組合 10 
|呑竪ダイエー本通商底街笹鑓組合 29.1 
|都通り街底会 。
|仁京与商問A 202.5 
アドパンスロード街底会 2.6 
アドバンス名底会 。
とうりゃんせ商盾会 1 
商 !池田崎市4 。
腐
香里中央商庖会街 。
国守商盾会 。
香里駅前通商底街復興組合 。
|京阪ト、・プ商底会 。
|香里新町商底会 。
|呑里本通商底全 。
!萱島銀座商庖会 。
|寝屋川ト ‘、 プ通り '- l合 。
小酔 641. 3 
|単独居 (2庇舗) 。
そ |株式会社ニューコ7ンダーホテノレ 80 
の NPO法人おおさか元気ネッ トワーク 28.3 
他 |纏摩川市立市民会館 。
小計 108.3 
合普十 749.6 
(出所)NPO法人地域通貨ねやがわの資料をもとに筆者作成。
(注)左欄.換金額、右欄割合。
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「げんき」の地域貢献会員である商庖街数は、 2005年度の 6商庖街から、 2006年度に 8
商店街、 2007年度(9月末現在)に 13商庖街と増加した。商庖街以外でも、ニューコマ
ンダーホテノレのほか、ミニスーパ一等の小売j苫や寝屋川市立市民会館(寝屋川あいの会が
2006年 4月に指定管理者となり、 2007年 9月以降、貸し会議室を「げんき」で利用できる
ように した)等も地域貢献会員と して「げんきJの取扱いを始めた。寝屋川市において、
「げんきJの認知度が高まってきているとみることができる。
商店街別では、「げんき jの前身である「ありがとう Jを扱っていた大利商庖街での利用
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が極めて多い。 2005年度から 2007年度(9月末現在)までの全期間においていずれも全
換金額の 50%を上回った。エコマネー「ありがとう Jへの協力以降、エコマネー発行団体
の中核組織である寝屋川あいの会との間で非常に緊密な関係を構築している。一方で、2004
年 9月の「げんきJ導入後 3年ほどの聞に、他の商庖街にも「げんき」の利用が広がって
し、ることもうかがえる。
エコマネー「げんきJの取扱庖リストは、表V-5のとおりである。大利商庖衝は 81
庖舗中 67庖舗が地域通貨を取り扱っており uありがとうJの取扱いは、構成応 76庖舗中
50底舗であった)、生鮮三品から買回り品、飲食庖まで相当な業種が揃っている。「げんきJ
の取扱庖舗数が 39)苫舗と 2番目に多い寝屋川一番街商庖街からの換金率も、2007年度に
おいて 11.6%あった。取扱庖舗数が 29庖舗と、 3番目に多い香里ダイエ一本通商庖街の
換金率は 2006年度に 10.7%、大利商庖街に次いで、多かった。 2007年度においても 5.7%
あった。 3商庖街の換金率を合計すると 2007年度で 72.6%に達した。構成庖舗数が多く、
「げんきJの取扱庖舗数が多い商庄街ほど、換金率が高く、「げんきJの利用先として多く
活用されていることがわかる。
表V-5ヱコマネー rltんきJ取扱j苫リスト
単位.底舗、%)
取扱底舗
構成庖舗数
応舗数 割合
1アドバンスロード簡J吉会 2.4 41 
2アドバンス名j苫会 26 
3池田中央商l苫会 15 83.3 18 
4大和!商底街振興組合 67 82.7 81 
51:1安島銀座商唐会 7 87.5 8 
fil国守衛底会 18 100.0 18 
71京阪トップ商1苫会 15 100.0 15 
8香里駅前通商府街振興組合 17 34.0 50 
9香里Jfr町商底会 23 46.9 49 
10香里ダイエ一本通商庖街振興組合 29 42.6 68 
1香里中央商庖会 20 80.0 25 
121香里本通商底会 6 15.0 40 
13中央通り商底会 7 100.0 71 
14寝農川トップ通商庖街振興組合 13 26.0 50 
15仁和寺商庖会 23 100.0 23 
16寝屋川凶番街商!i5t !lI.合 39 88.6 44 
171;拒寝屋川駅前商庖会 27 96.4 28 
18都通り商庖会 11 45.8 24 
19八坂商庖会 48 
20 l寿商底会 14 
21 とおりゃんせ商1苫会 25 
商底街小計 364 50.0 676 
21個別参加底 6 
23その他(コミューティセンター他) 8 
取扱唐舗合計 378 
(出所)取扱底舗数はNPO法人地減通貨ねやがわの資料、構成底舗数は寝屋川市街庖連合会
加盟商底街の構成底数で、寝屋川市商工線への包括問い合わせ(2008年1月初日)をも
とに筆者作成。
(注)1.取扱底舗数は2006年12月現港、構成底舗数は2006年4月現在の数値で、割合は取扱応
舗数を構成庖舗数で除して算出している。
2 アドバンス名底会は寝屋川市商底連合会に未加盟のため、構成庖舗数における取扱J苫舗
数の割合算出に際し除外してしも。
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4) rげんきJの流通状況と流通速度
無期限券としての「げんきJの発行 (2005年 6月 1日)から 5ヵ月経過した 2005年 11
月 7日に、大利商庖街から換金請求された「げんきJ券の裏面(利用者の氏名や大利商j苫
街の取扱庖舗名等8ヵ所記載できる)を分析し、「げんき」の流通状況及びその流通速度に
ついて調べた。その結果は、表V-6のとおりである。
同日分として換金請求されたのは、 100げんき券(=100円相当)が 558枚、 200げんき
券 (=200円相当)が 406枚の合計 964枚であった。ただし、 200げんき券は 100げんき券
の2倍の価値があるので、全て 100げんき券として換算すると、合計枚数は 1370枚となっ
た。このうち、寝屋川あいの会が関わった枚数(換算後)は 1307枚、全体の 95.4%を占
めた。 他のNPOが関わった枚数 (換算後)は 110枚、 全体の 4.6%にとどまった。その
後、他のNPO等が購入する割合は増える傾向にある。 2005年 11月 7日から 6ヵ月後の
2006年 5月 6日に、大利商庖街からの換金請求分は、 100げんき券が 400枚、 200げんき
券が 700枚、換算後の枚数は 1800枚であった。このうち、寝屋川あいの会以外のNPO等
が関係する枚数は 100げんき券が 26枚、200げんき券が 42枚、換算後の枚数は 110枚、
全体の 6.1%と増えている。「げんきJの無期限券化が、エコマネーとコミュニティ活動の
関係を強化するうえで一定の効果があったといえる。
表V-6エコマネー「げんき」の流通速度
100げんき券 200げんき券 全体1 全体2
総換金枚数 558枚 406枚 964枚 1，370枚
総換金額 55，800円 81，200円 137，000円 137，000円
回転数 2回転 387枚(69.4%) 253枚(62.3%) 640枚(66.4%) 893枚(65.2%)
3回転 24枚(4.3%) 22枚(5.4%) 46枚(4.8%) 68枚(5.0%) 
4回転 100枚(17.9%) 107枚(26.4%) 207枚(21.5%) 314枚(22.9%)
5回転 5枚(0.9%) 12枚(3.0%) 17枚(1.8%) 29枚(2.1%) 
6回転 34枚(6.1%) 8枚(2.0%) 42枚(4.4%) 50枚(3.6%) 
7回転 2枚(0.4%) 2枚(0.5%) 4枚(0.4%) 6枚(0.4%) 
8回転 6枚(1.1%) 2枚(0.5%) 8枚(0.8%) 10枚(0.7%) 
総取引枚数 1，537枚 1，138枚 2，675枚 3，813枚
総取引額 153，700円 227，600円 381，300円 381，300円
実質流通期間 153日(0.4192年) 153日(0.4192年) 153日(0.4192年) 153日(0.4192年)
流通速度 2.7545回 2.8030回 2.7832回
流通速度(年換算) 6.5708回 6.6865回 6.6397回
(出所)NPO法人地域通貨ねやがわの資料をもとに筆者作成。
(注)1. 2005年1月7目、大利商庖街からの換金持求分である。
2.全体2は、各回転数の枚数及ひ・総取引枚数を全てf100げんきJ券に換算している。
3.回転数の()内は、総換金枚数に占める割合である。
4.総取引枚数は、各回転数の枚数を合計している。
5流通速度は、総取引額を総換金額で除して算出している。
6.流通速度の計算に際し、西部[20066、p.50J参照。
2.7832回
6.6397回
「げんき」の回転数をみる と、 2回転から 8回転まで幅広いものの、 2回転が全体の
65.2% (100げんき券が 69.4%、200げんき券が 62.3%)を占めた。4回転も 22.9%(100 
げんき券が 17.9%、200げんき券が 26.4%) あった。偶数回が非常に多い。
図V-2に基づいてみてみる。①利用会員が購入した「げんきJは、有償ボランティア
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活動を行った活動会員に謝礼として支払われる(ただし、現在のところ、利用会員に代わ
って活動会員である NPOが域通貨ねやがわから 「げんきJを購入し、利用会員に対して
有償ボランティア活動を行った当該NPOの構成員に謝礼として「げんきJを手渡す方法
を採用)。②その 「げんきJをもらった活動会員(である NPOの構成員)が、大利商庖街
の 「げんきJ取扱庖舗でモノ・サービスを購入すれば、回転数は 2回転となる。取扱庖舗
は大利商j吉街の事務所において受け取った 「げんき」を換金することから、各店舗が受け
取った「げんきJは商盾街事務所に集まる。前述したとおり、③大利商庖街は宅配メール
便「わくわくどきどき・ふれあい便」のセッティングを寝屋川あいの会に委託している。
寝屋川あいの会ではセッティングを行った構成員に対し謝礼として 「げんきJを手渡して
いる。④その構成員が、その 「げんきJを使って大利商庖街の取扱j苫舗で買物すれば、「げ
んき」は4回転することになる。
また、①により 、NPOの構成員が有償ボランティア活動の謝礼として受け取った「げ
んき j を使って、自ら他の活動会員 (NP 0)に有償ボランティア活動を依頼し、謝礼と
して「げんき」を手渡す。その謝礼を受け取った活動会員(である NPOの構成員)が、
大利商庖街の取扱j苫舗で 「げんき」を使用すれば、回転数は 3回転となる。
このように、 2回転を中心に 4回転を含めた偶数回の回転が多くなったと考えられる。
平均回転数は全体として 2.78因。券別では、 100げんき券の 2.75回に対し、200げんき券
は 2.80因。 100げんき券に比べて使いやすさの点で評価された。
「げんきJの流通速度についてみた。 2005年 6月 1日から 10月 31日までに寝屋川市内
で流通し、最後に大利商庖街の取扱庖舗でモノ・サービスの代金として支払われた 「げん
き」の流通速度は 2.7832回 (100げんき券が 2.7545回、 200げんき券が 2.8030回)、年換
算すると 6.6397回 (100げんき券が 6.5708回、 200げんき券が 6.6865回)となった。寝
屋川市において実践されている 「げんきJの年間流通速度が 6.6397固ということは、 1を
投下すると 6.6倍になって広がることを示しており、その波及効果の大きさがわかる。
西部忠は、 北海道苫前町で、行った 「地域通貨流通実験」において、 地域通貨の年間流通
速度を 5.0708固と算定した。国家通貨の年間流通速度(名目 GDP/(M2+CD))で
ある 0.7575(2001年)を大きく上回り、「地域通貨の経済活性化効果が存在することを実
証するに十分な大きさを示したといえるJ(北海道商工会連合会 [2005Jp.49) として、そ
の効果を強調した。
5) rげんき」の流通経路
前述 した、大利商庄街から換金請求 (2005年 11月 7日)された 「げんきJ券 964枚に
ついて、その流通経路をみた (200げんき券は 100げんき券の 2倍の価値があるので、全
て 100げんき券に換算)。その結果は、図 V-3に示すとおりである。
寝屋川あいの会が購入者となっているのは 1307枚、全体の 95.4%を占めた。寝屋川市
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民や高齢者施設等の利用会員自身が「げんきJを地域通貨ねやがわから直接購入したもの
が 63枚 (4.6%) あった。
1100げんき券 (558枚)
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也些L一一_j- I寝屋JI I伽明会 (2) 1 - 1~liIli1li!lf (2)コ
1-巨Jrn)二コ→|大和l商庖削1 1 也監竺丘三!
図V-3エコマネー「げんき」の流通経路
(出所)NPO法人地犠通貨ねやが才世コ資料をもとに筆者作成.
(注)1.2005年I月7目、大串l商庖街からの換金附求分である.
2. ( )内数字は枚数を示す.
3.合計校教の算出に際し、 r200げんきJ券の校教を2倍し、全てrlOOげMき』券に換算して表示してbも.
4個人会員は、 NPO法人寝屋川あいの会の構成員とその他NPO町会員である.
回転ごとにみると、 1回転目に、寝屋川あいの会の構成員が有償ボランティア活動の謝
礼として受け取ったものが 1276枚(寝屋川あいの会購入枚数 1307枚の 97.6%)であった。
残る 31枚、割合にして 2.4%の「げんき j は、寝屋川あいの会が大利商庖街において事務
用消耗品の購入に利用したと考えられる。利用会員自身が地域通貨ねやがわから購入した
「げんきJ63枚のうち、有償ボランティア活動を行った個人会員(寝屋川あいの会の構成
員以外の個人も一部含まれている。以下同じ)に支払われたものが 55枚、有償ボランティ
ア活動を行ったNPOに支払われたものが 8枚あった。
2回転目も、個人会員から個人会員に有償ボランティア活動の謝礼として支払われた「げ
んきJは81枚(1回目の個人会員 1331枚の 6.1%) にとどまった。 93.9%に当たる 1250
枚の 「げんきJは、大利商届街でモノ・サービスの代金に利用された。 1回転目、 2回転
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目がともに個人会員である枚数及び割合を 100げんき券、 200げんき券別にみると、 100
げんき券は 547枚中 29枚 (5.3%)、200げんき券は 392枚中 26枚 (6.6%)0 200げんき券
の方が 2回転目も個人会員に継続される割合がやや高い。
1回転目から 2回転目に引き続き、 3回転目も個人会員に支払われる「げんきJは 3枚
(81枚のうち 3.7%)だった。 78枚(同 96.3%)は大利商庖街に向かった。
2回転目に大利商届衝で利用された「げんきJ1250枚のうち、 273枚が個人会員に、 92
枚が寝屋川あいの会に還流している。これは、寝屋川あいの会がまちづくり支援の一環と
して行う大利商店街の宅配メール便のセッティング受託によるもので、協力した構成員に
有償ボランティア活動の謝礼として「げんき」が支払われたことによるものと考えられる。
1回転目と 2回転目がともに個人会員である 81枚について、個人間の取引枚数をみた。
WKが 37枚で最も多く、以下、 MKが 31枚、 TKが 25枚、 UMが 24枚と続いた(表V
-7)0 4人はいずれも、寝屋川あいの会が行う助け合い活動である高齢者支援、子育て支
援、まちづくり支援に積極的にかかわっており、関係は緊密である。エコマネーに対する
意識も高い。
表V-7個人会員間(1回転国司2回転自)の取引例
順位 会員 方向 会員 取引枚数 順位 会員 取引枚数
1 TK 司ー令 WK ①9、②7、計23 l WK ①13、②12、計37
1 MK 『ー歩 UM ①9、②7、計23 2 MK ①1、②10、計31
3 KM →ー KT ①3、②3、計9 3 TK ①9、②8、計25
4 MK .ー WK ①1、②2、計5 4 UM ①10、②7、計24
5 DF →ー WK ①1、②1、計3 5 KM ①3、②3、計9
5 TN →ー WK ①1、②1、計3 5 KT ①3、②3、計9
5 NY →ー KS ①1、②1、許3
日 AM →ー SE ②1、計2
8 TK →ー MK ②1、計2
日 YM →ー WK ②1、計2
自 HK .ー ・ IY ②1、計2
12 HY →ー IY ①1、計1
12 FT →ー WK ①1、計1
12 NS 一-;・ MK ①1、計1
12 HK .ー UM ①1、計1
(出所)NPO法人地域通貨ねやがわの資料をもとに筆者作成。
(注)1.①は100げんき券、②は200げんき券の枚数、計は合計枚数を示す。
2.他の注記事項は閲V-3と同じ。
( 4 )各団体聞のネットワーク構築
寝屋川市でのエコマネ}の取り組みは、エコマネー「ありがとうJの舞台となった大利
商店街のG理事長が、地域通貨の発行団体である寝屋川あいの会のC理事長の考えに共鳴
し、受入れを表明したのが実質的な出発点である。その後、この 2者の関係を基軸として、
京阪「寝屋川市」駅周辺地区において地縁組織として形成されていた商庖街や自治会に加
えて、 NPO等が連携されて、現在のような重層的なネットワークともいえる緊密な地域
団体聞の関係が構築されていった。その経緯を図示したものが、図V-4である。
従前から一定の関係が構築されていたとはいえ、各団体の横断的な関係があまりみられ
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なかった寝屋川市駅周辺地区において、寝屋川あいの会やその後の地域通貨ねやがわが発
となって各団体を貫いたことで、各団体において緊密な関係「横串」
が構築されたといえる。
行するエコマネーが
????、????????、????
第E期
NPO法人地蟻通貨ねやがわ
???
???
???
??
?????????
?
??
務E繍
??????? ???????
????
????? ?
第I期
l北大阪 l
l商工会 l
1.所 l
大判筒盾街
図V-4 エコマネーを介した寝屋川市各団体のネットワーク
{出師 NPO法人寝屋川あいの会、 NPO法人地織通鮒時がわ、 NPO法人寝屋川市駅周辺まちづくりネットワークの資料をもとに筆者僧求。
小括5. 
地域コは、表Eー 3で示した地域通貨の類型のうち、「げんきJ寝屋川市のエコマネー
の地域通貨、「ダブル・ボミュニティ志向型と地域商業活性化志向型を併せ持つ「併用型J
トム・ライン型」地域通貨に該当する。その流通実態を検証した結果、見えてきたことは、
ダブル・ボトム・ラインを同時に達成することの難しさである。前述したとおり、「げんきJ
「シングノレ・ボトム・ラ地域コミュニティ志向型のみのは、「ありがとう」の前身である
イン型J地域通貨、(基本型としての)エコマネー型地域通貨としてスタートした。しかし、
円滑に流通しないという課題に直面し、その解決策として商庖街を取り込み、商庖街の活
性化も同時に目指すダブ、ル・ボトム・ライン型地域通貨、発展型としてのエコマネー型地
エコマネーの流通量はその結果、に変容していった。「ありがとうJや「げんき」域通貨
地域商業活性化というミッ地元商庖街の賑わい増進にも一定貢献した。順調に拡大した。
一定程度達成されたと考えることができる。ションは、
有償ボランティアでは、地域コミュニティ活性化というミッションについてはどうか。
活動の謝礼として授受されるエコマネーは、有償ボランティア活動を媒介し、人から人へ
流通することで新たな人間関係を構築することが期待されている。しかし、(発展型として
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の)エコマネー「げんきJはそうした流れ方をしていない。先にみたように、「げんきjが
2回目に流通する先の 93.9%が大利商j古街であったことは、ダブル・ボトム・ラインのう
ち、地域コミュニティ活性化というミッションの達成が極めて希薄になっていることを示
唆している。(発展型としての)エコマネーが商庖街で使われるということは、「金券Jと
して市場に流通することを意味している。ほとんどの「げんき」は、 1回目のボランティ
ア活動の次の段階(2回目の使用)で金券化していることになる。
「げんきJは、前述したとおり、京阪「寝屋川市J駅周辺地区において、地域団体聞の
関係強化に寄与してきた。エコマネーを受け入れる商庖街にとっても、既存顧客の来街回
数の増加、新規顧客の獲得という効果がみられた。しかし、有償ボランティア活動の謝礼
として受け取った「げんきJは、その後、有償ボランティア活動を介して個人間に広がる
ことはほとんどなく、大利商庖街でのモノ・サーピスの利用に直行した。
なぜ、「げんきJはたちまち商庖街に流れてしまうのか。なぜ、新しい人間関係を構築す
る、あるいはそれまでの人間関係を強化する手段として非市場経済を環流し、地域コミュ
ニティの活性化に寄与するかたちで流通しないのか。寝屋川あいの会が行った前記のアン
ケート調査 (2004年 5月)においても、「今後の『ありがとう』のあり方についてJ とい
う質問(回答数 71件、複数回答)に対し、「大利商庖街以外の商J古街でも利用できるよう
にする」が 84.5%(60件)、「大型庖でも利用できるようにするJが62.0%(44件)とな
っており、会員の聞に地域通貨を金券として使いたいという意向が強い。一方、「会員同士
の交流を増やすJは 18.3% (13件)に過ぎなかった。
地域コミュニティ活性化のミッションを達成するためにエコマネーを使う(=人間関係
を緊密にし、人間関係を再構築するための媒介、手段として使う)ときには、支払う側と
受け取る側が互いの人間性を了解していること、あるいは了解しようとすることが前提に
なる。しかし、市場での取引では、そうした前提は排除して行われる。そこには、単にモ
ノ・サービスの売り手と買い手の関係があるだけである。非市場経済に比べて市場経済で
の人間同士の関係性は、希薄である。したがって取引はモノ・サービスに対する価値判断
を基に行われ、人間関係が介在する余地は少ない。
前述したとおり、西部忠は地域通貨を円滑に流通させるために、地域コミュニティ活性
化と地域商業活性化の両方を目指すダブ、ル・ボトム・ライン型地域通貨である「ダブル・
トライアングル型」地域通貨の有効性を提起しているが、寝屋川市のエコマネー「げんきJ
の流通実態を見る限りでは、新しい人間関係を構築する経路には流れず、むしろ人間関係
の希薄な市場に流れる傾向が強いことを示している。ダブ、ル・ボトム・ライン型地域通貨、
発展型としてのエコマネーの場合、エコマネーは金券化し、地域コミュニティ活性化とい
うミッションが薄れる傾向が強い。地域コミュニティに新たな人間関係を構築する、ある
いは脆弱化した人間関係を再構築するというエコマネーの本来的な使命は背後に押しやら
れる可能性がある。
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[注記]
1) 11. [注記J7)参照。
2)市民活動センターは、「寝屋川市市民協働検討会議J(2001年 6月設置)の「寝屋川市
市民活動支援に関する提言J(2001年 12月 10日)を受け、「市民と行政との協働(パ
ートナーシップ)によるまちづくりを推進していく Jことを基本理念として、市民活
動支援の考え方や今後の施策の方向を示した「市民活動支援指針の策定J(2002年 3
月)により設置された。詳細は、下記HP参照、
(http://www.city.neyagawa.osaka.jp/hureai/shiminkatsudo/npo&volunteer/pdf/ 
shienshishin/pdf)アクセス日:2007年 10月 15日。
3) NPO法人タイムダラー・ネットワーク・ジャパンのH代表理事(当時)は、地域通
貨に参加する人たちの聞で、お互いにサービスを提供したり、利用したりといった双
方向での参加が必要であり、 1人で 50のサーピスを提供することも可能であるとし
ている (2004年 1月 23日の取材による)。しかし、筆者の知る限り、地域通貨実施団
体において双方向での活動が活発に行われているところはほとんどない。
4) Cによると、利用者から、大利商庖街で核庖舗の役割を果たしている食品スーパーの
万代寝屋川庖において「ありがとうJが利用できないことに不満の声があがってきた。
同庖は他の広舗と異なり、毎日換金を求めているので参加は難しい。そこで、商府街
で生鮮三品(青物、精肉、鮮魚)を扱っているMOMOマルヨシに取扱いを働きかけ、
「ありがとう」が利用できると、利用者の不満もほとんど聞かれなくなった。
5) 皿. [注記J28)参照。
6)有効配布数 122件、有効回収数 73件(有効回収率 59.8%)。
7)詳細は、寝屋川市の右記HP参照、 (http://www.city.neyagawa.osaka.jp/kikakuse-
isaku/uneihoushin/mayor040302.htm)アクセス日:2007年 6月 20日。
8)ー庖逸品運動とは、商庖街の各構成庖が自信をもって顧客に販売・提供できる「逸品」
を開発、発掘し、個底の集客力をベースに商底街全体の集客力を強化する方法をいう。
詳細は、太田 [2002J、伊津田 [2005J参照。
9) 2011年 3月末現在日団体。
10) 2007年度 (2007年4月 1日"'"'2008年 3月 31日)以降の発行額(エコポイント分を除
く。 2011年度の年度換算値は 4，627，200円と予想)は、下表のとおりである。
ヱコマネー「げんき』発行額の推移
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羽.結論
本研究では、地域通貨の中心的存在であるエコマネーが地域コミュニティの再構築、地
域再生の手段として果たし得る可能性と限界について考察した。
大都市とその周縁部でも、地方都市でも、そして農山村でも地域コミュニティにおける
人間関係が希薄化し、地域社会の持続可能性が危うくなっている。そうした状況に対し、
行政は、住民自らが手を携えて地域の暮らしを支え合う「地域力j を酒養することが大切
である、と主張し、関連のプログラムに補助金を出すなどするようになった。最近は「地
域力Jに関する研究もある。その際、「地域力Jを酒養する手段として注目されているのが
地域通貨である。
地域通貨の中では、エコマネーの普及が急で、ある。発行団体が急ピッチで増えてきた。
しかし、個々の発行団体を調べると、会員数の伸び悩みゃ流通量が増えない(=使用頻度
が増えない)などの困難を抱えている。解散に追い込まれた発行団体も多くある。
本研究では、兵庫県丹波市で実施されているヱコマネー(基本型)r未杜j を対象に実証
的研究を行い、以下の諸点を明らかにした。
1 )地方都市の農村集落の相互扶助活動を支えてきた紐帯も変容を強いられている。農
作業の共同に由来する生産や暮らしの場での労力供出は、消滅するか、外部に出され
る一方、日々の近隣付き合いは、①気心の知れた仲間同士の付き合いとして残るか、
②「返しに負担を感じるJr外部のモノ・サービスを利用したほうが気楽Jなどの理
由で希薄化するか、に二分されるようになった。しかし、エコマネー(エコマネー型
地域通貨)が上記①②のいずれの関係も代替することは難しい。
2)ネットワークの中心的な役割を果たしている「ハプJ会員の取引状況の調査により、
エコマネー(エコマネー型地域通貨)が、帰郷者であるUターンや転入者である Iタ
ンー、 Iターン・ K組(結婚)といった人々が、閉鎖的な農村集落の地域コミュニテ
ィに入るきっかけになる可能性を持っており、地域コミュニティに新たな人間関係を
構築し、会員数や取引総量を増やすことのできる領域(=エコマネーが「地域力を養
育するj新たな媒体となる可能性のある領域)がある。
また、西部忠が考えるダブ、ル・ボトム・ライン型地域通貨、発展型のエコマネーを発行
している大阪府寝屋川市の「げんきJ(前身の「ありがとう Jを含めて)に対しても実証的
研究を行い、以下の諸点を明らかにした。
1 )地域コミュニティ志向のみのシングル・ボトム・ライン型地域通貨、基本型のエコ
マネーとしてスタートした「ありがとう」は、地元商庖街を取り込むことで、地域通
貨の流通量が拡大した。当該商庖街においても既存顧客の来街回数の増加に加えて、
新規顧客の獲得に一定の効果を発揮した。発展型のエコマネー fげんきj でも同様で
ある。
2) rげんきJの活動に地域の各団体が関係することを通して、地縁組織として形成され
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ていた商庖街や自治会に加えて、 NPO等が連携されて、重層的なネットワークとも
いえる緊密な地域団体聞の関係が構築された。
3 )有償ボランティア活動の謝礼として授受される発展型としてのエコマネーは、有償
ボランティア活動を媒介し、人から人へ流通することで新たな人間関係を構築するこ
とが期待されているが、「げんきJはそうした流れ方をしていない。「げんきJは有償
ボランティア活動を介して個人間に広がることはほとんどなく、 1回目の有償ボラン
ティア活動の次の段階(2回目の使用)で商庖街に流れ、「金券j化して市場に流通
することになる。
本研究を通じ、エコマネーが、脆弱化した地域コミュニティの再生に寄与することので
きる領域が存在することを示した。当該地域コミュニティの新住民同士(帰郷者や転入者)
の間で、あるいは新住民と旧住民の聞に新たなつき合い関係を構築する手段になる一一換
言すれば、地域力を酒養する手段になることを明らかにした。その際、エコマネーがその
役割を十分に発揮するためには、会員の集いや情報誌の発行などエコマネーの流通を補助
する活動が大切になることも、「未杜Jの実証研究で明らかにした。
「げんきJの実態調査では、市場経済に対する非市場経済の対抗力に限界があることが
浮き彫りになった。市場経済に連結されると、西部忠が進めるダブル・ボトム・ライン型
地域通貨、発展型のエコマネーは、地域通貨に期待される本義を失い、「商品券化Jする。
市場経済に流入したエコマネーを、知何にして再び非市場経済に還流させることができ
るかは、わが国の地域通貨活動に占めるエコマネーの大きさを考えると重要な課題である。
その施策をめぐる調査、および検討は、今後の研究課題である。また、今後、大都市部で
発行されているエコマネーが流通量を増大できない実態とその理由に関する研究に取り組
むことも考えている。
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Simon ~ Schuster (柴内康文訳 [2006JW孤独なボーリングー米国コミュニティの崩壊
と再生』柏書房)。
Salamon L. M. [口1997]“nOLOINGTnE CENTERι.壮'merica's Nonprofit Sector at a Cro一
ssroads" The Nathan Cummings Foundation (山内直人訳[1999]WN P 0最前線 岐路
に立つアメリカ市民社会』岩波書庖)。
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資料編(調査票)
資料 1.地域通貨実施団体向けアンケート調査票 (2003年 9-10月調査)
資料2. 地域通貨実施団体向けアンケート調査票 (2008年7-10月調査)
資料3.r未杜』会員向けアンケート調査票 (2009年 8-10月調査)
資料4. 寝屋川あいの会活動会員向けアンケート調査票 (2004年5月調査)
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資料1 地域通貨実施団体向けアンケート調査票 (2003年9-10月調査)
画 地域通貨の実施状況に関するアンケ}ト調査
ご記入に当たってのお願い
【調査の目的】
このアンケート調査は、コミュニティの活性
化に際し、地域通貨がどのような役割を果たし
ているかを把握するために、全国の地域通貨実
施団体の皆様を対象に行うものです。
調査結果は全て統計的に分析し、個々のデー
タを公表することはありませんので、ありのま
まご記入いただきますようにお願い申し上げま
す。
【ご記入方法】
特に指示のない限り、選択肢の番号をOで囲
んでください。また( )内には、具体的な
事柄をご記入ください。
【ご提出】
この調査票にご記入いただきましたら、ご面
倒ですが来る 10月17日(金)までに、同封
の返信用封筒又はFAXでご返送くださるよう
お願いいたします。
団 体 名
(;= 
所 在 地
TEL 
FAX 
連 絡 先
URL 
E-mai I 
代 表 者 名
記 入 者 名
設立年月(西暦) 年 月
お問い合わせ先・ご返送先
大阪府商工労働部
大阪府立産業開発研究所
(調査実施機関)
干540ー0029 大阪市中央区本町橋2-5
マイドームおおさか5階
TEL 06-6947-4362 
FAX 06-6947-4369 
URL 冊 w.mydome.or.jp/aid/
担当 山崎、木村
(記入不要です)
日
(役職:
(法人化: 年 月)
法人格の取得状況 1.任意団体 2.特定非営利活動法人 3.その他の法人格
一次集計結果の送付 1. FAXで希望 2. E-mailで希望 3.希望しない
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I 貴団体の概要について
問1 団体設立の目的は(該当するもの全てにO印をし、また最も重視する目的の番号を記入)
01.高齢者支援 02.障害者支援 03. 子育て支援
05. まちづくりの推進 06. リサイクル等環境問題04.子供の健全育成
07. 商庖街の活性化 08. 地域経済の活性化 09.地域通貨(エコマネーを含む)の実施
10. その他(具体的に:
.1 最重視する目的は | 
問2 団体の活動地域は(1つにO印)
1.所在地小学校区内 2.所在地中学校区内 3.所在地市区町村内
4.所在地市区町村を含む区域 5.所在地都道府県内
6.所在地都道府県と近隣都道府県の地域 7. 圏内全域 8. その他(具体的に: ) 
問3 団体の事務局は(1つにO印)
1.ある(単独使用) 2. ある(共用) 3. ない
間4 団体の会員数は(平成15年9月1日現在) 人
間5 団体の会員の中で最も多い層は(1つにO印)
1.専業主婦 2.高齢者(男性) 3.高齢者(女性)
4.学生 5.会社員・自営(男性) 6.会社員・自営(女性)
7.その他(具体的に:
問6 団体の会員の中で最も多い年齢層は(1つにO印〉
1. 20歳未満 2. 20代 3. 30代 4. 40代 5. 50代 6. 60代 7. 70歳以上
問7 貴団体のスタッフの雇用状況は(平成15年9月1日現在)
有給職員
常勤職員(概ね週30時間以上従事) i人
-・幽ー ーー・・・・ー ・ー・・・・・・・"・・ー---------ー・咽骨骨情----------------周司" ----ー-'----園、ー 司ーー_..1____ー・・
非常勤職員 i人
iロh 計 :人
間8 団体の昨年度の支出規模は(1つにO印)
01. 10万円未満 02. 10"'25万円未満
04. 50"'100万円未満 05. 100"-'250万円未満
07. 500"'1000万円未満 08. 1000"-'2000万円未満
10. 3000"'4000万円未満 11. 4000"-'5000万円未満
無給職員 合計
i人 i人司司.J____.._¥.ー ___L___司圃 ・ーー _.1_周司_L_ー_Lーーー・ー
i人 i人
l人 . :人
03. 25"-'50万円未満
06. 250"-'500万円未満
09. 2000"-'3000万円未満
12. 5000万円以上
間9 団体の事業活動能力の高さは(該当するもの全てにO印)
1.知名度 2.ネットワークの豊富さ 3. 地域に密着した活動
6.会員の人材の豊富さ
8.資金力の豊富さ
4.会員数 5.会員の層の厚さ
7. 事務局スタップの専門知識・ノウハウ
9. その他(具体的に:
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問10 行政機関や地元商庖街、他のNPO団体との連携・協力状況は(各々 1つlこO印)
連携や協力をし 連携や協力をした 連携や協力をし 連携や協力をし
たことがあり、 ことがあるが、今後 たことはないが、 たことがなく、今
今後もしたい はしない 今後はしたい 後もしない
行政機関とは 2 3 4 
司ー---・ー ・ー・ー ・ー ーー ・ーー ーー ・・岨岨ー ーー ・・・・ ~--_..-..---------ーー------- --------_....明暗圃---・聞・・咽・・ー ・ー・・・ ・ー・ー ・ー凶・ー ・ーー 岨ー・ー ーー ・・・・・・・ー ー ・ー・ー --岨---・・・・ー ・ー・ー ーー ・ー・・・ー ーー
地元商店街とは 2 3 4 
・ーー ーー ーー ・ー・・・・ー ・ー世田---ー -ー-・ー 事ー・・・ー ・ー晴暢咽ー ーー ，ー ・ーー ーー ・ー・ー ーー ーー ーー ー ーー ーー ーー ・ー ・ー・・・・ー ・・ー ーー ・・・・・ー ・・・・圃ー ーー ・ー・・ー ・ー，・--ー ーー ーー ・ー -------- -・ー ーー・・・・・・ R ・----..・ー ーー ーー ーーー
他のNPO団体と 1 2 3 4 
lま
(行政機関と連携・協力していない場合は、間13にお進みください)
問1 行政機関と連携・協力している事業は(該当するもの全てにO印)
01.高齢者支援 02. 障害者支援 03.子育て支援
04.子供の健全育成 05. まちづくりの推進 06. リサイクル等環境問題
07. 商庖街の活性化 08. 地域経済の活性化 09.地域通貨(エコマネーを含む)の実施
10. その他(具体的に:
間12 行政機関との連携・協力開始の経緯はけっlこO印)
1.当方から行政機関に働きかけた 2.行政機関から当方に働きかけがあった
3.会議等で行政機関の人と知り合った 4. その他(具体的に: ) 
(地元商庖街と連携・協力していない場合は、間15にお進みください)
間13 地元商庖街と連携・協力している事業は(該当するもの全てにO印)
01.高齢者支援 02. 障害者支援 03.子育て支援
04. 子供の健全育成 05. まちづくりの推進 06. リサイクル等環境問題
07. 商店街の活性化 08. 地域経済の活性化 09.地域通貨(エコマネーを含む)の実施
10. その他(具体的に:
間14 地元商庖街との連携・協力開始の経緯は(1つにO印)
1.当方から商j苫衝に働きかけた 2.商j吉街から当方に働きかけがあった
3.会議等で商店街の人と知り合った 4.行政等の紹介があった
5.その他(具体的に:
(他のNPO団体と連携・協力していない場合は、間 17にお進みください)
問15 他のNPO団体と連携・協力している事業は(該当するもの全てにO印)
01.高齢者支援 02. 障害者支援 03.子育て支援
04.子供の健全育成 05. まちづくりの推進 06. リサイクル等環境問題
07. 商庖街の活性化 08. 地域経済の活性化 09.地域通貨(エコマネーを含む)の実施
10. その他(具体的に:
間16 他のNPO団体との連携・協力開始の経緯は(1つにO印)
1.当方から他のNPO団体に働きかけた 2.他のNPO団体から当方に働きかけがあった
3.会議等で他のNPO団体の人と知り合った 4.行政等の紹介があった
5.その他(具体的に:
E 地域通貨の実施状況について
問17 地域通貨の名称は
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問18 地域通貨の形態は(1つにO印)
1.紙幣方式 2. 口座(通帳)方式 3.手形方式 4. その他(具体的に:
間19 地域通貨の発行単位とその基準は
問20 地域通貨の実施主体は(1つにO印)
1.単独で実施 2.他と連携して実施(連携先:
3. その他(具体的に:
問21 地域通貨の実施期間は(西暦で)(実験期間もご記入ください)
「?
』「
?
』
??
』
]一一一一年一一月 ~ 年一一月
] 一一一一年一一一月 ~ 年一一一月
]一一一一年一一一月 ~ 年一一一月
問22 地域通貨の流通地域は
間23 地域通貨の参加者数は 人
間24 地域通貨の参加者層は(該当するもの全てにO印をし、最も多い層の番号を記入)
1.専業主婦 2.高齢者(男性) 3.高齢者(女性)
4.学生 5.会社員・自営(男性) 6.会社員・自営(女性)
7.その他(具体的に:
. I最も多い層は
間25 地域通貨の発行額は(累計で) 程度
問26 地域通貨のサービスの仕組みは
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問27 地域通貨の記録方法は
問28 地域通貨を行う目的は(該当するもの全てにO印)
1.高齢者支援 2.障害者支援 3. 子育て支援
4.子供の健全育成 5. まちづくりの推進 6. リサイクル等環境問題
7.商唐街の活性化 8.地域経済の活性化 9. その他(具体的に:
間29 地域通貨の利用範囲は(該当するもの全てにO印)
1.参加者間のボランティア活動 2.公共施設の利用 3.バザーでの買物
4.地元商庖での買物・飲食 5. 地元農産物の買物
6. その他(具体的に:
(地元商庖での買物や飲食に利用できない場合は、間32へお進みください)
間30 地元商庖の参加庖数は 庖
間31 地域通貨を地元商庖での買物・飲食に利用する場合の代金充当割合は(1つにO印)
1. 5%程度 2. 10%程度 3. 15%程度
4. 20%程度 5.その他(具体的に:
問32 地域通貨の実施上の問題点は(該当するもの全てにO印をし、最大の問題点の番号を記入)
01.活動資金の不足 02. スタッフの不足 03.知名度の不足
04.信頼度の不足 05.参加者数の不足 06.参加者の高齢化
07.活動内容の情報発信不足 08.行政との連携不足 09.参加商庖数の不足
10.他の団体との連携不足 11.参加者間の親睦 12.使いづらい
13.利用メニューの不足 14.印刷費用が高い 15.魅力の不足
16. その他(具体的に:
z |最大の問題点は
間33 地域通貨を下記の項目のうちどの項目に実施しましたか(実施したもの全てにO印)
また、その実施による効果はどうでしたか(各々 1つにO印)
'実施事業| 地域通貨実施の効果度合い(各々 1つにO印)
(実施した|大きな効|やや効|どちら|あまり効|ほとんど
もの全てに|果があっ|果があ|ともい|果がなか|効果がな
O印) Iた |った |えない |った |かった
①高齢者の支援 I 15 1413 12 11 
②障害者の支援 I 15 1413 12 11 
③子育て支援 I 15 14 I 3 12 I 1 
④子供の健全育成 I 15 14 I 3 12 11 
⑤まちづくりの推進 I 15 14 I 3 12 11 
⑥リサイクル等環境問題 I 15 1413 12 11 
⑦商庖街の活性化 I 15 1413 12 11 
③地域経済の活性化 I 15 1413 12 I 1 
137 
間34 今後の地域通貨の方向は(該当するもの全てにO印)
1.ボランティア活動に利用する 2.地元商庖街でのイベントに利用する
3.地元商唐街での買物・飲食に利用する 4.他の商業施設を含め、利用範囲を広める
5.他の団体と連携して、利用範囲を広める 6.公共施設も利用できるようにする
7.地域通貨をやめる 8.その他(具体的に:
間35 地域通貨の運用に際し、問題点や課題と思われる点はありますか
〈ご協力ありがとうございました)
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資料2.地域通貨実施団体向けアンケート調査票 (2008年7-10月調査)
地域通貨に関する調査ご協力へのお願い
時下、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
私たちは、平成 15年 10月に全国の地域通貨実施団体に対し、地域通貨の運営状況に関する調
査を行いました。その結果は下記のURLに全文を掲載していますので、ご参照ください。
[URL]http://www.pref.osaka.jp/aid/chosa/03-86/03-86.html 
今回、前回調査からほぼ5年となりますので、再度地域通貨の実施状況を把握すべく、調査す
ることとなりました。ご記入いただいたことは、すべて統計的に処理し、個別の内容を公表する
ことはありません。また、研究以外に使用することもありません。ご多忙のところ恐縮ですが、
主旨をご理解の上、ご協力をお願いいたします。
なお、調査結果の概要をまとめ次第、メールでお送りしますので、ご入用の方は下記の欄内「希
望するJにO印をご入力ください。
平成20年7月
く記入の仕方〉 一一一
特に指示のない限り、回答欄 LJに選択肢の番号をご入力ください。また I I内に
は、具体的な数字をご入力ください。
く調査票の回収〉
貴
調査票は、 7月28日(月)までにメールでご返送くださいますようお願いします。
お問い合わせ先:
[大学] 大阪市立大学大学院創造都市研究科矢作弘研究室(担当:山崎茂)
干530-0001大阪市北区梅田 1-2-2-600大阪市立大学梅田サテライト
携帯:090-...…. •. (山崎)、電話:06-4799-3700 
メー ルアドレス:・・・・・・@gscc.osaka-cu.ac.jp
[研究所] 大阪府立産業開発研究所調査研究部企業調査研究グループ山崎茂、木村和彦
干540-0029 大阪市中央区本町橋2-5 マイドームおおさか5階
団 体
電話:06-6947-4385 (企業調査研究グループ)、携帯:090-... .-. . .• (山崎)
メー ルアドレス:・・・...@mbox.pref.osaka.lg.jp
名
一貴団体の所在地 (T 
TEL 
-回. 連 絡 先、ー FAX 一
URL http://www. 
-・4・ 記 入 者
(役職名:
、-
メールアドレス
一時集計結果の送付
(し、ずれかにO印) Eコ希望する D 希望しない
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問1(1)現在の地域通貨の実施目的は
1.地域コミュニティ志向型訪問2へ 2.地域商業活性化志向型尋問2へ 回答欄
3. flと2Jの併用型司(ド 4. プロジェクト志向型訪問2 Lコ
※地域通貨の実施目的とその特徴は次のとおりです。
実施目的 特 徴
①地域コミュ 参加者聞の相互扶助、すなわち非市場経済における互酬的な取引(財
ニティ志向型 やサービスの交換)を媒介することで、地域コミュニティづくりや地
域コミュニティの活性化を志向するもの
②地域商業活 地域内での財やサービスの交換を事業者も含めて行うことで、地域内
性化志向型 の資源の地域外への流出を防ぎ、地域商業の活性化を志向するもの
③「①と②Jの ①と②の特徴を併せ持つもの
併用型
④プロジェク 環境保全やリサイクル、まちづくり活動など公共性、公益性の高い活
ト志向型 動の支援を志向するもの
[間 1(1)で r3Jと答えられた方にお尋ねします。]
(幻現在、地域コミュニティ志向型と地域商業活性化志向型の性格のうち、どちらが強いですか。
1.地域コミュニティ志向型の性格の方が強い
2.地域商業活性化志向型の性格の方が強い
3. どちらも同じ程度
Eコ
(3)地域通貨導入当初の目的は、現在と同じですか。
1.当初は、地域コミュニティ志向型のみであった 功、聞 1(4)へお進みください。
2. 当初は、地域商業活1性化志向型のみであった
3 当初は、地域コミュニティ志向型の性格が強かった}尋問2へお進みください。
4. 当初は、地域商業活性化志向型の性格が強かった
5. 当初から、どちらも閉じ程度であった Eコ
[問 1(3)でf1Jと答えられた方にお尋ねします。]
(心地域商業活性化志向型を併用した「きっかけ」は何ですか。(当てはまるもの金三)
1.地域通貨の流通を促進するため
2.商庖街などの地域商業を活性化するため
3.行政や商工会・商工会議所から依頼されたため
4.商庖街や事業者から依頼されたため
5.その他(具体的に:
間2 地域通貨の参加者数(または参加団体数)は
①直近期はI I人+一一② 3年前はI I人(またはI I団体)
(または I I団体)
③ 5年前はI I人(またはI I団体)
間3 地域通貨の発行額は
???
?
← ??????? l千円←ーー ② 3年前は|
③ 5年前はl
???
l千円
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間4 地域通貨の活動資金と、そのうち自主財源の額は(直近期)
①地域通貨の活動資金は l 
②自主財源(会費、寄付金、事業収入)は l
問5 地域通貨の流通範囲は
千円
千円
1.所在地小学校区内(住区内) 2.所在地中学校区内 3.所在地市区町村内
4.所在地市区町村を含む地域 5.所在地都道府県内 6. その他(具体的に:
Eコ
間6 平成19年3月29日付け内閣府令で、「営利を目的としない法人Jが地域通貨を発行する場
合に、有効期間を「無制限Jとすることが認められましたが、ご存知ですか。
1.知っている 2.知らない Eコ
間7(1) 地域通貨の有効期限は
I 無制限司(2)へ い年以内司(3)へ 3.6か月以内弓(3)へ Eコ
4. 3か月以内功(3)へ 5.その他 司(3)へ
[間7(1)で r1Jと答えられた方にお尋ねします。]
(2) なぜ、地域通貨の有効期限を無制限にしましたか。(当てはまるもの金主) I I 
1.地域通貨の印刷費用を節約できる 2.有効期限を気にせず利用できる I I 
3.その他(具体的に: ) ~特にない I I 
[間7(1)で r1以外』と答えられた方にお尋ねします。]
(3) なぜ、地域通貨の有効期限を無制限にしないのですか。(当てはまるもの金主)
1.年度別の実績を把握できる 2.無期限の場合、会計処理が煩雑である
3.有効期間ごとに地域通貨の図柄を変えることができるので、見分けがつく
4.未回収(失効)分の地域通貨代金で次年度の地域通貨の印刷費用を確保できる
5.その他(具体的に: ) ~特にない
間8(1) 地域通貨の現在の形態は(当てはまるもの金三)
1.紙幣方式 2. 口座(通帳)方式 3.手形方式
4. 1 C・住基カード方式 5. その他(具体的に:
(2) 地域通貨の形態を変更されましたか。
1 変更してゆ、 2 口座(通帳)方式から紙幣方式に変更した D 
3. 手形方式から紙幣方式に変更した 4.紙幣方式から口座(通帳)方式に変更した
5.紙幣方式から 1C・住基カード方式に変更した 6.その他(具体的に: ) 
(3) 現在の形態を選ばれました、あるいは変更された理由は(当てはまるもの全て)
1.仕組みがわかりやすい 2.行政や商工会・商工会議所から勧められた
3.流通の拡大が期待できる 4. その他(具体的に:
5.特にない
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[間8(1)で r1.紙幣方式』と答えられた方にお尋ねします。]
(4) 紙幣方式の長所と短所は何ですか。
①紙幣方式の長所は(当てはまるもの金主)
1.簡便で匿名性が高い 2.不特定多数の方が利用しやすい
3.現金に似た使用感覚がある 4.商庖等事業者が参加しやすい
5.その他(具体的に: ) &特にない
②紙幣方式の欠点は(当てはまるもの全て)
1.通貨の管理に場所をとる 2.流通経路の捕捉が難しい
3.偽造されやすい 4. その他(具体的に:
5.特にない
[問8(1)で r2.口座(通帳)方式」と答えられた方にお尋ねします。]
(5) 口座(通帳)方式の長所と短所は何ですか。
①口座(通帳)方式の長所は(当てはまるもの金主)
1.残高がなくても(赤字でも)発行できる 2.流通経路の捕捉が比較的容易
3. コミュニティの構築が比較的容易 4. その他(具体的に: ) 
5.特にない
②口座(通帳)方式の短所は(当てはまるもの全て)
1.記入に手聞がかかる 2. 口座の集計や管理に時間がかかる
3.残高がなくても(赤字でも)発行できる 4.商店等事業者が参加しにくい
5. その他(具体的に: ) &特にない
[聞8(1)で rI C .住基カード方式』と答えられた方にお尋ねします。]
(6) I C .住基カード方式の長所と短所は何ですか。
① I C・住基カード方式の長所は(当てはまるもの金主)
1.集計・管理が簡単である 2.利用する際に、操作が簡単である
3.偽造しにくい 4.参加者を特定できる
5. その他(具体的に: ) 6.特にない
② I C・住基カード方式の短所は(当てはまるもの全て)
1.端末機の価格が高く、商店等事業者の参加が困難 2.端末機がないと使えない
3. システム開発・運用に多額の資金が必要 4. システムの専門家が必要
5. その他(具体的に: ) 6.特にない
問9(1) 商庖等で買物する際に、地域通貨で買物代金のうちどの程度まで利用できますか。
1.利用できない 訪問10へ
3. 20%"'50%未満司(2)へ
5. 80%'"ほぽ100% 弓 (2)へ
(商庖等で最も多いもの)
2. 5%"'20%未満時(2)へ
4. 50%"'80%未満司α)へ
6. 100% 時 α)へ Eコ
[間9(1)で r2J- r6Jと答えられた方にお尋ねします。]
(2) 地域通貨で買物できる商庖数は何屈ですか。
1叫以下 2叫~叫 3. 51庖~叫 Eコ
4. 76"'100庖 5. 101庖以上
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(3) 地域通貨で買物した際に、商庖等は「釣銭Jを出していますか。
1.出していない 2.一部の商庖等が釣銭を出している Eコ
3. 多くの商庖等が釣銭を出している 4. わからない
(4) 地域通貨を受け取る商庖等は、地域通貨分を含めて売上げに計上していますか。
1.売上げに含めて計上している
2 地域通貨分を除いて、売上げに計上している 3 わからない Eコ
(5) 地域通貨は換金できますか。
1 換金できない 2 商店等事業者のみ換金できる(換金手数料が必要) Cコ
3.商店等事業者のみ換金できる(換金手数料は不要)
4.誰でも換金できる(換金手数料が必要) 5.誰でも換金できる(換金手数料は不要)
(6) 地域通貨は他の擬似通貨と交換できますか。(当てはまるもの金主)
1.商店街等が発行するスタンプ券と交換できる
2.商庖街等が発行するポイントカードと交換できる
3. 商庖街等が発行する共通商品券と交換できる
4. 商庖街等が発行する福引券と交換できる
5. 商}吉街等が発行する電子マネーと交換できる
6. どの擬似通貨とも交換できない
問10 地域通貨を現金で買うことができますか。
1 額面相当額で買える(額面金額) 2 額面よりも安く買える(割引金額) D 
3.現金で買うことはできない
間1 地域通貨を実施することにより、地域で緊密な関係(ネットワーク)を構築することがで
きたと恩われる団体(商庖街、自治会、 NPO等)はどの程度ありますか。(地域通貨の墨血
盟盆で)
地域通貨実施前 地域通貨実施後(直近期)
I I団体 I I 団体
間12 実施された初年度に比べて、各項目は現在どのように変化しましたか。
(各項目について、右欄肉の番号を 1つ選んでください。)
①地域通貨の参加者数は I I 
②地域通貨に参加する団体数は I 1. 
③地域通貨の発行額は I I 
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1.大きく減少 (20%以上)
2.やや減少 (10%前後)
3. ほぽ横ばい
4.やや増加 (10%前後)
5.大きく増加 (20%以上)
[貴団体が行政文は商工会・商工会議所の場合は間14へお進みください。]
問13 行政や商工会・商工会議所からどのような支援を受けていますか。
(各項目について、支援を受けている場合は r1J、受けていない場合は r2Jを入力してくだ
さい)
行政から 商工会・商工会議所から
①市区町村の業務を受託している
②補助金を受けている
③公共施設を地域通貨で利用できる
④専門家を派遣してもらっている
⑤適宜アドバイスを受けている
⑥共同で地域通貨を発行している
問14 地域通貨の今後の方向は(当てはまるもの全て)
1.地域コミュニティのネットワークを強化する
2.他の団体と連携して、地域通貨の流通範囲を広げる
3.地域通貨に協力してくれる商庖等事業者を増やす
4. 地域通貨の商庖等での買物代金割合を高める
5.ボランティア活動のみに利用できるようにする
6.地域通貨を縮小する
7.地域通貨を取りやめる
ご協力ありがとうございました。
‘ーー
1.支援を受けている
2.支援を受けていない
回答欄にご記入の上は、メールにてご返送くださいますようお願いします。
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資料3.r宋杜j会員向けアンケート調査票 (2009年8-10月調査)
アンケート調査へのご協力のお願い
平成21年8月
来杜会員(退会会員) 各位
「未杜」の活動がはじまってまもなく 10年目を迎えます。この問、会員各位の協力を得てよい
成果をあげることができました。「未杜Jが人と人の聞に、市民活動団体聞に、新しい関係を構築
するきっかけとなり、丹波地区のコミュニティ活性化に微力ながら貢献できたことを嬉しく思い
ます。
今後、さらに「未杜Jの活動を活発にし、丹波地区の豊かな暮らし増進につなげるために、大
阪市立大学大学院創造都市研究科矢作研究室と連携し、アンケート調査を実施することになりま
した。「未杜Jのさらなる成長のために、是非、アンケートにご協力ください。特に指示のない限
り、回答選択肢の番号をO印で囲んでください。
調査票にご記入いただきましたら、ご面倒ですが9月8日(火)までに、同封の返信用封筒に
てご返送ください。調査ご協力のお礼として r100未杜1を差し上げます。未杜カードの事柄に
「調査協力J、相手方「山崎茂Jとご記入ください。
なお、調査に関するお問い合わせは、大阪市立大学大学院創造都市研究科矢作研究室の山崎茂
までお願いします。山崎茂の連絡先は次のとおりです。
[携帯電話] 090-・・・・-・・
問1 宋杜に加入した理由は〈複数回答可)
1.丹波まちづくりプロジェクト(未杜)の活動目的に共感した
3.物・サービスを提供/利用したい 4.地域への貢献
6.つきあいで(友人・知人の勧め) 7.地域通貨への興味
8.その他(
問2 未杜加入で新たな友人・知人ができましたか
1.できた 2.できなかった
地域通貨「来社』事務局
2.知り合いを増やしたい
5.人間関係を深めたい
間3 宋杜に加入し、他の団体(市民活動団体)との新しいつきあいはできましたか
1.できた 2.できなかった
間4 未杜決算パーティーを知っていますか
1.知っている 2.知らない
問5 宋杜決算パーティーに参加していますか(聞4で r1.知っている」と答えた人)
1.ほぽ毎回参加 2. 2""3年に 1回程度 3. ほとんど参加しない 4.参加したことがない
間6 未杜井戸端会識を知っていますか
1.知っている 2.知らない
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問7 来杜井戸端会議に参加していますか(聞6でr1.知っている』と答えた人)
1.ほぽ毎月参加 2. 2""3か月に l回程度 3. 半年に l回程度
4.年に 1回程度 5.参加したことがない
間8 宋杜新聞を知っていますか
1.知っている 2.知らない
問9 来杜新聞を読んでいますか(問8で f1.知っている』と答えた人)
1.ほぽ毎号読む 2. 興味がある場合は読む 3. ほとんど読まない 4. 読んだことがない
問10 昨年度1年間の聞の取引(物やサービスを提供/利用した)回数は
(1) 提供は 1.ない 2. 1""5回 3. 6""10回 4. 11""15回 5. 16回以上
(2) 利用は 1.ない 2. 1"'5回 3. 6""'10回 4. 1 '"-' 15回 5. 16回以上
間1 昨年度1年間で、主にどういう物・サービスを提供/利用しましたか(福数回答可)
(1) 提供は 1.物品(食料品)提供 2.物品(非食料品)提供 3.サーピス提供
4.軽作業 5.相談 6. 業務代行 7. レンタル
8.その他(
(2) 利用は 1.物品(食料品)利用 2.物品(非食料品)利用 3. サービス利用
4.軽作業 5.相談 6.業務代行 7. レンタル
8.その他(
間12 昨年度1年間で、同じ市(丹波市の場合、閉じ町)以外の人と取引したことがありますか
(例:氷上町の人が柏原町の人に物・サービスを提供/柏原町の人の物・サービスを利用)
1.ある 2.ない
間13 その市外(町外)はどこですか(間 12で f1.ある』と答えた人、複数回答可)
1.氷上町 2.柏原町 3.春日町 4. 青垣町 5. 山南町
6. 市島町 7.篠山市 8. その他
問14 市外(町外)の人との取引の「きっかけ」となったのは
(間12で f1.ある』と答えた人、複数回答可)
1.友人・知人からの依頼 2.丹波新聞のホームページ 3.未杜新聞
4.未杜のイベント 5.来杜事務局の紹介 6. その他(
間15 市外(町外)の人と取引がない理由は(間12で f2.ない」と答えた人、複数回答可)
1.知らない人に物・サービスを頼みにくい/提供しにくい 2. 旧町聞が離れているため
3.提供/利用できる物・サービスの情報が少ない 4.その他(
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間16 昨年度1年聞の来社の残高は
1.プラス 3，000未杜以上 2.プラス 2，999未杜~プラス 2，000未杜
3.プラス 1，999未杜~プラス 1，000未杜 4. プラス 999未杜~プラス 1未杜
5. 0未杜 6.マイナス 1未杜~マイナス 999未杜
7.マイナス 1，000未杜~マイナス 1，999来杜 8.マイナス 2，000未杜~マイナス2，999未杜
9.マイナス 3，000未杜以下
間17 年度末に未杜がプラス(マイナス)であることは、気になりますか
1.非常に気になる 2.やや気になる 3. あまり気にならない 4.全く気にならない
間18 あなたが提供できる物・サービスは多いですか
1.非常に多い 2.多い 3.少ない 4. ほとんどない
問19 あなたが利用したい物・サービスは多いですか
1.非常に多い 2.多い 3.少ない 4. ほとんどない
問20 来杜に加入している商庖(小売庖、飲食庖、サービス業)を知っていますか
1.知っている 2.知らない
間21 商庖で来社を利用していますか(間20で r1.知っている』と答えた人)
1.よく利用している 2.利用している 3. あまり利用していない
4.利用したことがない
間22 来社の商庖会員について
1.もっと商庖が入ってほしい 2.商店はいらない
間23 希望する商庖の業種は(間22でr1.もっと商庖が入ってほしい』とした入、福数回答可)
1.食料品庖 2.食料品以外の物販庖 3.飲食庖
4. サーピス業(クリーニング庖、理・美容等) 5.その他(
間24 宋杜会員を継続する理由として、特に重視するのは(複数回答可)
1.丹波まちづくりプロジェクト(未社)の活動目的に共感している 2.知り合いが増える
3.提供/利用したい物・サービスがある 4.商店で物・サービス代金を割引してくれる
5.友人・知人とのつきあい 6.加入・活動していて楽しい 7.未杜新聞が送られてくる
8.人間関係が深まる 9.地域に貢献できる 10.その他(
(間25-27は、既に退会している人にお聞きします)
問25 退会者の場合、その理由は(複数回答可)
1.友人、知人が退会した 2.年会費が負担 3.提供/利用したい物・サービスが少ない
4.会員の取引情報(提供/利用メニュー情報)が少ない 5.利用できる商庖が少ない
6.取引(提供/利用)が面倒になった 7.その他(
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間26 もし、あなたが退会者ならば、退会時の来杜の残高は
1.プラス 3，000未杜以上 2. プラス 2，999未杜~プラス 2，000未杜
3. プラス 1，999未杜~プラス 1，000未杜 4. プラス 999未杜~プラス 1未杜
5. 0未杜 6.マイナス 1未社~マイナス 999未社
7.マイナス 1，000未社~マイナス 1，999未杜 8.マイナス 2，000未社~マイナス 2，999未杜
9.マイナス 3，000未杜以下
問27 退会時に未杜がプラス(マイナス)であることが、気になりましたか
1.非常に気になった 2.やや気になった 3. あまり気にならなかった
4.全く気にならなかった
間28 居住地域は
1.氷上町
6.市島町
間29 年齢は
1. 30歳未満
間30 性別は
1.男性
2.柏原町
7.篠山市
2. 30イ吃
2.女性
間31 現在地での居住年数は
3.春日町 4.青垣町 5. 山南町
8. その他(
3. 40イt 4. 50代 5. 60代 6. 70歳以上
1. 5年未満 2. 5年以上""10年未満 3. 10年以上""20年未満
4. 20年以上""30年未満 5. 30年以上
問32 主な職業は
1.専業主婦 2. 自営業(農業を含む) 3. 勤め人(パート・アルバイトを除く)
4. パート・アルバイト 5.学生 6.無職・年金受給 7. その他( ) 
間33 同居している家族の人数は(あなたを含めて)
1. 1人 2. 2人 3. 3人 4. 4人 5. 5人
問34 現在は
1.会員である 2.会員ではない(退会している)
間35 宋杜を除くと、参加している市民活動団体数は
1.参加していない
5. 10団体以上
2. 1 ""2団体 3. 3""4団体
6. 6人以上
4. 5""9団体
問36 地域通貨に関する書物 (Wエンデの遺書』、『エンヂの警鐘』等)を読んだことがあります
か
1.読んだことがある 2.読んだことはないが、今後読んでみたい
3.読んだことはなく、読んでみたいとも思わない
148 
間37 宋杜の活動をより活発化するに際して、ご意見・ご要望はありますか(自由意見)
[ご協力ありがとうございました。同封の封筒にてご返送ください。]
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資料4. 寝屋川あいの会活動会員向けアンケート調査票 (2004年5月調査)
アンケート調査へのご協力のお願い
平成16年5月1日
寝屋川あいの会活動会員 各位
特定非営利活動法人寝屋川あいの会
理事長 三和清明
拝啓残春の候、会員の皆様にはご健勝のこととお喜び申し上げます。
日頃あいの会にご協力いただきありがとうございます、今後の活動にもますます参加いただき
ますようお願い申し上げます。
さて、今年6月であいの会発足後3年を迎えることとなりました、今後活動をよりよいものに
するために下記アンケート調査を実施することになりました。是非ご協力いただき事務局までご
返送くださいますようお願い申し上げます。
敬具
【ご記入に当たってのお願い】
【調査の目的】
このアンケート調査は、わが国を代表する地域通貨実施団体の一つである「特定非営利活動
法人寝屋川あいの会Jの活動会員の皆様を対象に、どのような活動をされ地域貢献されている
か、また地域通貨の利用についてどのように感じておられるかを把握し今後の活用のあり方を
検討していくために行うものです。調査結果については個々のデータを公表することはありま
堂企ので、ありのままご記入ください。
【ご記入方法】
特に指示のない限り、選択肢の番号をOで囲んでください。また( )内には、具体的な
事柄をご記入ください。
【ご提出】
至急で申し訳ありませんが、 5月15日(土)必着で、同封の返信用封筒によりご返送くだ
さい。
【お問い合わせ先・ご返送先】
特定非営利活動法人寝屋川あいの会
〒572-0042寝屋川市東大利 12-27 柳田マンション203号室(大利商庖街内)
電話 072-801-1871 FAX 072-801-1871 (担当佐藤・高瀬)
間1 寝屋川あいの会への入会時期は(1つにO印)
1.平成 13年3月以前 2.平成 13年4月"'14年 3月 3.平成 14年4月"'15年3月
4.平成 15年4月"'16年3月 5平成 16年4月~
間2 寝屋川あいの会への入会動機は(該当するもの全てにO印)
1. ミッションや活動内容への賛同 2. NPOでの社会貢献に関心があったため
3.地域社会を支えるため 4.友人・知人からの誘い
5.友人を作りたいため 6.地域通貨に関心があったため
7.活動センターからの紹介 8.その他(具体的に:
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問3 関心のある分野はどれですか(該当するもの全てにO印)
1.高齢者支援 2.障害者支援 3.子育て支援
4.子どもの健全育成 5. まちづくりの推進 6. リサイクルなど環境問題
7.商庖街の活性化 8.地域経済の活性化 9.その他(
問4 平成16年2月から4月まで直近3カ月聞の活動時聞は
(活動していない人は rOJ時間とご記入ください)
活動時間と回数 |約[
そのうち地域通貨で受け取った活動時間と回数|約[
「
?
』
? ?
』
? ?? ?? ? ?『??
「 』
?
]回
]回
間5 平成16年2-4月に活動しなかった理由は(該当するもの全てにO印)
1.忙しかった 2.依頼がなかった 3.その他(
間6 これまで活動の報酬を「ありがとう券」で受け取ったことがありますかけつにO印)
1.ある 2.ない
問7 活動の報酬は『ありがとう券」で受け取る方がいいですかけつにO印)
1.ありがとう券がいい 2.現金がよい 3. どちらでもよい
間8 地域通貨の利用について、下記の項目に当てはまるものはどれですか(各々 1つにO印)
ともらかと ともらかと そう恩わ
項 目 そう思う 言えばそう 言幻まそう ない
思う 思が晶、
①活動会員同士の助け合いに「ありがとう券J
を利用できるので便利だ 1 2 3 4 
②「ありがとう券Jを受け取ることによって
活動にやりいがいが持てる 1 2 3 4 
③「ありがとう券jが大利商庖街で利用でき
るので大変便利だ 1 2 3 4 
④「ありがとう券jで買い物はやりにくい
1 2 3 4 
⑤「ありがとう券Jの利用によって地域経済
の活性化に貢献できる 1 2 3 4 
⑥地域通貨とまちづくりや地域活性化につい
て勉強会や講演会があれば参加したい 1 2 3 4 
⑦「ありがとう券Jが広まればボフンァィア
をする人が増えると思う 1 2 3 4 
問9 1ヵ月間でだいたいどのくらい大利商庖街を利用しますか(1つにO印)
1.ほぽ毎日 2. 2...3日に 1回 3.週 1回程度 4.月2...3回程度
5.月 1回程度 6. ほとんど利用しない 7.利用したことがない
( r7.利用したことがない』と答えた人は、聞15へお進みください)
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問 10 1カ月間に大利商庖衝で「ありがとう券」を利用する回数は(1つにO印)
1.ない 2. 1.-，..2回程度 3. 3.-，..4回程度 4. 5.-，..6回程度
5. 7.-，..8回程度 6. 9.-，..10回程度 7. 11回以上
「1.なしリと答えた人は、問 15へお進みください)
問 1 rありがとう券Jをどのような庖舗で利用しましたか(該当するもの全てにO印)
1.生鮮食料品庖 2. その他食料品庖 3. 日用品店 4.衣料品庖
5.耐久・文化品庖 6.飲食庖 7.サービス業 8. その他( ) 
問 12 大利商庖街で「ありがとう券」をつかってみてどう感じましたか
[ ] 
問13 rありがとう券」により、大利商庖街の利用回数は増えましたか(1つにO印)
1.非常に増えた 2. やや増えた 3. 変わらない
問14 rありがとう券」により、大利商庖街の利用庖舗は増えましたか(1つにO印)
1.非常に増えた 2.やや増えた 3. 変わらない
問15 利用しない理由は? (該当するもの全てにO印)
1.自宅や勤務先から遠い 2.普段から行かない 3. 魅力的な商品がない
4.価格が高い 5.庖員の対応がよくない
6. その他(
間16 あなたの職業は(1つにO印)
1.専業主婦(夫) 2. 無職 3. 臨時雇用(パート・アルバイト) 4. 学生
5. 会社員 6. 自営業・自由業 7. その他(
問17 あなたの年齢は(1つにO印)
1. 20歳未満 2. 20代 3. 30代
6. 60代 7. 70歳以上
問18 あなたの性別は(1つにO印)
1.男性 2.女性
問19 あなたの住所は
1.寝屋川市[
2. [ ]市[
]町[
4. 40代; 5. 50イt
]丁目
]町[ ]丁目
問20 今後、どうすれば「ありがとう券Jをもっと利用しやすくなると思いますか
(該当するもの全てにO印)
1.会員同士の交流を増やす
2. 大利商店街以外の商庖街でも利用できるようにする
3. 市内の大型盾でも使えるようにする
4. 市の公共施設でも利用できるようにする
5. rありがとう券Jを使える庖にはっきりとしたマークをつける
6. rありがとう券Jを受け取る庖舗の対応をよくする
7. その他(
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間21 寝屋川あいの会に対する要望・意見は(自由にご記入ください)
(ご協力ありがとうございました)
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